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第7章  地層処分システムの長期安全性評価技術 

本章では，閉鎖後長期の安全確保を支える三つの安全確保策のうち，「地層処分システムの長期安

全性の評価（以下，安全評価という）」を実施するための基本的な考え方と進め方，およびそれらを

支える技術の進展について示す。 
7.1 では，事業における安全評価の基本的な考え方について述べる。次に，7.2 では，基本的な考

え方に基づく安全評価の進め方を概括的に示す。そして，7.3 では，第２次取りまとめ以降，基盤研

究開発機関および NUMO が取り組んできた安全評価に関する主な技術開発成果について概説した

上で，今後の課題整理の方向性を示す。最後に，7.4 では，本章のまとめを述べる。 
本章に示した基本的な考え方やそれらを支える技術は，高レベル放射性廃棄物および地層処分低

レベル放射性廃棄物に対して，共通に適用されるものである。ここでは，高レベル放射性廃棄物の

場合について記述し，地層処分低レベル放射性廃棄物については，第 2 次 TRU レポートにおける

課題である「想定される幅広い地質環境に対して地層処分システムの頑健性を確保すること」への

取り組み，ならびに「安全評価のデータセットに関する最新の知見の整理」について記述した（7.3.3，
7.3.4 参照）。なお，NUMO は，地層処分低レベル放射性廃棄物の安全評価について，第 2 次 TRU
レポートとそれ以降更新された知見に基づき，その背景と技術的根拠を取りまとめている（NUMO，

2011a）。 
安全評価は，「地層処分システムに関連する危険性に対して，サイトの地質環境や処分場の設計が

技術的な要件を満足するだけの安全機能を発揮し得るか否かを体系的に分析する作業過程」（IAEA，

2009）である 7-1。また，安全評価は，地層処分システムの全体レベルの性能の定量化，関連する不

確実性の分析，および安全基準との比較を含む。 
 

7.1  基本的考え方 

本節では，地質環境の調査・評価（第 5 章），および処分場の設計，建設・操業・閉鎖（第 6 章）

を通じて，段階的に具体化する地層処分システムの長期安全性をどのように評価していくか，そし

て，評価結果をサイトの地質環境の調査・評価および処分場の設計に対してどのようにフィードバ

ックしていくかについて述べる。 
3.2.1 において述べたように，「安全性の繰り返し確認に基づく段階的かつ柔軟な事業推進」は，

安全確保を達成するための方針の一つである。安全性の繰り返し確認では，地層処分システムの安

全性をさまざまな観点から示すセーフティケースが重要な役割を果たす。安全評価は，セーフティ

ケースの主要な構成要素のひとつであり，閉鎖後長期の安全性（以下，長期安全性という）を示す

中心的な論拠となる。 
第２次取りまとめおよび第 2 次 TRU レポートにおいては，わが国の一般的な地質環境条件を想

定して，地層処分システムの安全性を総合的に評価した。一方，事業段階の安全評価では，わが国

の一般的な地質環境条件を想定した安全評価（JNC，1999a；電事連・JNC，2005a）を起点として，

特定のサイトに対する地層処分システムの長期安全性を確認することが必要となる。 
これらを踏まえ，以下では，まず，安全評価の手順についてまとめた（7.1.1 参照）。その上で，

                                                      
7-1 性能評価は，地層処分システム全体，あるいはその要素である個別システムが有する機能について解析した結果を適切

な基準と比較し，その性能について判断を行うことである（原子力委員会原子力バックエンド対策専門部会，1997）。

原子力安全や放射線防護における用語として，安全評価と性能評価は同義であるとの指摘もある（IAEA，2007）。本章

では，基本的に安全評価という用語を使用し，調査計画および処分場の設計への反映を主眼とした評価は，性能評価と

表現する。 
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安全評価の手順に従い，安全評価戦略として，安全評価の目的および不確実性の取り扱いについて

整理した（7.1.2 参照）。続いて，シナリオの構築（7.1.3 参照），モデルの選定（7.14 参照），データ

セットの設定（7.1.5 参照），ならびに安全解析の実施および基準との比較（7.1.6 参照）のそれぞれ

について，基本的な考え方をまとめた。各手順では，7.1.2 で述べた不確実性の取り扱いをどのよう

に適用するかをそれぞれ示した。また，事業段階に応じて利用可能な地質環境の情報が異なること

を念頭に，各事業段階における安全評価の役割について整理した（7.1.7 参照）。 
 
7.1.1  安全評価の手順 

地層処分システムの安全評価が通常の工学システムの評価と大きく異なる点は，極めて長い時間

スケールを考慮しなければならないこと，および天然の地層という不均質で大きな空間領域を対象

とすることである。このため，従来の工学技術のように，実際に作ってその挙動を確かめ，設計に

フィードバックしながら最適化を図り安全性を実証するという直接的な方法を取ることはできない

（OECD/NEA，1983）。この点が地層処分システムの安全評価に固有な特徴である。 
IAEAやOECD/NEAといった国際機関のプロジェクトでは，この特徴を考慮して，各国での研究

や経験に基づく議論が重ねられ（IAEA，1995；OECD/NEA，1991a，1991b，1997，2000a，2002，
2004a，2008），一般的な方法論がほぼ満足できるレベルに達していることについて合意が得られて

いる（OECD/NEA，1991b，1997）。事業段階における安全評価においても，この一般的な方法論に

沿って進める。 
なお，安全評価は，地層処分システムによる将来の人間への影響をいい当てるものではなく，そ

の長期安全性の判断材料を提供するためのものである。従って，長期安全性を判断するという観点

から，使用するシナリオ，モデル，データセットなどについて十分検討されているかどうかが重要

となる（NUMO，2004）。3.2.2.3で述べたように，地層処分の長期安全性は，安全解析の結果のみで

はなく，より幅広い多面的な視点を含めて示すものである。多面的な視点には，例えば，地質環境

の調査・評価，処分場の設計，残された不確実性とその対策，代替的な安全指標の使用などがある。 
以上を踏まえ，安全評価の手順を整理した（図 7.1.1-1）。以下では，図 7.1.1-1に示した手順の概

要を記述する。 
まず，安全確保構想に従い，前段階に行った検討結果や類似した地層処分システムの評価事例な

どに基づき，評価の目的および不確実性の取り扱いを整理し，安全評価戦略として策定（あるいは

見直し）する。 
次に，当該段階までに得られている既存の知見および安全規制からの要求（安全審査指針など）

に基づき，ストーリボード（7.2.1参照）の作成を通じて，地層処分システムの状態がどのように変

遷するか（以下，状態設定という）を整理する。ここでは，地質環境の調査・評価，処分場の設計

および研究開発の知見に基づき，地層処分システムの特性，安全機能，およびその将来挙動を整理

する。すなわち，安全機能が地層処分システムのどのような特性によってもたらされるのか，そし

て，将来の地層処分システムの挙動によって安全機能がどのように変化するのかを整理する。さら

に，これに基づき，シナリオの作成・分類を行う。 
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安全評価戦略の策定

状態設定

シナリオの作成・分類

モデルの選定

データセットの設定

安全解析の実施
基準との比較

安全評価の信頼性に関する検討

当該段階における信頼性は十分か？

Yes

安全確保構想

地質環境モデル
地質環境特性の長期変遷

処分場の設計
建設・操業・閉鎖計画

ストーリボードを介した
理解の共有

計画策定や最適化など
のための情報提供

不確実性要因と
その影響の整理

No No

調
査
に
よ
る
不
確
実
性
低
減
／
設
計
に
よ
る
不
確
実
性
の
影
響
低
減

安全評価

地質環境の調査・評価
処分場の設計

研
究
開
発

研究開発による不確実性の低減

ステークホルダーとのコミュニケーションへ

シナリオの構築

知見の統合（セーフティケースとして）

 
図 7.1.1-1 安全評価の手順 

 
続いて，構築したシナリオに基づき，安全評価に用いるモデルおよびデータセットの設定を行い，

安全解析を行う。そして，安全解析の結果と安全基準などとの比較を通じ，基準を満足するか否か

を示す。なお，ここでは，次段階の調査計画の立案および処分場の設計の最適化に反映するため，

性能評価の観点から，不確実性の影響把握および種々の設計オプション間の比較についても行う。 
さらには，OECD/NEAが提案している多面的な論点（表 7.1.1-1：OECD/NEA，2002）などを参

考として，長期安全性の信頼性に関する検討を行う。当該段階において，長期安全性の信頼性の程

度が十分と判断できる場合には，討論モデルに基づく手法（例えば，Osawa et al.，2009）などを参

考として，安全評価の結果と信頼性，ならびに次段階以降の課題とその対策などをセーフティケー

スとして取りまとめる。一方，長期安全性の信頼性の程度が十分ではないと判断する場合には，不

確実性の低減に向けた課題を明確にした上で，地質環境の調査・評価や処分場の設計や研究開発に

フィードバックし，信頼性の向上を図る。 
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表 7.1.1-1 セーフティケースの構築に関する重要な論点 

（OECD/NEA，2002を和訳） 

地層処分システム自体の信頼性 

・ 多重バリアシステムの本質的な頑健性 

・ 一部の安全機能が損なわれることを仮想的に想定したシナリ
オおよび関連する計算結果 

・ よく知られたほかのシステムの事例やナチュラルアナログと
の比較 

地層処分システムに関するデー
タや知見の信頼性 

・ 研究プログラムや地質環境の調査・評価の品質 

・ 品質管理体制 

・ 多様なソースや取得方法に基づくデータ 

・ 形式に則ったデータトラッキング手法の使用 

アプローチの信頼性 

・ 論理的であり，明快かつ体系的な評価アプローチ 

・ 監査することが可能なフレームワークのもとでの評価の実施

・ 反復的な実施による理解の改善 

・ 独立した専門家によるレビュー 

評価モデルの信頼性 

・ 評価結果と直感的な理解との整合性 

・ 代替的な概念モデルや評価アプローチの考察 

・ 実験結果や自然の観察との比較によるモデルの妥当性の検討

・ 複数のモデルの相互比較 

・ ナチュラルアナログとの比較 

・ 古水理地質学的（Paleohydrogeological）情報などの独立し
た証拠 

評価の信頼性 

・ 解析上の仮定に関する明確な記述および根拠の説明 

・ 仮定の蓋然性あるいは保守性についての論証 

・ 感度解析 

・ 不確実性の取り扱いと低減方法についての明確な対策 

・ 多様な安全指標の使用 

・ 解析結果の妥当性に関する多様な理由付け 
設計や地質環境の調査・評価へ
のフィードバックによる信頼性
向上 

・ 処分概念や仕様変更の根拠 

・ 地層処分システムの全体的な品質および安全性 

 
7.1.2  安全評価戦略の策定 

ここでは，安全評価戦略として，安全評価の目的および不確実性の取り扱いについて述べる。 
 

7.1.2.1  安全評価の目的の設定 
事業における安全評価の目的を以下に示す。以下の目的は，各事業段階の実施事項や必要な知見

の充足度に応じて，力点を置くポイントが異なるものである。 
 
（1） 地層処分システムの性能確認 
地質環境の調査・評価と処分場の設計に基づき構築する地層処分システムについて，種々の安全

機能の組み合わせによって，被ばく線量が合理的に達成できる限り低くなることを確認する。 
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（2） 安全基準遵守の確認 
安全規制から示される枠組みに沿って，種々の不確実性の影響を考慮しても安全解析の結果が安

全基準を満足することを確認する。これにより，不確実性に対する地層処分システムの頑健性につ

いて見通しを示す。 
 

（3） 不確実性の影響把握 
地質環境の調査・評価および処分場の設計において不確実性を効果的に低減するため，性能評価

の観点から，安全評価に含まれる不確実性が長期安全性に与える影響を把握する。 
 

（4） 設計オプション間の比較 
処分場の設計では，廃棄体の定置方式や断層からの離隔距離などのさまざまな設計オプションを

有する。そこで，処分場の設計の最適化に反映するため，性能評価の観点から，さまざまな設計オ

プションが性能評価の結果に与える影響を比較する。 
 

7.1.2.2  不確実性への対応 
地層処分の安全評価では，7.1.1 で述べたように，原子炉などの通常の原子力施設に対する評価期

間に比べて対象とする期間が非常に長いこと，天然の地層という不均質で大きな空間領域を対象と

することを考慮する必要がある。これらに起因する不確実性に対しては，地質環境の調査・評価を

段階的に詳細化することで，可能な限り低減する。さらには，残された不確実性を勘案して処分場

の設計を保守的に行うことにより，不確実性の影響を可能な限り低減する。これらの安全確保対策

によって不確実性をできる限り小さなものとする。しかしながら，不確実性を完全に取り除くこと

はできないため，安全評価では，残された不確実性を，シナリオ，モデル，データの不確実性とし

て考慮する必要がある。従って，地質環境の調査・評価および処分場の設計に含まれる不確実性を

どのように安全評価に反映するのか，および安全評価の結果を次段階の調査計画や設計課題にどの

ようにつなげていくのかが重要である。以下では，不確実性の特徴および安全評価における不確実

性の取り扱いについて述べる。 
 

（1） 不確実性の特徴 
安全評価における不確実性は，一般的に，シナリオ，モデルおよびデータの不確実性に区分する

ことができる（OECD/NEA，1991b）。ただし，シナリオ，モデルおよびデータといった不確実性の

区分については，互いにはっきりと区別できない部分があり，ある程度任意の判断に基づいて分類

してもよいと考えられている（OECD/NEA，1997）。 
また，不確実性の本質的な原因としては，評価対象とする現象がランダムなものであること（以

下，ランダムネスという），および評価対象に対する情報が不足していること（以下，イグノーラン

スという）という二つがある（European Commission，1995）。ランダムネスは，確率分布として客

観的に表現することが可能である。一方，イグノーランスは，主観的な判断によって取り扱うこと

になるため，情報の不足に起因してリスク希釈 7-2が生じることがある。地層処分では，評価期間に

対して我々の経験し得る期間が限られていることや，不均質な深部地下環境に対して入手可能なデ

                                                      
7-2入力するデータセットが幅広い分布をしている場合に，線量あるいはリスクなどの平均値が低い値になってしまうこと

（OECD/NEA，2004c）。 
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ータが限られていることなどにより，イグノーランスが支配的になる。このため，安全評価におい

て，シナリオ，モデル，データセットを設定するために不足している情報を補う際には，ランダム

ネスのように確率分布で表現するのではなく，複数の選択肢を不確実性として表現することになる。

このための手法の例としては，例えば，ロジックツリーがある（Kessler et al.，1999）。 
さらに，地層処分の長期安全性に関する将来予測の困難さのために，未だ誰も気づいていないよ

うな選択肢，換言すれば，知らないことさえ知らないという不確実性があるのではないかという指

摘がある（Ross et al.，2002）。このような不確実性については，未知の選択肢を認識する可能性を

高めるために，独立した外部の専門家によるレビュー，複数のモデルの相互比較，ナチュラルアナ

ログとの比較などを行う（表 7.1.1-1）。 
 

（2） 不確実性の取り扱い 
不確実性の取り扱いとは，地質環境の調査・評価および処分場の設計から得られる情報を安全評

価に反映する際に，不確実性を認識し，その影響を低減・緩和するとともに，残された不確実性の

影響を安全評価に適切に反映するための一連の行為である（Posiva，2008）。安全評価では，不確実

性の抽出，重要度分類，不確実性の影響低減および安全評価への反映という四つの過程を各段階に

おいて反復的に繰り返すことを通じて不確実性を取り扱う（図 7.1.2-1）。この際，すべての不確実

性やそれらの組み合わせを考慮するのではなく，以下の点に留意して，安全評価上考慮すべき不確

実性を合理的に取り扱う。 
 
・ 地質環境の調査・評価と処分場の設計において不確実性を考慮した上で対策を取るため，過

度に保守的な不確実性の組み合わせを考慮しない。ただし，頑健性の例証や処分場の設計の

最適化のために，一部の安全機能を無視するなどのあえて非現実的な想定を考慮する場合も

ある。 
・ 専門家の判断や感度解析などにより影響が大きいと判断された不確実性のうち，その影響を

完全に排除できないものについては，安全評価上，合理的な範囲における保守性を見込んで

取り扱う。 
・ 包絡性（ある事象の影響が別の事象の影響に包含されること）を考慮する。 

 
（i）不確実性の抽出 

地質環境の調査・評価から得られるデータなどから安全評価に用いるシナリオ，モデルおよびデ

ータセットを設定する一連の作業過程（アナロジー，内外挿など）に付随した不確実性について，

最も発生可能性が高いもののみならず，発生可能性が低い選択肢についても抽出する。 
 

（ii）重要度分類 

安全解析に含まれる不確実性には，影響の大きさや確からしさの異なる多様なものが含まれ，そ

れらのすべてについて同様の取り扱いをすることは合理的ではない。そこで，影響の大きさや確か

らしさの観点から無視できる不確実性を除外するとともに，性能評価の観点から不確実性の影響を

定量化し，包絡性も考慮して，重要度を分類する。 
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（iii）不確実性の影響低減 

重要度分類の結果，重要度が高い不確実性については，その影響を低減するための対策を講ずる。

ただし，対策を講ずることの可能な時期が異なるため，当該段階で対策を取るものと次段階で対策

を取るものとを分類し，次段階の計画策定に反映する。 
 

（iv）安全評価への反映 

種々の不確実性要因を低減するための対策を取っても，これらの影響を完全に排除することは困

難である。このため，各段階の安全評価においては，不確実性の大きさ，保守性の程度および情報

の充実度を考慮して，シナリオ，モデルおよびデータセットを設定する。なお，遠い将来における

自然事象の影響および生物圏に関する不確実性については，様式化して設定する。 
また，残された不確実性について，安全評価結果に与える影響やセーフティケースの信頼性向上

の観点から，課題とその対策を整理し，次段階の計画へ反映する。 
 

不確実性の抽出

重要度分類

不確実性の影響低減

安全評価への反映

地質環境の調査・評価
処分場の設計
研究開発

次段階の計画
策定

当該段階の安全評価における
不確実性の取り扱い

知見

課題と対策

反映

 
図 7.1.2-1 安全評価における不確実性の取り扱いの概念 

 
7.1.2.3 安全評価における品質保証 
安全評価では，多くの知見を，シナリオ，モデルおよびデータセットとして取り込む。従って，

その判断過程における透明性と追跡性を確保する必要がある。 
例えば，国内外の機関では，SR-Can 運営文書と呼ばれる一連の品質保証計画書が用意されている

例（SKB，2006）や，専門家による判断の不確実性を考慮して，シナリオ，モデルおよびデータセ

ット設定の追跡性と説明性を保持しながら計算を実施する手法が検討されている例（電中研，2005）
などがある。 
第三者によるレビューは，安全評価の品質保証のために重要な方法である。レビューには，規制

機関によるレビュー（例えば，U.S.NRC，2003）に加え，学協会などの外部の独立した機関や国際

機関によるレビュー（例えば，OECD/NEA，2000c，2004b）などがある。 
さらには，国際的に合意された一般的な方法論や知見（OECD/NEA，1991b，2000b）に加え，最
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新の動向（例えば，Ebashi et al.，2010）を反映することも肝要である。 
また，安全評価の結果を，諸外国の評価結果と相互比較を行うことにより，類似点や相違点を明

らかにすることも有効である。 
 

7.1.3  シナリオの構築 

安全評価におけるシナリオは，定量的な安全解析の前提となる地層処分システムの長期的な変遷

を表したものであり，長期の将来予測に含まれる不確実性により，複数の選択肢を想定することに

なる。 
以下では，状態設定とシナリオの作成・分類，およびシナリオ分類の枠組みについて記述する。 
 

7.1.3.1  状態設定とシナリオの作成・分類 
第２次取りまとめでは，国際的に合意が得られた体系的なアプローチ（OECD/NEA，1991b）を

踏襲しながら，「FEP7-3に基づくシナリオ構築手法」によりシナリオを作成した。FEP に基づくシナ

リオ構築手法に対して，第２次取りまとめの国際レビューでは，その有効性は認めつつも，シナリ

オの構築から解析ケースの設定に至る一連の流れについて，よりわかりやすくすることが必要であ

ると指摘されていた（OECD/NEA，2000a）。 
近年，従来の FEP に基づくシナリオ構築手法に対して，安全機能を基軸とした状態設定が重視

される傾向にある（例えば，ONDRAF/NIRAS，2001；Nagra，2002；ANDRA，2005；SKB，2006）。
安全機能を基軸とした状態設定では，安全機能がどのような地層処分システムの特性によってもた

らされるのか，そして，地層処分システムの将来挙動によって安全機能がどのように変化するのか

を整理することが重要である。この国際的な傾向を取り込むことにより，FEP に基づくシナリオ解

析手法の課題に対して，シナリオの構築において着目すべき現象が明確になることから，その構築

過程をより明確にすることおよび作業を効率化することが期待できる。 
以上を踏まえ，NUMO は，長期安全性をおびやかすような現象について重大な抜け落ちがないよ

うに配慮しつつ，合理的にシナリオを構築することを目的として，従来のシナリオ解析手法と安全

機能を基軸とした手法を組み合わせて，シナリオを構築する（NUMO，2011c）。 
シナリオの不確実性は，3.2.2.3 で述べたように，現象の時間的な変遷，自然現象の発生の時期や

頻度，将来の人間活動などに伴う不確実性がある。そこで，シナリオの不確実性を取り扱う際には，

7.1.2.2 で述べた考え方に従って，まず，長期の将来予測に含まれる不確実性を抽出し，重要度分類

を行う。 
なお，将来のシステムの状態については，さまざまな現象が関連して複雑に変化することが考え

られ，それらすべてを精緻に把握して科学的に明らかにすることは容易ではない。従って，国際的

な FEP リストや既存の FEP リストに基づき，安全評価上の保守性や核種移行の観点から，重大な抜

け落ちがないように配慮しつつ現象を選択する。現象を選択する際には，科学的な知見などに基づ

いて，以下の視点に着目して安全評価で考慮する必要のない FEP を除外する。 
 
・ 地質環境の調査・評価によって長期安全性に有意な影響を及ぼさないと判断する FEP 
・ 処分場の設計によって長期安全性に有意な影響を及ぼさないと判断する FEP 
                                                      

7-3  地層処分システムの各要素の特性（Feature），特性に影響を与える事象（Event），地層処分システムの時間的変遷の過程

（Process）の略称。 
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・ 発生可能性が極めて小さいと判断する FEP 
・ 別の事象を取り扱うことによって包含されると判断する FEP 
・ 上記以外で，現段階での科学的な知見により，地層処分システムへの影響が無視できるほど

小さいと判断する FEP 
 
また，現象を選択する際に知見が不十分な状況では，以下のように取り扱うこともある。 
 
・ 現象が安全機能を向上させることが見込まれる場合には，その現象をあえて無視する

（Reserve FEP：Nagra, 2002）。 
・ 現象が安全機能を低下させることが見込まれる場合には，その現象が影響を与える安全機能

を無視する。 
 

7.1.3.2  シナリオ分類の枠組み 
3.1.2 では，地質環境の長期変遷や自然現象についての将来予測の可能性についての考え方を整理

した上で，安全評価におけるシナリオ設定に際して基本となる考え方を示した。ここでは，この考

え方に基づき，実際の安全評価シナリオを区分する際の具体的な枠組みを示す。 
3.1.2 において述べたように，処分場閉鎖後の潜在的危険性としては，以下の被ばくを考慮する。 
 
（a）マグマや活断層の処分場への直撃や隆起・侵食による処分施設の地表への接近などの自然現

象の著しい影響に起因する被ばく 
（b）地下水の移行を介した放射性物質の移行による被ばく 
（c）処分場に侵入する偶発的な人間活動による被ばく 
 
安全評価上は，（a）および（b）を自然過程を介するシナリオ（以下，自然過程シナリオという）

と呼び，（c）を人為過程を介するシナリオ（以下，人為過程シナリオという）と呼んで区分する。

自然過程シナリオは，ほぼ確実に生起すると予想できる事象から，可能性を完全に否定できないも

のの適切なサイト選定により発生確率の著しく低い事象まで多岐にわたる。そこで，NUMO は，こ

れらのシナリオを発生可能性に応じて区分するリスク論的な考え方（原子力安全委員会，2004）に

基づいて取り扱うことを検討している。しかしながら，現段階では，地層処分に対する具体的な安

全規制の考え方が定められていないことから，シナリオの分類について検討を進めている（図 
7.1.3-1）。 
自然過程シナリオに関しては，地質環境の変遷や自然現象の予測可能性の観点から安全評価上の

時間スケールも区分して考えることが適切である。具体的には，第 3 章において述べたように，過

去〜現在のデータが充分にあり，外挿法などによる将来予測が可能な期間（期間A），不確実性は大

きくなるが，外挿法などにより将来予測が可能な期間（期間B），および外挿法による将来予測が難

しい期間（期間 C）に区分し，上述した三つのシナリオ区分との対応を以下のように設定すること

を検討している。評価期間と安全評価シナリオの区分との関係について，自然過程シナリオを対象

として検討した例を図 7.1.3-2 に示す。なお，これらの関係は，放射性廃棄物の潜在的な毒性の変

化（NUMO，2004）や安全機能の時間変遷といった複数の視点から検討する必要がある。また，こ

れらの関係や分類については，今後の安全規制の動向などを踏まえ，柔軟に改訂する。 
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一方，人為過程シナリオについては，3.1.2 に述べたとおり，人間侵入が起こる可能性の低いサイ

トの選定や処分施設の設計を行うことなどによって安全性を確保する。このような対策によって偶

発的な人間侵入の可能性は低減されるものの，将来の人間活動に関する確率を推定することには本

質的に困難であることから，安全評価上は人間侵入が生じることをあえて想定し，万一の場合でも

極端に大きな影響は生じないことを確認する。 
  

安全評価で考慮するシナリオ

自然過程を介するシナリオ 人為過程を介するシナリオ

地層処分システムの
性能確認シナリオ

地層処分システムの
長期安全性評価シナリオ

仮想シナリオ
 

図 7.1.3-1 安全評価におけるシナリオ分類（検討例） 

 
（1） 地層処分システムの性能確認シナリオ 

3.1.2.3 において述べたように，期間A については，予測の不確実性が比較的小さいことから，最

新の知見に照らして科学的に確からしいと予見する標準的なシナリオを策定することが可能である。

このため，このようなシナリオを用いて線量評価することによって，長期安全性に対する余裕の程

度を事業者が自主的に確認することが可能となる。評価された被ばく線量が基準値を下回る場合で

も，防護の一層の最適化の観点から，当該被ばく線量を合理的に達成可能な限り低く抑えるよう努

力していることを示すことが可能になる。従って，このシナリオを地層処分システムの性能確認シ

ナリオと位置付ける。 
ここで，種々の安全機能が適切に組み合わせられていることを確認する上では，システム構成要

素ごとの性能指標（あるバリアにおける核種移行率など）を算出することも有効である。なお，期

間Aにおいても地表環境や人間の生活習慣についての予測には不確実性が含まれる可能性があるこ

とから，これらの指標は被ばく線量の評価結果を補完する役割も担う。 
 

（2） 地層処分システムの長期安全性評価シナリオ 
3.1.2.3 において述べたように，期間A および期間B では，地質環境の変遷や自然現象の予測を行

うとともに，さまざまな不確実性の影響を線量評価シナリオに反映し，そのシナリオによって計算

された線量と基準とを比較することをもって，地層処分システムが閉鎖後長期間にわたって安全に

構築されていることを確認する。このシナリオを地層処分システムの長期安全性評価シナリオと位
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置付ける。これにより，種々の不確実性を考慮したとしても長期安全性の見通しがある頑健なシス

テムが構成されていることを，被ばく線量および種々の性能指標によって確認する。ここで，期間

A とB とでは，将来予測に含まれる不確実性の大きさが異なることに留意して，それぞれ適切と考

える範囲の変動要因を考慮してシナリオの設定を行う。 
 

（3） 仮想シナリオ 
「マグマや活断層の処分場への直撃や隆起・侵食による処分施設の地表への接近などの自然現象

の著しい影響」の生じる可能性については，まず，期間A においては，適切なサイトを選定するこ

とにより確実に回避することが基本であるが，発生する現象に応じて仮想シナリオの設定を考慮す

る。期間B については，期間A と同様，適切な対策により回避することが基本となるが，時間スケ

ールの延長に伴う将来予測の不確実性の増大を勘案する。期間B では，将来予測に基づく適切なサ

イト選定により自然現象の著しい影響を回避できることの確実性が自然現象や地域に応じて異なる。

そこで，安全評価上は，期間 B においても，必要に応じて，「仮想シナリオ」として安全評価を行

い，万一の場合でも特別な措置を必要とするような極端に大きな影響は生じないことを確認する。

なお，3.1.2.3 において述べたように，期間C では，外挿法による将来予測が難しいことから，考慮

すべき自然現象を様式化して評価モデルに取り込み，天然の放射性物質の濃度との相対的な比較を

行うなどの補完的な評価方法についても検討を行う。なお，地層処分システムの頑健性を示すため

に，what-if シナリオとして，物理化学的にはありえない非現実的な状況をあえて想定することも必

要に応じて採用し，検討を行う。 
 

地層処分システム
の性能確認

シナリオ

地層処分システム
の長期安全性

評価シナリオ

仮想
シナリオ

時間A B C

線量／補完的指標

線量／他の性能指標

(適切なサイト選定による回避が基
本であるが，必要に応じて実施)

(各期間における不確実性を
考慮してシナリオの範囲を設定)

線量／他の性能指標

(自然事象の著しい影響
を様式化して考慮)

線量／他の性能指標／補完的指標

 

図 7.1.3-2 シナリオの区分と将来予測期間の区分の関係 

（自然過程シナリオを対象とした検討の例） 
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7.1.4  モデルの選定 

モデルの開発では，まず，シナリオで表現する地層処分システムの将来挙動および安全評価の目

的に基づき，可能性のある概念モデルを明らかにする。そして，概念モデルに対して数学的な定式

化（数学モデル）を行った後，計算コードを作成する（NUMO，2004）。事業段階の安全評価では，

特定のサイトにおける地層処分システムの特徴や安全評価の目的を考慮して，用いるモデルをモデ

ル群から選定する。 
以下では，モデルを選定する際の基本的な考え方について，モデルの信頼性向上および不確実性

の取り扱いの観点から記述する。 
 

7.1.4.1  モデルの信頼性向上 
評価モデルの信頼性向上に向けて以下の取り組みを行う。 

 
（1） モデルの相互補完的活用 
モデルにおいては，関連する現象の多様性，地質環境の不均質性，評価期間の長期性に起因して，

実際の地層処分システムの複雑な挙動を精緻に表現することは難しい。そこで，モデルを，安全機

能に着目して簡略化した性能評価モデル（以下，性能評価モデルという）と地層処分システムの特

性や現象を表現した現象解析モデル（以下，現象解析モデルという）に大別し，これらを相互補完

的に用いる（Ishiguro et al.，2007：図 7.1.4-1）。すなわち，性能評価モデルにおける簡略化の妥当性

を現象解析モデルによって示すとともに，性能評価モデルを用いて全体システムにおける鍵となる

不確実性と現象解析モデルの重要度を明らかにする。これにより，モデルの信頼性を向上させるこ

とが期待できる。 
 

現象解析モデル（群）

地質環境の調査・評価／処分場の設計

性能評価モデル

前提条件の設定

システムの設定

妥当性の提示
影響が大きい不確実性の
フィードバック

全体システムの安全性

不確実性の低減に向けた
具体的課題のフィード
バック

 
図 7.1.4-1 性能評価モデルと現象解析モデルの相互補完的な利用 

 （Ishiguro et al.，2007に一部加筆） 

 
（2） 独立した情報との比較 
モデルによる解析結果が，ナチュラルアナログなどの独立したほかの情報と整合することは，モ
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デルの信頼性を示す上で重要である。このような独立した情報を活用した示し方を以下に示す。 
 

・ ナチュラルアナログ事例についての観察によって得られた知見や古水理地質学的情報と，モ

デルを用いた解析とを比較する 
・ 関連する複数の専門分野間での整合性をクロスチェックする（例えば，地下水流動と地下水

の水質形成） 
・ 小規模あるいは短期の室内試験などに基づき導出された評価モデルを，大規模あるいは長期

の試験などに適用する 
 
これらについては，これまでにも JAEA などによってサイトを特定しない一般的な論拠が蓄積さ

れるとともに，仮説検証を目的とした調査や研究計画および調査結果の解釈などについての方法論

が開発されてきている（例えば，JAEA，2009）。NUMO は，これらの成果を参照しつつ，事業の進

展に応じて，特定のサイトに対するモデルの信頼性を示すための論拠を収集する。 
 
（3） 解析ツールの品質 
評価モデルを用いて安全解析を行う際には，多くの場合，数値解析用ソフトウェアなどを利用す

る。これらの解析ツールの開発については，ソフトウェア開発の一般的な手順に含まれる検証を適

切に行う。また，安全評価で用いる種々の解析ツールについて，過去の使用実績や検証結果の有無

から分類しておき，その分類に応じて解析モデルの品質情報を整理しておくとともに，これらの検

証の過程でモデルの適用範囲を確認する。 
 

7.1.4.2  モデルの不確実性の取り扱い 
構築したシナリオおよび安全評価の目的に基づき，モデルを開発あるいは選定する。モデルの開

発や選定に際しては，時間スケールの超長期性や母岩の空間的不均質性に起因して，多様な現象の

すべてに対して充分な知見を得ることは難しい。このため，モデルの不確実性としては，3.2.2.3 で

述べたように，モデルとしての表現方法が複数存在することや簡略化が適切に行われないことなど

に伴う不確実性がある（NUMO，2004）。したがって，モデルに関する各作業過程の追跡性と透明

性を確保し，モデル化の対象とする個々の現象に関する理解の程度やモデルにおける保守的簡略化

の程度を勘案して，安全評価に用いるモデルがどのような不確実性を有するのかが明らかになるよ

うにする。ここでは，モデルの不確実性の取り使い例として，以下の状況について述べる。 
 

・ 充分な知見が得られており，適切なモデルをひとつに特定可能な場合（a） 
・ 知見は得られているが，複数のモデルが存在する場合（b） 

 
このうち，（a）については，当該モデルの適用可能であることを示すとともに（類似した問題へ

の適用実績，検証の結果など），外部レビューを通じてその妥当性を確認する。一方，（b）に対して

は，7.1.2 に述べた不確実性の取り扱いを適用し，以下のような手順で不確実性を取り扱う。 
 
・ 不確実性の抽出：想定可能なモデル候補を抽出する。 
・ 重要度分類：定性的な判断および解析を通じて，モデルの違いが安全機能や結果に与える影
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響を把握した上で，モデル候補の重要度を分類する。 
・ 不確実性の影響低減：モデルの違いのうち，安全機能や結果に与える影響が大きいものにつ

いて，以下の対策をとることによって影響の低減を図る。 
 地質環境の調査・評価や研究開発を通じてそれぞれのモデルの検証と改良を行い，適切

なモデルを絞り込む。 
 処分場の設計の変更により，モデルの違いによる影響を緩和する。 

・ 安全評価への反映：上記の対策をとってもなお残るモデルの違いについては，複数のモデル

に対する安全解析の結果を併記する（あるいは保守的なモデルやデータセットによって代表

する）。 
 
なお，上記の「重要度分類」のために行う解析では，モデルによって入力データの種類や数値が

異なる可能性もある。このような場合には，モデルの不確実性の取り扱いと後述するデータセット

の不確実性の取り扱い（7.1.5 参照）との間に明確な境界を設定することは困難である。従って，こ

れら二種類の不確実性の影響を同時に把握した上で重要度を分類する。 
 

7.1.5  データセットの設定 

7.1.5.1  設定の考え方 
前節までに述べた方法でシナリオを構築し，モデルを選定した後，モデルに必要なデータセット

の値を設定する。ここでは，安全評価の目的や前提条件に即しており，かつ，整合性のとれた入力

データの集合をデータセットと呼ぶ。データセットは，特定の目的のもとに注意深く設定するもの

であり，多様なデータの集合体を指すデータベースとは異なる。 
事業の初期段階では，特定のサイトに対する情報が限られる。このため，特定のサイトに対する

地層処分システムに該当するものをデータベースの中から抽出するとともに，既存のデータに基づ

く類推などによってデータセットを設定する。そして，地質環境の調査・評価が進展するにつれて，

サイトに固有の条件に対応して新たに取得したデータ（対象サイトで取得された岩石試料や地下水

を用いた収着試験データなど）を中心としたデータセットへと移行する。この段階では，既存のデ

ータベースの傾向との比較分析によって，サイトに固有の特徴に対応したデータセットの検証を行

い，信頼性を向上させる。 
 
7.1.5.2  データの不確実性の取り扱い 
データセットの設定においても，不確実性の取り扱いが重要である。すなわち，地質環境の調査・

評価や実験などで測定することのできるデータを処理・解釈してデータセットを整備する過程で，

さまざまな不確実性が介在する。例えば，3.2.2.3で述べたように，データの測定誤差や地質環境の

不均質性を扱うためのデータが十分でないことなどから生じる。以下では，このようなデータの不

確実性の取り扱いの考え方について述べる。 
 
・ 不確実性の抽出：データセットを設定する過程を明らかにし，設定過程における不確実性を

抽出する。 
・ 重要度分類：安全評価データセットの設定への影響が無視できるものを除外するとともに，

性能評価モデルや現象解析モデルを用いた感度解析を実施し，データセットの設定に与える
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影響が大きい不確実性を特定する。 
・ 不確実性の影響低減：重要な不確実性について，地質環境の調査・評価や研究開発を通じて，

新たなデータの取得などを行い，不確実性の低減を図る。 
・ 安全評価への反映：上記の対策にもかかわらずなお残る重要な不確実性については，合理的

な範囲における保守性を考慮してデータセットを値あるいは幅として設定する。 
 
データセットの変動幅が大きい原因には，地質環境の不均質性や試験・測定条件の変動によるデ

ータのばらつき，地層処分システムの長期的な変遷に複数の選択肢が存在すること，評価モデルが

実際の現象を適切に模擬していないこと，といった複数のものがある。不確実性の影響低減では，

どの要因が支配的であるかを明らかにした上で，対策を行う。また，データセットの信頼性向上の

ために，こうした一連の作業過程や判断過程を記録しておくとともに，第三者によるレビューを受

けることも検討する。 
 

7.1.6  安全解析の実施および基準との比較 

7.1.6.1  安全解析の実施 
安全評価戦略を踏まえて構築したシナリオ，モデルおよびデータセットを用いて安全解析を行う。

安全解析は，決定論的な方法を中心として，必要に応じて統計論的な方法で補完することによって

行う。決定論的な方法は，不確実性を考慮してデータセットを一定の値に設定して解析を行うもの

である。一方，統計論的な方法は，不確実性を考慮してデータセットに確率密度関数を設定し，そ

こからサンプリングによって値を設定しながら，さまざまなデータセットの組み合わせに対して繰

り返し計算を行うものである。 
指標としては，線量やほかの性能指標あるいは補完的な指標を用いる。事業では，不確実性を考

慮して，シナリオ，モデルおよびデータセットの組み合わせを想定した安全解析の結果が安全基準

を満足することを確認する。また，このような解析結果が基準を満足する場合でも，不確実性の影

響を考慮した感度解析を行い，解析結果と基準との差が充分なものであるか否かを評価する。 
 

7.1.6.2  安全解析の品質保証 
安全解析の一連の計算作業において，誤った入力値を用いる，あるいは，あるモデルの計算結果

をほかのモデルの計算に誤って受け渡すといった過誤が生じる可能性が考えられる。このような過

誤に対しては，例えば個々のモデルやデータセットに固有の記号を付し，シナリオに沿った解析ケ

ースごとに一つのシートに記録するといった方法が挙げられる。第２次取りまとめでは，コードや

データを用いた安全評価解析作業において，入力データの管理，解析手順（内容）の管理，解析結

果の管理を適切に行うための計算機システムが開発された（Neyama et al.，1998）。また，Nagra で
は，こうした安全解析におけるデータセット管理のための定型化されたマニュアルを導入している

（Nagra，2002）。 
NUMO は，これらの対策を参考としつつ，品質保証に取り組み，安全評価の信頼性を向上させて

いく。例えば，サイトの地質環境特性に応じて処分場の設計や安全評価を体系的かつ効率的に実施

するため，計算機支援型の処分場概念構築システムを開発している（NUMO，2004）。このシステ

ムでは，入力情報を履歴データベースとして管理することにより，解析の再現性や用いたモデル，

データの追跡性を確保できるようになっている。 
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さらに，安全評価を実施する際には，これまでに述べたモデルやデータセットに加えて，これら

を活用するための知識が必要となる。このため，相互比較や検証などを通じてモデルやデータセッ

トに対する品質保証を行うとともに，関連する知識についても体系的な品質保証を行う。さらには，

知識の不足に起因する不確実性がどこに含まれているのかを明らかにし，安全評価のそれぞれの作

業においてどのように不確実性が伝播するのかを記録・管理する。JAEA は，このような目的のた

めに地層処分に係る知識の管理を進めている（JAEA，2010a）。このうち，安全評価に関しては，性

能評価統合レポートシステム（PAIRS）が開発されている（JAEA，2010b）。このシステムは，「モ

デルやデータセット」と「モデルやデータセットを正しく適用するための知識」とを電子報告書と

いう媒体を通じて有機的に結合したものであり，安全解析においてパターン化することの可能な作

業をある程度自動化したものである。これにより，事業の進展に伴って更新される情報や最新の知

見が安全評価結果に与える影響を把握する場合に，人的ミスの可能性を低減するとともに，作業の

追跡性を確保しながら安全評価を効率的に実施することが可能になる。 
また，第 3 章で述べたように，大きな外的状況の変化に迅速かつ的確に対応するためには，過去

の意思決定や技術判断の経緯や根拠に立ち返る必要が生じることもあることから，こうした情報を

体系的に記録・管理し，必要時に速やかに利用できる準備を進めておく。NUMO は，事業の推進に

当たって考慮すべき広範な要件とそれらを前提とした意思決定を一括管理する「要件管理技術」の

開発を進めている（NUMO，2011b）。NUMO は，安全評価にかかわる意思決定の記録と追跡性を確

保することが重要と考えており，事業の進展に応じて，前提条件，意思決定項目およびその付帯情

報をこのシステムで管理する。 
 
7.1.7  各事業段階における安全評価の役割 

第 3 章で述べたように，事業における安全評価においては，長期安全性の信頼性を段階的に向上

させるため，地質環境の調査・評価および処分場の設計の安全評価への反映を反復的に実施するこ

とが重要である。すなわち，段階が進むに連れて，以下の三つの点を同時に考慮し，信頼性を向上

させる。この際，設計因子（6.5.2 参照；NUMO，2004）を適用して，過度な設計とならないように

する。 
 
・ サイトの地質環境の理解の深化と不確実性の低減 
・ サイトの地質環境に応じた処分場概念の具体化 
・ 安全評価の精度と信頼性の向上 
 
安全評価の基本的な流れ（図 7.1.1-1）は各段階で共通である。しかしながら，事業全体としての

主要な実施事項や入手可能な情報の制約に応じて，各段階において力点を置くポイントが変化する。 
上記の内容を踏まえ，文献調査の段階，概要調査の段階，精密調査の段階における自然過程シナ

リオを例として，地質環境の調査・評価および処分場の設計と連携した各段階における安全評価の

主要な実施項目を整理した（図 7.1.7-1）。以下では，図 7.1.7-1 に沿って，各段階における安全評価

の役割について記述する。なお，事業に必要な技術開発を進める際には，第 4 章で示した技術開発

ロードマップ（図 4.1.3-5）に基づき，各段階において力点を置くポイントを考慮し，その役割を達

成できるように進める。 
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文献情報（地理，地形，地
質構造など）

概略的な処分場概念

感度解析

前提条件*の見直し

対策の検討

文
献
調
査
の
段
階

概
要
調
査
の
段
階

精
密
調
査
の
段
階

地質環境の調査・評価 安全評価 処分場の設計

概要調査計画の立案

予備的な評価

地質環境モデルの構築

地質環境特性の長期変遷

処分場の概念設計
人工バリアの概念設計

精密調査計画の立案 処分概念の絞り込み

調査範囲の策定

総合的な評価

前提条件*の具体化

事業許可申請へ

地質環境モデルの更新

地質環境特性の長期変遷
の見直し

・処分場の仕様決定
・建設・操業・閉鎖の
基本計画の策定

・人工バリアの仕様設定

課題の優先度分類

課題の優先度分類

設計オプション間の比較
不確実性に対する頑健性評価

前提条件*の整理

前段階の評価との差異分析

前段階の評価との差異分析

シナリオの構築

シナリオの具体化

＊安全確保構想／安全評価戦略

既存のシナリオの適用

 
図 7.1.7-1 各段階における安全評価の主要な実施項目 

（自然過程シナリオを対象とした例） 

 

7.1.7.1  概要調査地区選定段階（文献調査の段階） 
本段階における安全評価は，概要調査計画の策定に反映することが主眼である（4.2.1.1 参照）。そ

のための役割を以下に示す。 
 
・ 地質環境の調査・評価や処分場の設計や研究開発によって不確実性を効果的に低減するため，

次段階以降の安全評価に与える影響が大きい因子を抽出すること。 
 
本段階では，一般的に，地理，地形，地質構造といった文献情報が入手可能と考えられるものの，

地質環境に関する情報が限定的であることから，天然バリアとしての母岩の性能を適切に評価する

ことが難しい。また，人工バリアについても，その設置条件としての地質環境に関する情報が限定

的であることの影響を受けて，保守性を重視したものになる。 
このため，この段階の安全評価は，特定のサイトにおける地層処分システムが技術的な要件を満

足するだけの安全機能を発揮しうるかどうかを体系的に分析するものではなく，既存の知見を利用

して個々の安全機能をどのように割り当てるかの見通しについて検討し，そして，不確実性の低減

に向けてどのような地質環境の調査・評価および処分場の設計を行うかの判断に反映すること（安

全性の概略的検討）が主眼である。このための有効なアプローチとしては，既存のシナリオやモデ
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ル（例えば，JNC，1999a；電事連・JNC，2005a），および地下水流動解析などに基づく感度解析が

有効である。そして，感度解析から得られる情報に基づき，評価結果に及ぼす影響が大きい因子と，

地質環境の調査・評価および処分場の設計とを対応付ける（例えば，Umeki et al.，2004）。このよう

な対応付けにおいては，地層処分システムの空間スケールおよび時間スケールを考慮する。 
 
7.1.7.2  精密調査地区選定段階（概要調査の段階） 
本段階における安全評価は，処分場の設計に関する妥当性確認やオプション間の比較，精密調査

計画の作成，セーフティケースの構築に対して，結果を反映することが主眼である（4.2.1.2 参照）。

そのための役割を以下に示す。 
 
・ 処分場の設計に反映するため，性能評価の観点から，地下施設のレイアウトや人工バリア設

計などに関する妥当性確認およびオプション間の比較を行うこと。 

・ 精密調査計画に反映させるため，次段階で長期安全性を確保するために重要な地質環境の特

徴や条件をあらかじめ抽出すること。 

・ 次段階で長期安全性を確保するために重要なモデル・データを特定すること。 

・ 安全審査基本指針への対応という観点から，重要な調査項目や設計課題を抽出すること。 

・ この段階における長期安全性の信頼性について検討すること（セーフティケースへの反映）。 

 

本段階においては，文献調査で得られた情報に加え，地上からの調査（地表踏査，物理探査，ボ

ーリング調査など）により，地質環境特性に関する情報として，透水性や亀裂頻度などの知見を拡

充できるため，地質環境モデルを更新するとともに，対象とする岩盤の長期安定性に関する知見が

充実することから，地質環境の長期変遷の予測も更新する。また，処分場の設計においては，地質

環境モデルの更新に従い，候補母岩の選定，地下施設と人工バリアの概念設計（基本レイアウトや

人工バリア材料の選定など）を行い，設計オプションを具体化する。 
選定した候補母岩に対して，シナリオの策定および予備的な評価を行う。ただし，この段階にお

いても，入手可能な情報の制約，文献情報のばらつき，処分場の設計に関する複数の選択肢などを

考慮する必要がある。 
このため，安全評価では，安全評価データセットの範囲が幅広くなることから，一般に，目標値

を満足するケースと満足しないケースが混在するような状況が生じる可能性がある。この両者の境

界値を明らかにすることにより，目標値を満足するための定量的な条件を抽出することができる（例

えば，JNC，2005；電事連・JNC，2005a）。この定量的な条件と性能割り当てを関係付けることに

より，個々の安全機能をどのように割り当てるか（性能割り当て）の見通しを検討する。この定量

的な条件は，地層処分システムの長期安全性を確保するために必要な条件ではなく，ほかの安全機

能の性能によって変わりうるものである。 
また，性能評価の観点から，処分場の設計オプションの絞り込みのために，各オプションが評価

結果に与える影響を定量的に把握する。さらには，概要調査地区選定段階（文献調査の段階）と同

様に，この段階で得られた地質環境の情報や具体化される処分場の設計に基づき，不確実性の影響

が大きい因子を抽出し，精密調査計画に反映する。 
最終的には，表 7.1.1-1 などを参考として安全性の信頼性に関する検討を行い，この段階におけ

る長期安全性についての見通しとその信頼性について検討し，次段階以降の課題とその対策を取り
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まとめる。 
 

7.1.7.3  処分施設建設地選定段階（精密調査の段階） 
本段階における安全評価は，事業許可申請に向けた安全性の確認，事業許可申請書の作成，セー

フティケースの更新に反映することが主眼である（4.2.1.3 参照）。そのための役割を以下に示す。 
 
・ 地下調査施設での取得データを加えて，安全審査に向けた処分場の長期安全性に関する総合

的な評価を実施すること。 
 
本段階においては，地下調査施設を用いた詳細な調査により坑道スケールでの知見が拡充するこ

とから，地質環境モデルや地質環境長期変遷の予測を更新する。また，前段階で絞り込まれた処分

場の設計に基づき，地下施設や人工バリアの仕様を決定するとともに，建設・操業・閉鎖の基本計

画を作成する。安全評価においては，これらを反映して，前提条件の見直しを行う。そして，拡充

された知見を取り込んだ総合的な安全評価を行う。また，安全解析の実施および基準との比較に加

えて，長期安全性の信頼性に関する検討を行い，安全審査に向けて論拠を取りまとめる。 
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7.2  安全評価の進め方 

本章では，事業の特徴を考慮した安全評価の具体的な進め方として，シナリオの構築，モデルの

選定，データセットの設定について述べる。 
 

7.2.1  シナリオ構築の具体的な進め方 

第２次取りまとめ以降，シナリオ構築に関する主な留意点として，国際的に以下の点が合意され

ている（OECD/NEA，2001）。 
 
・ 可能性のあるすべてのシナリオを列挙することは不可能であることから，重大な抜け落ちが

ないように合理的な十分性を目指すことが肝要であること。 
・ 評価に必要な情報を取りまとめることに加え，不足している知見の内容を明確化すること。 
・ シナリオの構築過程や判断過程について透明性があり，方法や結果を追跡できること。 
・ シナリオは，ステークホルダーとの対話におけるインターフェースとなりうること。 
・ 研究開発の優先度，データ取得，資金の配分にかかわる意志決定に資すること。 

 
上述の留意点も踏まえ，7.1.3 で述べたように，NUMO は，FEP に基づくシナリオ構築手法と安

全機能を基軸とした状態設定に基づくシナリオ構築手法とを組み合わせたアプローチにより，状態

設定およびシナリオの作成・分類を行う（図 7.2.1-1）。以下では，この手順に沿って，具体的な進

め方を事例とともに示す。 
 

安全機能と関連
する現象の整理

システムの将来
挙動の整理*1

• 安全評価戦略
• 地質環境の調査・評価
• 処分場の設計

前提条件

考慮すべき現象に関する不確実性の整理

種々のシナリオの作成/解析ケースの設定*2

蓋然性の程度などに応じたシナリオの分類

安全機能を基軸としたシステムの
理解に基づくシナリオ構築手法

包括的FEPリスト（OECD/NEAなど）

特定のサイトにおいて考慮すべきFEPの抽出

FEP間の相関関係についての分析

FEPカタログとしての知見の整理

包括的視点

現象の網羅性
の確認

*1 現実性を重視したシステム変遷の整理
*2 現実性を重視したシステム変遷との違
いに着目した派生の整理

状態設定

FEPに基づくシナリオ構築手法

 
図 7.2.1-1 状態設定とシナリオの作成・分類のアプローチ 

（出典：NUMO，2011c） 
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状態設定に当たっては，まず，閉鎖後の閉じ込めを確保するために必要な安全機能とその機能を

担う構成要素，およびそれぞれの安全機能の時間変遷を整理する。図 7.2.1-2 は，安全機能の考え

方（6.2.2 参照）に基づき，第２次取りまとめにおける地層処分システムを対象として期待する安全

機能の時間的変遷を整理した例である。このような整理により，各時間枠で期待する機能やこれら

の機能間の相互関係（多重性や相互補完性）を明らかにすることができる。 

ガラス固化体

オーバーパック

緩衝材

周辺岩盤

100年 101年 102年 103年 104年 105年

処分場閉鎖後

核種の閉じ込め

化学的な緩衝性

核種の閉じ込め

収着・拡散

コロイド，微生物，有機物のろ過

低透水性

溶解度制限

物理的な閉じ込め
核種の溶出を抑制

核種の溶
出を抑制

人工バリアの設置環境，長期安定性

移行抑制と希釈・分散
（移流，収着，移行距離など）

基本的な機能（レファレンスケースにおいて核種移行の観点から期待する機能）

潜在的な機能（他の機能が予期せずに喪失した場合にバックアップとして期待する機能）

予備的な機能 （データ不確実性や代替モデルなどを考慮した種々の解析ケースにおいて考慮）

【閉鎖後
閉じ込め】

【閉鎖後閉じ
込めと隔離】

 

図 7.2.1-2 期待する安全機能の時間的な変遷（第２次取りまとめに基づく例） 

 
地層処分システムの将来挙動を整理する際には，安全機能に着目した上で，個々の FEP に関する

最新の知見や個々の FEP が安全機能に与える影響に関する知見を取りまとめる。このためには，分

野の異なる知見を取りまとめるための共通の枠組みが必要となり，NUMO はこのような枠組みとし

てストーリボードを開発している（Kurikami et al.，2009；Ebashi et al.，2010；NUMO，2011c）。ス

トーリボードは，前述した安全機能とその時間的変遷を基軸として，それぞれの時間および空間ス

ケールにおいて安全評価上想定する地層処分システムの将来挙動を，概念図と言葉を用いて描写す

るものである。 
 図 7.2.1-3 は，自然現象の著しい影響をサイト選定により回避することを前提として，時間およ

び空間スケールで区分した地層処分システムの蓋然性の高い状態変化と核種移行プロセスを整理し

たストーリボードの例である。ストーリボードの作成手順の概要を以下に示す（NUMO，2011c）。 
 
・ 前提条件の設定：安全評価の前提となる地層処分システムとその状態変遷を設定する。 
・ 時間枠の設定：環境条件や安全機能の変遷を考慮して設定する。 
・ 対象領域の設定：対象領域の空間スケールを設定する。 
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・ 各欄への記載：蓋然性が高いと考えられる現象やプロセスのうち，安全機能や感度解析の観

点から安全評価上重要と考えられるものを記述する。この際，環境変遷，安全機能の時間変

化，核種移行挙動について，ほかの時間枠と対象領域における記述内容の連続性を持たせて

齟齬がないようにする。 
・ そのほかの自然現象の記述：サイト選定などによって回避する自然現象の著しい影響につい

て，各時間枠における取り扱いを記述する。 
・ 留意事項の記述：安全評価上重要と考えられる現象やプロセスについて，知見不足などによ

り明言できない事項や，発生可能性を否定できないような代替的な状況，あるいは意見の一

致が得られないような状況といった問題点が生じる可能性がある。これらの内容は，各時間

枠における留意事項の欄に記述する。 
 

このような手順に基づきストーリボードを作成することにより，以下の効果が期待できる。 
 
・ 地質環境の調査・評価，処分場の設計，および安全評価の各分野間で理解を共有するための

共通の枠組みを提供することができる。 
・ また，ストーリボードにおける地層処分システムの将来挙動の表現は，視覚的に捉えやすい

ものでもあり，非専門家も含めたステークホルダーとの対話においても，理解を共有するた

めの道具として活用できる可能性がある。 
 
状態設定においては，考慮すべき現象に関する知見を取りまとめ，地層処分システムの将来挙動

を整理するとともに，これらの知見に含まれる不確実性についても併せて整理を行う。また，FEP
については，国際的な FEP リスト（OECD/NEA，2000b）や国内外の事例（JNC，1999a；電事連・

JNC，2005a，2005b）に基づき，以下の項目と内容を FEP カタログとして整理する。この際，膨大

な FEP 情報から考慮すべき知見を効率的に収集するため，安全機能にかかわる現象に着眼して整理

する。 
 
・ 名称：対象とする現象や特性の名称を記述する。 
・ 概要：対象とする現象や特性に対する一般的な知見やその対象範囲について記述する。 
・ 現象間の関係：対象とする現象やほかの関連事象との関係を記述する（例えば，PID7-4の作成）。 
・ 現象，特性に関する理解の現状：対象とする現象や特性について，文献から得られた知見を

まとめる。 
・ 安全機能への影響の発生可能性と関連する不確実性：対象とする現象や特性が安全機能に与

える影響を記述するとともに，考慮すべき不確実性とその範囲を記述する。 
・ 可能性および関連する不確実性：対象とする現象に対する発生可能性について記述する。 
・ 核種移行評価上の取り扱い：既存の知見に基づき，核種移行評価上の取り扱いについて記述

する。また，更新された知見の核種移行評価上の取り扱いについても記述する。 
・ 今後の課題：上記の整理を通じて，今後検討が必要と判断できる課題を記述する。 
・ 文献：上記の整理において，使用した文献を記述する。 

                                                      
7-4 プロセスインフルエンスダイアグラム（現象の影響相関図）の略称 
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前
提
条
件 

    
  

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
時間枠 

建設前 建設・操業・埋戻し・閉鎖 再冠水までの過渡期 オーバーパックの閉じ込め期間 核種の漏出・移行開始～気候変動の開始 自然現象の予測可能期間 

 

処分概念 

 
・陸地処分 
・ガラス固化体4万本 
・堆積岩 
・処分場（平面配置） 
・廃棄体竪置き方式 
 

 

 

対
象
領
域 

人
工
バ
リ
ア
ス
ケ
ー
ル 

 

 

 

掘削中    EBS定置中    埋戻し中 

 

 

 

     
 
処分深度における状態 

・ 初期応力 
・ 間隙水圧 
・ 地温 

【オーバーパックによる閉じ込め】 
・ 掘削→掘削影響領域（EDZ）の発生→間隙の増大，

応力緩和→透水性の増加 
・ 覆工背面での排水→不飽和領域の発生 
・ オーバーパックからの発熱→ベントナイトの温度上昇 
・ ベントナイトへの再冠水→膨潤圧発生 
・ 岩盤のクリープ変形→岩盤応力の回復 
・ 埋め戻し部への再冠水→EDZ不飽和領域の回復 

【オーバーパックによる閉じ込め】 
・ 廃棄体の発熱→ベントナイト温度上昇
・ 再冠水→間隙水圧の回復→ベントナイ

トの膨潤 
・ 岩盤のクリープ変形→岩盤応力の回復
・ 支保工の劣化→高pHプリュームの発生

→間隙増加→透水性増大 

【オーバーパックによる閉じ込め】 
・ 地下水のオーバーパック接触 
→腐食→ガス発生→ベントナイト中の移行
→腐食膨張→ベントナイト変形 
→腐食生成物→ベントナイトの変質 
・ 岩盤クリープ変形→岩盤応力の回復 
・ 支保工の劣化→高 pH プリュームの発生

→間隙増加→透水性増大 

【人工バリアによる閉じ込め】 
・ 地下水とガラス固化体の接触 
→ガラス固化体の溶解→核種の浸出→ベントナイト中の拡散移行（収着）→EDZ

／埋戻し中への移行（拡散・希釈・収着） 
・ オーバーパックの腐食進展→腐食膨張／腐食生成物→ベントナイトとガラス固化

体の変質・変形→安全機能への影響 
・ 支保の劣化→高透水領域の発生／高pHプリュームの発生→岩盤／ベントナイト

の変質による安全機能への影響 

【人工バリアによる閉じ込め】 
・ ガラス固化体の溶解進展→核種の浸出→ベントナイト中の拡散

移行（収着）→EDZ／埋戻し中への移行拡大（拡散・希釈・収
着） 

・ オーバーパックの腐食進展→腐食膨張／腐食生成物→ベントナ
イトとガラス固化体の変質・変形の進展→安全機能への影響 

・ 高pHプリュームによる岩盤／ベントナイトの変質の進展→安全機
能への影響 

処
分
場
ス
ケ
ー
ル 

 

支保工支保工

地表面地表面排水

支保工支保工

地表面地表面排水

プラグプラグ

埋戻し埋戻し

支保工支保工

地表面地表面

 

プラグプラグ

地下水の再冠水地下水の再冠水

埋戻し埋戻し

支保工支保工

地表面地表面

支保工の劣化支保工の劣化

高透水ゾーン高透水ゾーン

（ガスの滞留）（ガスの滞留）

地表面地表面

 

【処分場スケールでの閉じ込め】 
地表面地表面

 

【処分場スケールでの閉じ込め】 
地表面地表面

核種のブリューム核種のブリューム

処分深度における状態 
・ 初期応力 
・ 間隙水圧 
・ 地温 
・ 塩水の存在（古海水など） 

・ 建設・操業中の排水→アクセス坑道，処分坑道周辺の
間隙水圧の減少，地表近辺の地下水面の低下 

・ オーバーパックの発熱→処分場全域での温度上昇 
・ 埋戻し→再冠水→間隙水圧の回復 
・ 埋戻し→処分場周辺応力場の回復 
・ プラグ設置→地表への地下水経路の遮断 

・ オーバーパック発熱→処分場周辺の温
度上昇→熱対流の発生 

・ 再冠水→処分場周辺の間隙水圧の回
復 

・ 支保工の劣化→坑道周辺の高透水領
域の発生→坑道に沿っての地下水流動

・ 支保工の劣化→高pHプリュームの発生

・ 地下水は処分場内の高透水ゾーンを優
先的に移動 

・ 熱の影響の低減 
・ コンクリート支保工の劣化→地下水流動

の卓越経路が EDZ に沿って発生する可
能性（ガスの移行経路） 

・ 高pH環境の形成 

・ 核種の人工バリアからの放出（地下水流動の方向とEDZに沿って卓越経路の移行
可能性） 

・ コンクリート支保工の劣化→坑道に沿っての地下水流動の卓越ルートの形成 
・ 高pH環境の形成 

・ 核種の人工バリアからの継続した放出 

天
然
バ
リ
ア
ス
ケ
ー
ル 

滞水層（酸化水）滞水層（酸化水）

地下水（還元水）地下水（還元水）

滞水層（酸化水）滞水層（酸化水）

地下水（還元水）地下水（還元水）  

滞水層（酸化水）滞水層（酸化水）

地下水（還元水）地下水（還元水）  

滞水層（酸化水）滞水層（酸化水）

地下水（還元水）地下水（還元水）  

【天然バリアによる閉じ込めと隔離】 
 

【天然バリアによる閉じ込めと隔離】 

地下水地下水++核種核種

流出点の変化（海から
河川に）

・ 地下水移行が基本プロセス 
・ 隆起・侵食速度 
・ 淡水，還元環境 

・ 処分場の建設・操業→処分場周辺の地下水流動場の
変化→天然バリア性能への影響（回復プロセスの予測） 

・ 広域では初期の地下水流動状態（処分場スケールでの
地下水流動場の擾乱） 

・ 閉鎖後→処分場周辺の地下水流動場
の回復 

・ 広域では初期の地下水流動状態（処分
場スケールでの地下水流動場の擾乱）

・ 処分場スケールでの地下水流動場の擾
乱の回復 

・ 初期の地下水流動系の維持→移流・分散・拡散での核種移行 
・ 気候変動の始まり→海水準変動→地下水変動→地下水流動系の変化（有意な

変化なし？） 

・ 気候変動→海水準変動→地下水流動場の変化→流出点の変
化（海から河川に） 

・ 高透水ゾーンに沿う核種移行速度の増大 
・ 天然バリア中の核種収着 

地
表
水
文
系 

現状での海水産物の消費状況が
基本となる ・ 初期状態の継続 ・ 初期状態の継続 ・ 初期状態の継続 ・ 地下水の流出点→海底堆積物での収着→海水による希釈→現状の生態系維持 ・ 氷河期の到来→生物圏の変化（海から河川に） 

→凍土の発生→地表水系の変化→生態系の変化 

そのほかの天然事象 
火山・活断層・泥火山・マスムー
ブメントによる著しい影響はサイ
ト選定と工学的対策で回避 

火山・活断層・泥火山・マスムーブメントによる著しい影響
はサイト選定と工学的対策で回避 

火山・活断層・泥火山・マスムーブメントに
よる著しい影響はサイト選定と工学的対策
で回避 

火山・活断層・泥火山・マスムーブメントによ
る著しい影響はサイト選定と工学的対策で
回避 

火山・活断層・泥火山・マスムーブメントによる著しい影響はサイト選定と工学的対策
で回避 

火山・活断層・泥火山・マスムーブメントによる著しい影響はサイト選
定と工学的対策で回避 

留意事項 

・ 処分深度に古海水の存在の
確認 

・ 安全機能への残置物の影響度［セメント材料による高ア
ルカリ影響］ 

・ 建設・操業による天然バリアへの影響（領域と程度） 
・ 海底の堆積物と食物チェーン 

・ 再冠水のプロセスと環境回復の程度 
・ 処分場スケールでの不飽和領域の残存

の影響 
・ EDZに沿った卓越流路の形成 

・オーバーパックの腐食膨張と生成物の安全
機能への影響 

・EDZ と支保劣化に伴う卓越流路の形成可
能性（プラグなどの対策の効果） 

・ 高アルカリ，腐食生成物，ガス，微生物によるベントナイトの変質プロセスと安全機
能への影響 

・生物圏の設定 

・ 気候変動に伴う地表水文系と地形の変化予測 
・ 凍土発生の深さと分布 
・ 生物圏の設定 

EDZ：Excavated Disturbed Zone（掘削影響領域），EBS：Engineered Barrier System（人工バリアシステム），高pHプリューム：岩盤中に形成される高アルカリ性の地下水領域 

●岩種：第三紀堆積岩 
●動水勾配 
●透水係数 
●有効間隙率 
●隆起速度 
●地温勾配 
●海水準 
●気温 
●降雨量 
●河川流出高 
●凍土厚さ 
●処分場立地周囲：淡水域，還元雰囲気

●処分場深度 
●岩種：第三紀堆積岩（泥岩） 
●動水勾配 
●透水係数 
●有効間隙率 
●隆起速度 
●地温勾配 
●気温 
●降雨量 
●河川流出高 
●処分場立地周囲：淡水域，還元雰囲気 
 

現状 処分場の深度とレイアウト 氷期最盛期での状況 

核種のプリュームの拡大 
地下水

表土層

高透水層 

低透水層 

滞水層（酸化水）

塩水環境
地下水+核種

還元域 

淡水域 
還元域 

塩水域 

酸化域 

還元域 

淡水域 
還元域 

塩水域 

海水準変動

 
図 7.2.1-3 ストーリボードのイメージ（高レベル放射性廃棄物を対象とした例） 
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ガラス固化体 オーバーパック 緩衝材 支保 掘削影響領域

ガラス固化体の溶解

核種の調和的な溶解

拡散

収着

沈殿／溶解

間隙水への

核種の溶解

腐食生成物中の移行

拡散

収着

沈殿／溶解

腐食生成物

腐食生成物・緩
衝材との反応

セメントの溶脱

高pH 地下水

緩衝材の変質

緩衝材鉱物と
の反応

腐食生成物と
の反応

還元環境

移流

母岩の変質

母岩鉱物との反応

シリカの移行

緩衝材の溶解

緩衝材の密度

ゆっくりとした地下水流れ

ガラスから
の核種の溶
出抑制

拡散／遅延／
溶解度制限

支保工中の移行

化学的な
緩衝性

遅延

N

N

N
低透水性

N

コロイドの形成

コロイド
ろ過

緩衝材の侵入

N

N

N安全機能 発生可能性が高いシナリオで無視できるプロセス

緩衝材の変質

 
図 7.2.1-4 安全機能と関連する現象の相互関係の表現例（放射性物質の漏出・移行開始後） 

（出典：NUMO，2011c） 

 
種々のシナリオの構築では，状態設定と FEP カタログの整理を行った上で，ストーリボードで定

義した時間および空間スケールの区分に従い，安全機能と関連する現象の相互関係を整理する。フ

ローチャートを用いて整理した事例を図 7.2.1-4に示す。図 7.2.1-4では，緑色の六角形は安全機能，

四角の箱は関連する現象，矢印はそれらの相互関係，N と標記された部分は発生可能性が高いシナ

リオで無視できるプロセスを示している。発生可能性が高いシナリオは，N と表記された部分を除

いて構築する。その構築例を表 7.2.1-1 に示す。一方，代替的なシナリオでは，N と標記された部

分を発生可能性が高いシナリオに対する擾乱として，シナリオを派性させることによって取り扱う。 
解析ケースの設定においては，シナリオに応じて，それぞれ長期安全性を示す上で重要な不確実

性に着目して選定する。 
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表 7.2.1-1 安全機能および不確実性を基軸としたシナリオの表現例（放射性物質の漏出・移行開始後） 

（出典：NUMO，2011c） 

安全機能 蓋然性の高い安全機能の変遷の記述 核種移行に関連するプロセス 不確実性 

ガラス固化体から

の核種の緩慢な 

放出 

・ オーバーパック破損後，ガラスマトリクス溶解

とガラス固化体近傍のシリカ濃度の急速な飽

和 

・ シリカ飽和後，長期のガラス溶解はシリカ濃度

に依存 

・ オーバーパック破損後，地下水がガ

ラス固化体と接触 

・ ガラスマトリクス溶解に伴う廃棄体

に含まれた放射性物質の放出 

・ 二次鉱物の沈殿とオーバーパック腐食生

成物によるシリカの共沈／収着による溶

出したシリカの消費に起因したガラス溶

解度の加速 

オーバーパックの

化学的緩衝作用 
・ 緩衝材中の還元環境の維持   

緩衝材中の拡散 
・ 緩衝材の低透水性の確保による放射性物質の移行抑

制 
・ 放射性物質の拡散による移行 

・ 高アルカリ地下水による緩衝材中の鉱物

の溶解に起因する緩衝材密度の低下 

緩衝材中の 

核種移行遅延 

・ 緩衝材中を移行する放射性物質の鉱物への収

着。これにより移行が遅延され，緩衝材からの

短寿命核種の放出が低減される 

・ 放射性物質の緩衝材鉱物への収着 

・ 腐食生成物による緩衝材の変質と緩衝材

の移行特性の低下 

・ 高アルカリ地下水による緩衝材の変質と

緩衝材の遅延機能の低下 

低い溶解度 ・ 還元環境下ではほとんどの核種は難溶性 
・ 地下水中の核種濃度は溶解度により

制限 

・ 高アルカリ地下水の影響による溶解度の

変化 

緩衝材の化学的 

緩衝作用 

・ 高アルカリ地下水の緩衝材への侵入によって

も，緩衝材中の pH 緩衝材鉱物との反応により

pH8～9を維持 

 
・ 高アルカリ地下水の影響による変質に起

因する緩衝材の遅延機能の低下 

低透水性（地下水フ

ラックスの制限） 

・ 緩衝材の低透水性の確保による地下水の浸入

抑制 

・ 緩衝材の膨潤による，施工時に生じたすべての

隙間および開口部の閉塞。これによりニアフィ

ールドは均質で詳細な隙間構造を確保 

 

・ 高アルカリ地下水の影響による変質に起

因する緩衝材の透水性の上昇 

・ 二次鉱物の沈殿に起因する隙間の減少（物

質移行の抑制） 

母岩の核種移行 

遅延 

・ 放射性物質の岩盤中の鉱物への収着 

・ 十分な核種移行距離の確保 

・ 母岩中における放射性物質の分散を

伴う移流 

・ 地下水で移動する放射性物質は収着

により移行が遅延 

・ 高アルカリ地下水の影響による変質に起

因する母岩の透水性の上昇 

・ 高アルカリ地下水の影響による母岩の変

質と遅延機能の低下 

処分場に適した 

環境 

・ 地下水化学特性は還元環境を維持 

・ 母岩は処分場の建設や人工バリアの定置に適

した力学特性を確保 
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構築したシナリオを，影響の程度と発生可能性の観点から分類し，シナリオ区分と対応付ける。

なお，構築したシナリオとシナリオ区分との対応付けは一義的に定まるものではなく，安全確保対

策や時間スケールの考え方などに依存して変化する。安全確保対策や時間スケールの考え方は，サ

イトの地質環境特性や安全規制の枠組みに影響を受ける。これらが明確に定まっていない現段階で

は，安全評価において考慮すべきシナリオのそれぞれがどの区分に入るかを示すことは困難である。

従って，ここでは，地層処分の安全評価においてシナリオを分類していくための考え方を示す。 
 

考慮する必要性

ありなし

影響の程度

小さいとはいえない小さい

回避の可能性

困難可能

発生可能性

高い

⑤安全評価上除外する

低い（不確実）
or判断できない

④安全評価上除外する

③

② ①

安全評価上のFEP/
シナリオ

安全確保対策

□地質環境の調査・評価／
処分場の設計

□地下水による放射性核種の
漏出・移行

□上記に対するガス，コロイド，
微生物、有機物の影響など

□ガス状の放射性核種の移行
□隆起・侵食
□気候・海水準変動
□火山・火成活動
□地震・断層活動

□人間侵入
□臨界
□隕石の落下など

最新の知見に照らして科学的に確か
らしいと予見する標準的なシナリオで
あり，長期安全性に対する余裕の程
度を事業者が自主的に確認する

さまざまな不確実性を考慮しても
地層処分システムの長期安全性
が確保できるか否かを確認

万一の場合にも極端に大きな影響

は生じない（放射線防護上の特別な
措置は必要としない）か否かを確認

地層処分システムの
長期安全性評価シナリオ

地層処分システムの
性能確認シナリオ

仮想シナリオ
人為過程を介するシナリオ

 
図 7.2.1-5 シナリオ分類に関する考え方 

 
地層処分の安全評価において考慮すべき事項やシナリオは，多岐にわたる。この中には，安全評

価から除外すべきことについて国際的に合意が得られているものが含まれている（図 7.2.1-5の⑤）。

また，安全確保対策などにより，地層処分システムへの影響が無視できるほど小さいと判断できる

ものについても，安全評価から，除外できる（図 7.2.1-5 の④）。なお，発生可能性を考慮すべきで

あり，かつ，影響が小さいと一般的にはいえないものについては，回避できる可能性を判断する。

そして，回避が可能と考えられるものについては，仮想シナリオあるいは人為過程シナリオに分類

する（図 7.2.1-5 の③）。一方，回避することが困難な事象のうち，発生可能性が高いと考えられ

るものについては，地層処分システムの性能確認シナリオに分類するとともに（図 7.2.1-5 の①），

発生可能性が低いものあるいは蓋然性を判断できないものについては，地層処分システムに対する

不確実性あるいは変動要因として捉え，地層処分システムの長期安全性評価シナリオとして分類す

る（図 7.2.1-5 の②）。 
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7.2.2  モデルの選定とデータセットの設定に関する具体的進め方 

7.1.4 において述べたように，安全評価では，性能評価モデルと現象解析モデルとを階層的に準備

し，用途に応じて相互補完的に組み合わせていく。これらのモデルの選定および対応するデータセ

ットの設定に対する考え方は，多重バリアシステム（人工バリアと天然バリア）と生物圏とでは，

予測に付随する不確実性の大きさが異なったものとなるため，ここでは，これらの二つに区分して

具体的な進め方を説明する。 
 

7.2.2.1  人工バリアと天然バリアのモデル 
7.1.4.1 で述べたように，モデルについては，性能評価モデルと現象解析モデルに大別し，これら

を相互補完的に用いる。以下では，性能評価モデル，現象解析モデル，モデル間の情報の流れ，性

能評価モデルに必要なデータセットの設定について述べる。 
 

（1） 性能評価モデル 
性能評価モデルは，安全機能に着目してさまざまな現象を簡略化して表現したものである（7.1.4.1

参照）。期待する安全機能としては，容器による閉じ込めを含めた廃棄体からの浸出抑制，人工バリ

アによる核種の移行抑制，天然バリアによる核種の移行抑制が挙げられる（6.2.2 参照）。性能評価

モデルでは，これらの安全機能の効果を，廃棄体中の核種が生物圏に流入すると考えられる割合（生

物圏への核種移行率）として定量化する。性能評価モデルは，ソースタームモデル，人工バリア中

の核種移行モデルおよび天然バリア中の核種移行モデルによって構成され，それぞれに選択肢があ

る。これらは，地質環境特性や処分場の設計によって具体化される地層処分システムの特徴に応じ

て選択する。そこで，地下水中の核種移行に関する性能評価モデルおよびデータセットの構成を整

理した（図 7.2.2-1）。なお，性能評価モデルを選定する際には，特定のサイトを対象とした地層処

分システムに対して，不確実性や保守性に加え，その適用範囲や対象とするシナリオとの関係など

も勘案して設定する。 
以下では，この構成に沿って，ソースタームモデル，人工バリア中の核種移行モデルおよび天然

バリア中の核種移行モデルの概要について記述する。 
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容器による閉じ込め
期間における放射能の減衰

廃棄体からの
核種溶出の制限

生物圏への核種移行率

ソースタームモデル 人工バリア中核種移行モデル 天然バリア中核種移行モデル

核種インベントリ

容器による閉じ込め期間

溶解度制限モデル

浸出率モデル

分配平衡モデル

核種溶解度

核種浸出率

廃棄体近傍の
核種分配係数

拡散モデル

移流・分散モデル

分配平衡モデル

実効拡散係数

人工バリア内流向・流速

人工バリア中の核種
分配係数

分散係数

非線形分配
(Partitioning)モデル

人工バリア内の核種
溶解度

0濃度境界モデル

ミキシングセルモデル

掘削影響領域中
地下水流量

連続体モデル

地下水ダルシ-流速

分散係数

マトリクスへの核種分配係数

マトリクス空隙率

マトリクス密度

二重空隙モデル

亀裂内地下水流速

亀裂内分散係数

マトリクスへの核種分配係数

マトリクス空隙率

マトリクス密度

マトリクス拡散係数

マトリクス拡散深さ

マルチチャンネルモデル

亀裂透水量係数分布

亀裂開口幅分布

亀裂方向分布

モデル

データセット

種々の安全機能の効果

人工バリアによる
核種の移行抑制

天然バリアによる
核種の移行抑制

 

図 7.2.2-1 地下水中での核種移行に関する性能評価モデルおよびデータセットの構成例 
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（i）ソースタームモデル 

ソースタームモデルは，廃棄体中とその近傍に存在する各核種の量（インベントリ）の時間変化

を表すものである。数学モデルとして表す際には，通常，（当該核種の廃棄体中のインベントリの時

間変化）＝（親核種の放射性壊変による生成）－（当該核種の放射性壊変による消滅）－（廃棄体

からの核種浸出率）という微分形式となる（図 7.2.2-2）。 
容器による閉じ込め期間においては，廃棄体からの核種浸出率を 0 とし，容器の閉じ込め機能が

腐食による強度の低下などを理由に喪失した後は，廃棄体からの核種浸出率に従って核種の浸出が

開始することを想定する。 
廃棄体近傍の核種総量の時間変化やそれに伴う人工バリアへの核種移行率を算出するモデルは，

対象とする廃棄体や核種の種類によって異なる（溶解度制限モデル，浸出率モデル，分配平衡モデ

ル，など）。 
例えば，高レベル放射性廃棄物ガラス固化体中のアクチニドなどの難溶解性の元素の場合には，

ガラスが溶解しても，人工バリア中に地下水の流れが小さく核種移行が遅いこと，および地下水化

学状態が還元性雰囲気であり，溶解度制限が見込まれることから，核種の大半は沈殿して廃棄体近

傍に留まるので，溶解度制限モデルを用いる。一方，可溶性の元素の場合には，ガラス固化体の溶

解速度によって人工バリアへの核種移行率が制限されるため，浸出率モデルを用いる。なお，一部

の TRU 廃棄物などでは，可溶性の核種が廃棄体とその近傍に収着することによって液相と固相の

間に分配されることを想定した分配平衡モデルを用いる。これらのモデルは組み合わされ，元素ご

との溶解度や廃棄体に応じて適用するモデルを選択する。 
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浸出率モデル
人工バリアへの核種移行率：廃棄体からの核種浸出率
によって制限

分配平衡モデル
人工バリア内側境界の濃度：廃棄体近傍での核種の収
着平衡濃度によって制限

容器による閉じ込め期間内
廃棄体からの核種浸出率＝０

容器による閉じ込め期間終了後
廃棄体からの核種浸出率＞０

 

 
図 7.2.2-2 ソースタームモデルにおける核種量の時間変化のイメージ 
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（ii）人工バリアの核種移行モデル 

人工バリアの核種移行モデルは，人工バリア中の各位置における核種質量の時間変化を表すもの

である。数学的な定式化においては，コロイド状の核種がろ過され移行には寄与しないことを前提

とすれば，（各位置での核種の質量の時間変化）＝（液相中の核種の拡散あるいは分散による移動）

＋（液相中の核種の移流による移動）＋（親核種の壊変による生成）－（当該核種の壊変による消

滅）という微分形式となる（図 7.2.2-3）。 
廃棄体側の条件は，前述したソースタームモデルによって決まる。具体的には，ソースタームに

溶解度制限モデルあるいは分配平衡モデルを用いる場合には，廃棄体領域と人工バリアとの境界に

おける核種の濃度が廃棄体側の条件となり，また，浸出率モデルを用いる場合には，核種の移行率

が廃棄体側の条件となる。一方，母岩側の条件は，質量保存が保たれるように，後述する天然バリ

ア中核種移行モデルと関係付けて設定する。 
また，人工バリア内部の核種の移動が拡散による場合には，人工バリアの外側において 0 濃度で

あることを仮定して核種の濃度勾配を保守的に表現するモデル（0 濃度境界モデル 7-5）や，人工バ

リアの外周にある掘削影響領域内の地下水流れによって人工バリアから移行した核種が瞬時に完全

に混合されることを仮定して核種濃度を規定するモデル（ミキシングセルモデル）などを用いる。

これらの条件を適用する場合には，必ずしも現実的とはいえない仮定を導入することにより安全評

価の信頼性が低下しないようにする必要がある。掘削影響領域の状態に関する知見や解析の用途に

応じて，現実性と保守性のバランスを勘案し，これらのモデルの中から適切なモデルを選択する（若

杉ほか，2004）。 
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・・・
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の液相核種濃度×EDZ内地下水流量

＊EDZ：掘削影響領域

・・・

i:人工バリア内の位置

 

 
図 7.2.2-3 人工バリア中核種移行モデルにおける核種量の時間変化のイメージ 

 

                                                      
7-5 0 濃度境界モデルは，掘削影響領域 内に核種濃度が常に 0 になるような非常に大きな地下水の流れが存在し，緩衝材外

側に到達した核種の全量がその地下水により天然バリアへ移行することを想定したモデルである。 
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（iii）天然バリアの核種移行モデル 

天然バリアの核種移行モデルは，母岩中移行経路内の任意の位置における核種量の時間変化を表

すものである。天然バリア中核種移行モデルとしては，多孔質媒体モデルや二重空隙モデル，また

は，これらの複合モデルが一般的である。また，母岩の空間的不均質性を表すモデルとして，亀裂

透水量係数分布を仮定したマルチチャンネルモデルもある（JNC，1999a）。マルチチャンネルモデ

ルとは，複数の二重空隙媒体モデルを考慮してそれぞれに異なる亀裂内流速と亀裂開口幅とを定義

したモデルである（JNC，1999a）。 
天然バリア中の各核種移行モデルの適性は，母岩の特性のほか，移行距離のスケールにも依存し

て変化すると考える。このような点を考慮した上で，安全評価の目的に応じてモデルを選択する。 
多孔質媒体モデルは，前出の人工バリア中核種移行モデルの場合と同様，（各位置での核種の質量

の時間変化）＝（液相中の核種の拡散あるいは分散による移動）＋（液相中の核種の移流による移

動）＋（親核種の壊変による生成）－（当該核種の壊変による消滅）という微分形式として定式化

される（図 7.2.2-4）。ただし，地下水の流向・流速や分配係数といったデータセットは，母岩の空

間的不均質性に対応して位置によって異なるものとなることがある（不均質性を表現した連続体モ

デル）。 
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図 7.2.2-4 天然バリア中核種移行モデル（多孔質媒体モデル）の核種量の時間変化のイメージ 

 

二重空隙モデルは，高透水性の亀裂などの主要流動経路とそれら流動経路に接する岩石基質部（マ

トリクス）を考慮したモデルであり，亀裂内での移流・分散による核種移行とマトリクス内での拡

散による核種移行とを連立して解く（図 7.2.2-5）。この場合には，亀裂とマトリクスに対応してそ

れぞれ異なる方程式が必要となり，亀裂内地下水流速，亀裂開口幅，マトリクス拡散係数，マトリ

クス空隙率，マトリクス密度，および，マトリクスへの核種分配係数についてのデータセットが必

要となる。これらのデータセットは，母岩の不均質性を考慮して設定する。特に，特性の異なる複
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数の亀裂が存在する場合には，第２次取りまとめのマルチチャンネルモデルも選択肢に含まれる。 
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図 7.2.2-5 天然バリア中核種移行モデル（二重空隙モデル）の核種量の時間変化のイメージ 

 
（2） 現象解析モデル 

7.1.4.2 で述べたように，現象解析モデルは，性能評価モデルにおける簡略化の妥当性を示すこと

が主な目的である。各現象解析モデルの概要と目的（例）を表 7.2.2-1 に示す。 
 
（3） 性能評価モデルと現象解析モデル間の情報の流れ 
性能評価モデルと現象解析モデル間には，一つのモデルの計算結果をほかのモデルの入力データ

とするといった情報の流れが存在する。このため，安全評価において，このような情報の流れをあ

らかじめ整理しておくことが必要である。文献調査の段階においては，一般的に，現象解析モデル

を利用する上で必要となるサイト固有の情報は少ない。一方，概要調査の段階以降では，地表調査

および少数のボーリング調査と処分場の設計に関する情報が増加することから，それらを入力条件

とした種々の現象解析を行うことが可能となる。そこで，概要調査の段階および精密調査の段階を

対象として，現象解析モデルと性能評価モデルにおける情報の流れを整理した（図 7.2.2-6）。図 
7.2.2-6 では，ソースターム，人工バリア，天然バリア，生物圏に領域を大別し，それぞれのモデル

でどのような情報が主な入力となるかを整理した。 
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表 7.2.2-1 現象解析モデルの概要と目的（例） 

現象解析モデル 概要 目的 

地下水流動解析モデル 

（広域） 

水理地質構造モデル，涵養量および海岸や河川湖沼などの前提条件に基づき，

将来の地形変化や気候・海水準変動を考慮した広域の地下水流動を把握する（定

常飽和流動モデルあるいは非定常密度流モデル） 

・ ニアフィールド地下水流動解析の境界条件を設定 

・ 処分地点および深度に関するオプション比較 

地下水流動解析モデル 

（ニアフィールド） 

地質環境モデルにおける母岩の不均質な透水性と設計における坑道や人工バリ

アの形状・特性に基づき，広域地下水流動解析の結果を境界条件として，ニア

フィールド内の地下水流動を把握する（定常飽和流動モデル） 

・ 核種移行解析のための詳細な流速情報を提供 

・ 廃棄体定置位置や坑道設計などに関するオプション比較 

ニアフィールド 

地球化学解析モデル 

鉄，緩衝材およびコンクリートなどの相互作用に伴う地球化学条件の時間的変

化およびバリア材料の変質を把握する（多成分反応移動解析モデル） 

・ 核種溶解度や分配係数設定のために空隙水質の情報を提供 

・ バリア材料に関するオプション比較 

ニアフィールド 

力学解析モデル 

応力場の時間変化とオーバーパックおよびガラス固化体の変形・破壊挙動を把

握する 

・ 閉じ込め期間およびガラス破砕の情報を提供 

・ 人工バリア形状や仕様に関するオプション比較 

ニアフィールド 

核種移行解析モデル 

母岩の不均質性に起因する複雑な核種移行経路やさまざまな設計オプションの

影響を考慮した核種移行率を把握する（三次元核種移行モデル） 

・ 性能評価モデルのデータセット設定 

・ 廃棄体定置位置や坑道設計などに関する設計オプション比較 

熱－水－応力－化学 

連成解析モデル 

坑道掘削，廃棄体や人工バリアの設置および坑道閉鎖に起因する熱，水理，力

学あるいは化学的擾乱によってその後のニアフィールドがどのように変遷する

かを把握する 

・ 種々の擾乱により，人工バリアの不可逆的な変質や形状変化な

どが生じないことを解析により確認する 

ガラス溶解モデル 

地下水水質や温度などの環境条件に対応したガラス溶解速度を推定する。また，

時間の経過に伴う表面変質層（拡散層）の成長とそこでの物質移動律速による

ガラス溶解速度の長期的減少を説明する 

・ 性能評価モデルの環境条件に適したデータセットの設定 

・ 安全機能発現のメカニズムの説明（ガラスの長期的な低浸出性） 

収着モデル 

性能評価モデルにおける経験的な表現（分配係数）ではなく，イオン交換や表

面錯体生成といった収着メカニズムについての理論的なモデルに基づき，地下

水水質およびベントナイトや岩石表面の特性に応じた核種の収着量を推定する 

・ 性能評価モデルの環境条件に適したデータセットの設定 

・ 安全機能発現のメカニズムの説明（岩石やベントナイトによる

核種移行遅延） 

溶解度モデル 

各放射性元素についての溶解度制限固相とその溶解／沈殿反応および液相での

液相中の化学種分布を考慮した地球化学解析によって地下水水質や温度などの

環境条件に対応した溶解度を推定する 

・ 性能評価モデルの環境条件に適したデータセットの設定 

・ 安全機能発現のメカニズムの説明（アクチニドなどの難溶解性） 

ニアフィールド：人工バリアとその近傍の岩盤の領域 
 



 

 

7-34
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連成解析モデル
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核種移行
特性
の理解

ソースターム

モデル
人工バリア中

核種移行モデル

天然バリア中

核種移行モデル
生物圏モデル

近似 近似

GBI*の設定

地表環境の変化

地下水水質分布と
その変化の予測

大規模な透水性構造
（断層など）の

核種移行特性の理解

地
下
水
流
速

ベ
ク
ト
ル
場

デ
ー
タ

ニアフィールド

地質環境の調査・評価からの情報 処分場の設計からの情報

周囲の岩盤の熱・力学・水理特性
地下水水質

高透水部位の種類と分布
亀裂などの統計データ
そのほかの部位の水理特性

人工バリアなどの鉱物組成

岩石や亀裂充填鉱物の鉱物組成

地史に関する情報
地形データ
隆起・沈降速度データ

塩淡境界の移動に関する
古水理学的情報
水理地質構造
各水理地質構造区分の
平均的水理特性

過去の地下水水質形成
プロセスに関する情報
地下水水質データと
その空間分布
各地層の鉱物組成
有機物などのそのほかの
影響因子に関するデータ

坑道周辺の
地下水流動

人工バリア内間隙水質の
時間変化

人工バリア材の変質

核種
溶解度

GBI*への核種移行率

廃棄体発熱量
坑道・人工バリア設計
建設操業閉鎖条件

処分場位置・深度
坑道形状・レイアウト
EDZの範囲と水理特性
人工バリアや止水工の水理特性

関連する鉱物の
熱力学データベ
ースおよび反応
速度データ

溶解度制限固相
および熱力学
データベース

母岩の間隙率の形状や
割れ目変質状況など

オーバーパック開口時期
緩衝材密度
緩衝材間隙率
人工バリア形状

ガラス形状
特性核種
インベントリ

ガラス
浸出速度

緩衝材中の
分配係数

当該サイトの
地質環境条件での
分配係数

研究開発からの情報

赤：地質環境の調査・評価からの情報の流れ 青：処分場の設計からの情報の流れ 緑：研究開発からの情報の流れ

GBI* ：Geosphere-Biosphere interface

 
図 7.2.2-6 安全評価のためのモデルチェーンの例（概要調査の段階あるいは精密調査の段階） 
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（4） データセットの設定 
データセットは，不確実性を考慮したシナリオやモデルに応じて，実験やデータベースなどを活

用しながら設定する。図 7.2.2-1 からわかるように，人工バリアと天然バリアに対するデータはモ

デルに対応して多岐にわたることから，これらの整備には多大の費用と時間を要する。このため，

信頼性の確保とデータ取得効率の観点から，汎用性があり共通に用いることが可能なデータベース

の開発が，国際共同プロジェクトや基盤研究開発機関によって進められている。 
データセットの設定においては，実験によるデータ取得，既存のデータベースの利用，現象理解

に基づくモデルによる推定といった方法が考えられる（例えば，舘ほか，2009）。以下では，文献調

査と概要調査を対象として，これら三つの方法に対するデータセット設定の考え方について述べる。 
第２次取りまとめやそれ以降の研究開発により，種々のデータベースやデータセットが整備され

た（7.3.4 参照）。これらは，文献調査などから得られる情報をもとに推定される岩種や地下水の性

質などに応じて，事業の初期段階におけるデータセットの設定に用いることができる。なお，サイ

トの地質環境特性に大きく依存しないデータについては，さまざまなサイトに対して，共通して用

いることが可能である。 
一方，事業が進展するに従い，サイトにおけるボーリングなどを用いた実際の調査データが得ら

れることになる。また，地下水や岩石のコアサンプルが入手可能となり，それらを用いた室内試験

が可能となる。そして，既存のデータベースや現象理解に基づくモデルを用いて，室内試験により

取得されたデータとの比較分析を行い，設定値の信頼性を向上させることができる。室内試験によ

って取得されたデータとデータベースから得られるデータの幅との間に違いが生じる場合には，デ

ータベースのデータが有する信頼性や取得条件，および母岩が有する不均質性などを考慮して，信

頼性および傾向を分析する。また，調査期間の制限によってすべてのデータセットに対して十分な

データが得られない場合には，類似の環境条件で取得されたデータや既存のデータベースなどを活

用する。 
 

7.2.2.2  生物圏のモデル 
安全評価においては，人間の生活環境である地表環境における核種移行プロセスと被ばくの形態

（被ばく経路）を想定して，モデルの構築とデータセットの作成を行い，人間への影響を推定する。

このような評価は，生物圏評価と呼ばれる（JNC，1999a；電事連・JNC，2005a）。 
生物圏では，将来の人間の環境や生活様式を予測することは困難であるため，長期間安定に存在

する地下深部の地質環境やそこに構築される人工バリアと比較して，予測に付随する不確実性が相

対的に大きくなる。このため，地層処分を対象とした生物圏のモデル化に当たっては，IAEA の国

際共同プロジェクト BIOMASS において検討されているレファレンスバイオスフィアの考え方

（IAEA，2003）を適用していくことを基本とする。レファレンスバイオスフィアは，人間生活の環

境や生活様式の仮定を安全評価の目的に沿って整合性を取りながら合理的に設定し，適切な評価指

標（線量など）に変換するための道具として生物圏をとらえる考え方である。この概念は，第２次

取りまとめや第 2次TRUレポートなどの国内の事例に加え，米国（U. S. NRC，2009）やスイス（ENSI，
2009）などの国外の評価事例でも取り込まれている。 
生物圏モデルの主要な構成要素は，人間の生活環境とそれを取り巻く地表環境に大別される。

NUMO は，これら二つの構成要素について，レファレンスバイオスフィアの考え方を適用した上で，

サイト周辺の条件やわが国の一般的な知見などに基づきモデル化を行うとともに，データセットを
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設定する。以下では，（原子力安全委員会，2010）を参考としつつ，これらの二つの構成要素および

データセット設定に対する考え方について述べる。 
 

（1） 地表環境 
生物圏の取り扱いに関しては，時間的な変遷を考慮しない場合と考慮する場合のアプローチとに

大別できる（IAEA，2003）。NUMO は，これらの二つの取り扱いを，安全評価の目的やステークホ

ルダーからの要求や懸念に応じて適切に組み合わせながら用いる。 
時間的な変遷を考慮しない場合には，現在と同様な生物圏が将来も継続するという仮定をおいて，

サイトの地質環境特性に基づき，地形や地下水などを考慮してGBI（天然バリアと生物圏の境界面）

や評価条件を設定し，モデル化を行う。第２次取りまとめにおいては，この考え方に基づき，幅広

い地質環境特性に対応した生物圏評価が行われている（JNC，1999a）。 
一方，生物圏の時間的な変遷を考慮する場合には，将来の生物圏に変化を与え得る自然現象を考

慮する。自然現象の例としては，氷期-間氷期サイクルによる気候変化，海水準変動および隆起・侵

食による地形の変化などである。これらの自然現象は，放射性物質が地下水により生物圏に流入す

ると仮定する領域（GBI）や被ばく経路に影響を与える可能性がある。具体的な例としては，海水

準変動と隆起・侵食により，核種を収着した沿岸海域堆積層が地表となり，その土地を利用するこ

とにより被ばくが生じるといったことが想定される。このため，生物圏評価モデルは，現在の地表

環境に対応したモデルから，将来の地表環境に対応した別のモデルへの変遷を考慮することになる。

この際，将来の地表環境は，現在の類似した状況にある地域の事例も参照して設定する。 
 

（2） 人間の生活様式 
前述のように，将来の人間の生活環境や生活様式を予測することが基本的に困難であることから，

将来の人間の生活様式については，現世代の人間の生活環境や生活様式を前提として，被ばく経路

やそれに基づく人間への影響を評価する考え方を適用する。この考え方は，国際的な議論とも整合

する（ICRP，2000）。具体的には，現世代の人間の生活様式を前提に被ばく経路を想定し，それぞ

れの被ばく経路ごとに人への影響の程度を同じく現世代の人間の生活様式を前提に評価する。この

ような考え方は様式化（stylization）といわれている（原子力安全委員会，2010）。 
また，生物圏では，決定グループ（ICRP，2000）を設定する必要がある。決定グループは，ICRP

の勧告において，「現在利用できるサイトまたは地域の情報に基づくサイト固有のアプローチか，も

っと一般的な習慣と条件に基づいた様式化されたアプローチを用いて規定すべきである」としてい

る（ICRP，2000）。また，「様式化されたアプローチの使用は，評価の時間尺度が長くなるほど重要

になる」としている。決定グループの考え方としては，第２次取りまとめと同様に，まず，移行プ

ロセスに応じて設定された河川などの地表のさまざまな構成要素と人間との接点ごとに適切な異な

るタイプの被ばくグループを想定する。その後，想定される複数の被ばくグループの中で最大の影

響を受けるグループを決定グループとして設定する。 
NUMO は，これらの考え方に基づいて人間の生活様式を設定し，モデル化する。この際，前項で

述べたように，地表環境の時間的変遷を考慮する必要がある場合には，この環境変遷に対応して土

地利用形態などを含む人間の生活様式も変化する可能性があることから，現在の類似した状況の事

例などを参考にしつつ想定する。なお，安全評価を実施すべき期間が長期にわたることを考慮して，

線量以外の補完的な指標（例えば，JNC，1999a；Miyahara and Kato，2007）も視野に含めて検討す
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る。また，上述した地表環境の変遷が人間の生活環境や生活様式に影響を与える可能性もあり，必

要に応じてその影響を考慮する。 
 

（3） データセットの設定 
生物圏評価では，一般に，数多くのデータを取り扱い，サイトの特徴やわが国の一般的な特徴に

関連するものも多く存在する。限られた資源を有効に活用して生物圏評価を行うためには，優先的

に整備すべきデータを評価する必要がある。このため，生物圏評価におけるデータの重要度を把握

するための作業フローを整理している（加藤ほか，2005：図 7.2.2-7）。この作業フローは，線量評

価上重要な事項，重要な核種移行プロセスや被ばく経路（KIPPs：Key Issues，Processes and Pathways）
の特定，およびKIPPS に基づくデータの重要度の把握という二つの要素から構成されている。この

作業フローを用いてデータの重要度を把握し，データセットの効率的な設定を行う。 
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スクリーニングされた
KIPPsリスト

評価事例
• 諸外国における生物圏評価

• わが国の生物圏評価（第２次取りまとめ，
TRU検討）

• （第２次取りまとめ感度解析結果）
• （放医研METI委託報告書）

重要な事項，プロセス
被ばく経路 (KIPPs)の抽出

分類の視点
• (核物理関連)
• GBIZ関連
• 移行プロセス関連
• 被ばく関連

KIPPsリストの分類

KIPPsリスト

• 元素依存
性の有無

分類された
KIPPsリスト

分類されたKIPPsリスト
のスクリーニング

評価条件 (Assessment context)
• 処分場の位置: 沿岸地域

• 核種流入域: 内陸（土壌，堆積層，淡水水系など）

• 流入モード: 液相（地表近傍帯水層の地下水）

• 潜在的な被ばくグループ: 農作業，淡水漁業，海水漁業

• 対象核種：Cs-135, Se-79, Np-237(/Th-229)

KIPPs: key issues, processes and pathways

KIPPsに基づくデータの重要度の把握

Yes

Certainly no

No

No

充分な知見／データを
得るためのR＆D

あるいは専門家の判断
が必要

Yes

Yes (or uncertain) 

当該出典から
データを設定

当該出典から

データを設定

適切な出典から
データを設定

No

Yes

確定したデータ？

特性化された
データ？

評価上重要？

No

No

Uncertain

規制等により
確定したデータ？

Certain

Yes

Yes

当該出典から

データを設定

Yes

No

適切な文献から
データを設定

サイトでの取得情報／
データに基づく正当化
あるいは，専門家の判

断が必要

当該出典から
データを設定

わが国の条件を考慮した
データ取得またはサイトで
の取得情報／データに基づ
く設定データの正当化，あ
るいは専門家の判断が必要

評価上重要？

対象サイトに
適用可能？

サイトに依存する
データ？

特性化された
データ？

今後のデータ取得に
向けた優先度の抽出

放医研など専門家の判断

対象モデルに
おける感度解析

感度解析の結果

(i) (ii) (iii)

 
図 7.2.2-7 生物圏評価データの重要度を特定するための作業フロー 

（出典：加藤ほか，2005） 
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7.3  安全評価を支える技術の整備 

本節では，第２次取りまとめ以降，基盤研究開発機関および NUMO が取り組んできた安全評価

関する技術の進展について概説するとともに，さらなる信頼性向上に向けた今後の課題策定の方向

性についても示した。 
 

7.3.1  安全評価に関する技術開発 

基盤研究開発機関および NUMO は，第２次取りまとめ以降，事業を進める上で必要な以下の四

点を考慮して，安全評価の信頼性を向上させるための研究開発および技術開発を進めてきた。 
 

① 地質環境の多様性と長期変遷に対応できるようにすること 

サイトや岩種を特定しない研究開発段階においては，わが国の一般的な地質環境を対象として，

地層処分システムの閉鎖後長期の安全性が評価された（JNC，1999a；電事連・JNC，2005a）。一方，

事業段階の安全評価においては，サイトが有する地質環境の特徴を安全評価に適切に取り込むこと

が必要である。事業編で述べたように，地質環境特性としては，地理，地形，地質学的にさまざま

な可能性が考えられる（例えば，地理的には内陸部，沿岸部，島部，地形的には山地，丘陵，平野

など）。また，地質環境特性は，隆起・侵食や気候・海水準変動などに影響を受けて，長期的に変遷

する可能性がある。このため，想定されるさまざまな地質環境特性や長期変遷に対応できるように，

安全評価手法を整備しておくことは，地質環境の多様性への対応という観点から重要である。 
 

② さまざまな設計オプションに対応できるようにすること 

処分場は，放射性廃棄物の特徴や地質環境の条件を考慮して，閉鎖後の安全性に加え，工学的実

現性，経済性，品質保証，操業時の安全性といった種々の視点も含めた総合的な評価に基づいて，

段階的に具体化・詳細化する。この総合的な評価には，廃棄体の定置方式などのさまざまな設計オ

プションが含まれる。サイトや岩種を特定しない研究開発段階の安全評価においては，代表的な地

質環境の条件および設計条件を仮定した上で，まず，単体の放射性廃棄物に対して人工バリアと天

然バリアを想定した核種移行解析を実施し，その結果に廃棄体の本数を乗じることで，システム全

体の性能を保守的に評価した（JNC，1999a）。この評価方法では，廃棄体の定置個所の違いに起因

する不均質性や定置方式の違いが保守的な評価に埋没してしまい，その影響を把握することが困難

である。このため，これらの特徴をより現実に即して性能評価に取り込む手法を整備しておくこと

は，工学的対策へのフィードバックという観点から重要である。 
 

③ 更新される知見を適切に安全評価に取り込めるようにすること 

地層処分事業は長期的なプロジェクトであり，その間に関連する種々の科学的な知見が段階的に

拡充されることが想定される。このため，NUMO は，それらの知見を適宜整理するとともに，それ

らを適切な段階で安全評価に取り込むことができるようにしておくことが重要である。 
 

④ 自然現象の著しい影響を仮想的に評価できるようにすること 

自然現象の著しい影響については，適切なサイト選定によって回避することが地層処分事業の基

本的な考え方である。しかしながら，地層処分の安全評価において対象とする時間スケールが超長

期となることから，その発生時期や頻度に関する不確実性を考慮することが必要となる。①で述べ
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た点に加え，この点においてもわが国の一般的な自然現象の特徴やサイト固有の特徴を考慮した上

で，遠い将来における自然現象の著しい影響を仮想的に評価するための手法をあらかじめ整備して

おくことは重要である。これにより，ステークホルダーからのさまざまな要求や懸念に対して応え

ることが可能になる。 
 
事業段階の安全評価は，7.1.1 で述べたように，シナリオの構築，モデルの選定，データセットの

整備，安全解析といった手順に沿って進める。そこで，安全評価の手順に沿って，第２次取りまと

め以降，基盤研究開発機関および NUMO が取り組んできた安全評価に関する技術の進展を整理し

た（表 7.3.1-1～4）。技術の進展を整理する際には，性能評価カーネル（JAEA，2010c）および国内

の文献を対象として，第２次取りまとめで取り扱っていなかったものや，今後の事業の進展に応じ

て活用することが有望と考えられるものに着眼した。表 7.3.1-1～4 に示した個々の技術は，本報告

書ではすべてを詳細に掲載しないものの，第 4 章で示した技術開発ロードマップ（図 4.1.3-5）のう

ち，事業の安全評価を支えるジェネリックな技術開発成果に相当するものである。 
本節では，表 7.3.1-1～4 に示した技術の進展のうち，上述した四つの点に直接関連する技術の進

展を代表的に記述する。なお，そのほかの技術についても，さまざまなニーズに応じて適宜活用あ

るいは参考とすることが可能と考えているものである。 
なお，第 3 章および 7.1.3 にて述べた評価期間に関する考え方は，技術を整備する際の前提条件と

なるものである。しかしながら，評価期間に関するより具体的な考え方がサイトの地質環境条件や

安全規制側での検討を踏まえて明確になるものであることから，本節では，評価期間の区分を設け

ずに技術の進展を示すこととした。 
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表 7.3.1-1 第２次取りまとめ以降の安全評価に関する技術の進展（1/4） 

（各研究開発成果が対象とする領域 EBS:人工バリア NB:母岩 BIO:生物圏） 

 
 

項目 概要 
文献 

（あるいは本章の該当個所）

対象領域 

EBS NB BIO 

状態設定と 

シナリオ構築

効率的なシナリオ
構築手法 

安全機能に基づく状態設定に着目した作成手法と FEPに基づく作成手法
を組み合わせた統合化手法の整備 

NUMO（2011c） 

（7.2.1） 
○ ○  

FEP と安全機能の関係を階層化して網羅性と効率性を向上させる手法の
整備 
マトリクス形式による FEP の相関関係を整理するためのツールの整備 

JNC（2005） 

牧野ほか（2007） 
○ ○  

既存の成果に基づき，シナリオを部分的に更新していくための考え方と
その適用事例の整備 

稲垣ほか（2009） ○ ○  

懸念される事象の影響について，安全機能と核種移行パラメータとの連
鎖で分析し，影響の重要度を分類していく考え方の整備 

大井ほか（2008） 

Ohi et al.（2009） 
○ ○  

FEP に基づくシナ
リ オ 構 築 手 法 と
FEP 情報の整備 

FEP のリストや各 FEP に対する知見の文献情報に基づく整理（わが国の
典型的な地質環境と人工バリアにおける地下水移行シナリオを対象） 
FEP 間の相関関係に対して，シナリオとして取り込む必要性や影響の有
無に関する判定を実施 
地層処分低レベル放射性廃棄物の安全評価に関する FEP 情報の整備 

神崎ほか（2009） 

電事連・JNC（2005b） 

（7.3.2.4） 

○ ○  

長期変遷を考慮し
た状態設定および
シナリオ構築手法 

沿岸域における地質環境の長期変遷を考慮したシステムの状態設定手
法の整備 

NUMO（2011c） 

（7.3.2.1） 
○ ○  

ニアフィールドの長期変遷を考慮したシナリオ構築手法の整備 
NUMO（2011c） 

（7.3.2.2） 
○ ○  

自然現象の特徴とそれによる影響の伝播に関する地球科学的な知見を
THMC（熱，水理，力学，化学）の変化に着目して整理し，核種移行解析
モデル・パラメータ設定へとつなげていく手法の整備 

JNC，2005 

川村ほか（2008） 

江橋ほか（2009b） 

川村ほか（2010） 

○ ○  

自然現象の著しい影
響に関するシナリオ
構築手法 

サイト選定や工学的対策により回避することが前提となっているシナ
リオが発生したと仮定した場合（what if）の性能評価上の取り扱い手
法の整備 

Miyahara et al.（2008） ○ ○  

自然現象の著しい影響を仮想的に評価するための手法の整備 

Miyahara et al.（2009）

Kawamura et al.（2010）

NUMO（2011c） 

（7.3.2.3） 

○ ○  
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表 7.3.1-2 第２次取りまとめ以降の安全評価に関する技術の進展（2/4） 

項目 概要 
文献 

（あるいは本章の該当個所）

対象領域 

EBS NB BIO 

モデルの開
発 

母岩の不均質性お
よび設計のオプシ
ョンを考慮した核
種移行解析モデル
の高度化 

掘削影響領域における核種移行および遅延をより現実的に評価するための
二次元の核種移行モデルの整備 

若杉ほか（2004） ○   

母岩の不均質性や設計オプションをより現実的に評価するための三次元核
種移行モデルの整備 

Wakasugi et al.（2008）

NUMO（2011d） 

（7.3.3.2） 

○ ○  

処分場の合理化・最適化の設計研究開発との連携強化に向けた，処分場デザ
インの変化に対応可能な核種移行モデルの整備 

Murakami and Ahn（2008a）

Murakami and Ahn（2008b）
○ ○  

地質環境の好ましい部位に処分場のレイアウトを展開することで，地層処分
システム全体の性能改善を図るアプローチの整備 

高瀬ほか（2006） ○ ○  

地下水流動解析から得られる不均質な移行経路情報を核種移行解析モデル
に取り込むための方法論の整備 

牧野ほか（2005）    

地表環境および地
質環境の長期変遷
を考慮した核種移
行解析モデルの高
度化 

生物圏における気候変動の影響を，冷帯気候やツンドラ気候での降水量の減
少に着目し，灌漑水量，浸透／流出量，食物摂取のパラメータを変更するこ
とで取り扱う生物圏評価モデルと線量への換算係数の整備 

JNC（2005） 

鈴木ほか（2006） 
  ○ 

帯水層などの表層環境での水理・物質移行を明示的にモデル化し，生物圏評
価に取り込むための手法の整備 

稲垣ほか（2007） 

板津ほか（2009） 
  ○ 

沿岸域における地質環境の長期変遷を，核種移行解析モデルとして取り込む
ための手法の整備 

NUMO（2011d） 

（7.3.3.1） 
 ○ ○ 

核種移行解析に関
する計算手法の効
率化 

地下水解析コード（FEGM）と核種移行解析コード（FERM）に関する改良およ
びエスポ地下研究施設の地下水解析・塩化物イオン濃度解析への適用 

長谷川ほか（2004）  ○  

GoldSim による統計論的な核種移行解析モデルの整備 
Wakasugi et al.（2000）

JNC（2005）（7.3.3.3）
○ ○  

パラメータの時間的変化を考慮した効率的な核種移行解析ツールの整備 小尾（2010） ○ ○  

地層処分システムの応答特性を容易に把握するための近似解析解の導出 NUMO（2011a）（7.3.3.3） ○   

データセッ
トの整備 

データの整備 

ガラス溶解に関するデータベースの整備 
熱力学データベースの整備 
収着データベースの整備 
拡散データベースの整備 

林ほか（2005） 

Kitamura et al（2010）

舘ほか（2009） 

栃木・舘（2009） 

栃木・舘（2010） 

（7.3.4.1） 

○   

（各研究開発成果が対象とする領域 EBS:人工バリア NB:母岩 BIO:生物圏） 
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表 7.3.1-3 第２次取りまとめ以降の安全評価に関する技術の進展（3/4） 

項目 概要 
文献 

（あるいは本章の該当個所）

対象領域 

EBS NB BIO 

安全評価デ
ータセット
の整備 

データの整備 

ICRP1990 年勧告を反映した現行法令に基づく生物圏評価対象核種に対する線

量への換算係数の整備（高レベル放射性廃棄物および TRU 廃棄物） 
鈴木ほか（2006）   ○ 

収着や拡散に関するデータ測定方法の標準化 日本原子力学会（2006） ○ ○  

環境移行データの整備 放医研（2008，2009，2010）   ○ 

データセットの
設定 

実際の地質環境などを対象とした収着分配係数の設定の試行と JAEA の収着デ
ータベースの活用に関する手法の整備 

Ochs et al.（2008） 

舘ほか（2009） 

舘ほか（2010） 

（7.3.4.2） 

 ○  

特定の地表環境条件に関係する生物圏パラメータを，重要度，整備状況，入手
可能性などを考慮して設定する手順の整備 

Kato et al.（2009） 

Smith and Kato（2010）
  ○ 

余裕深度処分の安全評価における地下水シナリオで用いる核種移行パラメー
タのうち，土木工学に関係の深い事項を中心として，関連する知見および設定
の考え方に関する整備 

土木学会（2008） ○ ○  

具体的な地質環境情報を用いたデータセット設定の試行（間隙水数，分配係数）牧野ほか（2005） ○ ○  

地層処分低レベル放射性廃棄物の安全評価のための核種移行データセットの
作成 

Mihara and Sasaki（2005）

（7.3.4.3） 
   

安全解析 

感度解析手法 

評価結果に対して影響が大きいパラメータやそれらの定量的な条件を抽出す
る手法の開発 

若杉ほか（2002） 

JNC（2005） 

Ohi et al.（2007） 

江橋ほか（2009a） 

（7.3.3.3） 

○ ○  

生物圏評価で重要な GBI（Geosphere-Biosphere Interface）の設定に影響を与
える不確実性要因の整理 
多数の生物圏評価パラメータの中から重要度の高いパラメータを特定するた
めの手法の整備 

JNC（2005） 

加藤ほか（2005） 

加藤・鈴木（2008） 

Kato et al.（2009） 

Smith and Kato（2010）

 ○ ○ 

補完的指標 

表層での希釈水量などの不確実性を排除するための，処分場起源の放射性核種
のフラックスと天然のフラックスを比較する手法の整備 
天然放射性核種の濃度とフラックスにかかわるデータ収集・整理および集水域
に着目した天然放射性核種のフラックスの算出方法の整備 

Miyahara and Kato（2007）

JNC（2005） 

IAEA（2005） 

 ○ ○ 

（各研究開発成果が対象とする領域 EBS:人工バリア NB:母岩 BIO:生物圏） 
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表 7.3.1-4 第２次取りまとめ以降の安全評価に関する技術の進展（4/4） 

項目 概要 
文献 

（あるいは本章の該当個所）

対象領域 

EBS NB BIO 

他分野との連携 

具体的な地質環境が対象として与えられた場合の地質環境の調査・評価か
ら核種移行解析に至る一連の作業手順の例示 

牧野ほか（2005） ○ ○  

幌延深地層研究計画における不確実性を考慮した安全評価手法の検討 高瀬ほか（2007）  ○  

総合的な安全評価 
（手法を含む） 

我が国の一般的な地質環境を対象とした地層処分低レベル放射性廃棄物に
対する総合的な安全評価 

電事連・JNC（2005a） ○ ○ ○ 

第 2 次 TRU レポートにおいて示された課題に対する検討結果や新たに得ら
れた知見を用いて，システムの頑健性の程度や実現性を検討 

NUMO（2011a） ○ ○ ○ 

（各研究開発成果が対象とする領域 EBS:人工バリア NB:母岩 BIO:生物圏） 
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7.3.2  シナリオの構築に関する取り組み 

7.1 および 7.2 において述べたように，NUMO は，特定のサイトを対象とした地層処分システム

などの前提条件に応じて，状態設定を行い，シナリオを作成する。ここでは，7.3.1 に示した四つの

点に直接関連するシナリオの構築に関する技術開発成果として，以下の項目に関する概要について

記述する。各技術を開発した背景については，それぞれの冒頭において簡潔に述べる。 
 
・ 沿岸域における地質環境の長期変遷を考慮したシステムの状態設定手法 
・ ニアフィールドの長期変遷を考慮したシナリオ構築手法 
・ 自然現象の著しい影響を仮想的に評価するためのシナリオ構築手法 
・ FEP に基づくシナリオ構築手法および FEP 情報の整備 

 
7.3.2.1  沿岸域における地質環境の長期変遷を考慮したシステムの状態設定手法 
事業編で述べたように，地質環境特性として，地理，地形，地質学的にさまざまな可能性が考え

られる。このうち，沿岸域では，特に，内陸部に比べて，海水の影響や塩淡境界の変遷などを，隆

起・侵食や気候・海水準変動などの自然現象と関係付けながら考慮する必要がある。このような特

徴を考慮した安全評価手法を整備しておくことは，地質環境の多様性および長期変遷への対応とい

う観点から重要である。 
ここでは，これらの特徴を踏まえて，地質環境の長期変遷に関するシステムの状態設定について

例示する。具体的には，沿岸域の特徴を考慮したシステムの状態設定手順（図 7.3.2-1）を整理する

とともに，それらを例題に適用した内容について記述する（NUMO，2011c）。 
 

 
図 7.3.2-1 沿岸域を対象とした地質環境の状態設定の手順 

 
まずは，初期条件として，仮想的な沿岸域の地質環境（表 7.3.2-1）を設定し，標高，海底の地形

勾配，処分場深度の減少について分析した。この際，侵食速度の不確実性を考慮して，侵食速度が

隆起速度と等しいとした場合（ケース a）と侵食速度を 0 とした場合（ケース b）を想定した。 
 
 

初期条件の設定 

標高と地形勾配の分析 

汀線と塩淡境界の分析 

環境変遷の記述（状態設定）
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表 7.3.2-1 初期条件の設定例 

項目 値 備考 

海水準変動の周期 

10万年 

海退：7.5万年 

海進：2.5万年 

参考：過去数10万年程度については10万年

程度の明瞭な周期性が認められている（JNC，

1999bなど）。 

海水準変動の範囲 現在の海水準～-120m 

参考：過去数10万年程度の海水準は，現在

の水準と比較して，＋数 m～－120ｍ程度の

範囲で変動している（JNC，1999bなど） 

地形勾配 5% ― 

隆起速度 0.5 mm/y 

参考：藤原ほか（2005）によれば，日本列島

における隆起速度は最大1mm/y程度であり，

中でも0.6 mm/y を超える地域は分布が限ら

れる。 

侵食速度 ＜隆起速度＞ 参考：JNC（1999b）など 

地温勾配 3℃/100m 参考：日本における平均的な地温勾配 

 
その上で，ケース a を対象に，母岩の透水性によって，海水準変動への塩淡境界の追随性の違い

を，以下のように類型化した（表 7.3.2-2）。  
 

① 母岩の透水性が十分高く，海進・海退のいずれにおいても，汀線の移動に追随しガイベンヘ

ルツベルグ平衡の位置にある（パターン１） 
② 海退時には汀線の移動に追随しガイベンヘルツベルグ平衡の位置にあるが，海進時には追随

できない（パターン２） 
③ 母岩の透水性が低く，海進・海退のいずれにおいても汀線の移動に追随できない（パターン

３） 
④ 母岩の透水性が極めて低く，塩淡境界はほとんど移動しない（パターン４） 

 
表 7.3.2-2 母岩の透水性に応じた塩淡境界の追随性 

 

 
なお，一般的に，地下深部における塩淡境界の位置は汀線の位置と一致しない。そこで，パター

ン３を例として，汀線および塩淡境界の変化を整理した（図 7.3.2-2）。このような整理により，沿

岸域の環境が，対象とする時間において，海底下にあるか，陸側にあるか，塩水環境にあるか淡水

環境にあるかを把握することができる。 
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ケースa：侵食速度＝隆起速度の場合
パターン3：母岩の透水性が低く海進・海退のいずれでも
汀線の移動に追随できない場合
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深部の塩淡境界

汀線

 
図 7.3.2-2 汀線および塩淡境界の変化を整理した例（パターン３） 

 

侵食速度を 0 と仮定したケース b においても，同様の類型化を行うことが可能である。この場合

には，すでに述べたように，一定期間を経過すると，処分場を含む領域は離水し，完全に陸域の環

境へと推移する（NUMO，2011c）。 
前項において述べたように，将来の気候・海水準変動および隆起・侵食の複合的な影響によって

生じる沿岸域での環境変遷は，ある程度類型化することが可能と考える。 
一方，ニアフィールドについては種々の安全機能を期待することになり（6.2.2），これらの安全機

能の性能は，熱的条件，水理条件，力学・物理条件，および化学条件といった環境条件に影響を受

ける。従って，ここで整理する環境変遷は，ニアフィールドのシナリオを構築する上での前提条件

となるものであるとともに，ニアフィールドの環境条件がどのような現象によって時間とともに推

移するかという視点から整理することが効果的と考える。そこで，ケース a のパターン 3（図 
7.3.2-2 ）を例として，ニアフィールドの前提条件として着目すべき処分場周辺の環境条件と，気候・

海水準変動や隆起・侵食による環境条件への影響因子とを整理した（表 7.3.2-3）。 
 

表 7.3.2-3 ニアフィールドの前提条件として着目する環境条件および影響因子 

環境条件 影響因子 

熱的条件  地温  隆起・侵食による深度減少 

水理条件 

 地下水流向分布 

 地下水流量分布 

 圧力分布 

 隆起・侵食による地形変化 

 海水準変動による動水勾配の変化 

 塩淡境界の移動による流向・流速の変化 

 気候変動による涵養量の変化 

力学および 

物理条件 

 地圧 

 水圧 

 隆起・侵食による深度減少 

 海水準変動による基準面の変化 

化学条件  地下水水質 
 塩淡境界の移動による水質変化 

 異なる水質間での混合 
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 表 7.3.2-3 に挙げた観点に着目して，期間４～期間６を対象とした状態設定の例を表 7.3.2-4 に示

す。状態設定は，不確実性を考慮して，安全評価上，地層処分システムが将来どのように変遷する

かを記述することを目的としたものである。ここでは，図 7.3.2-3 に示した環境変遷のパターンに

従い，時間および空間を以下のように区分した。 
 
・ 空間区分：現在の標高-750m において汀線から沖合 3km～5km に展開される処分場領域の中

で，汀線からの距離に応じて環境変化に時間的なずれが生じることから，処分場領域を陸側，

中央部および沖合側の三つに区分する。 
・ 時間区分：上記の三つの処分場領域において環境変化の生じる 2 回目～6 回目の海水準変動

のそれぞれにおいて処分場よりも汀線が陸側にある期間と海側にある期間とを区分する。 
 

 
図 7.3.2-3 状態設定のための時間・空間区分 

 
以上の検討を通じて，沿岸域における海水の影響や塩淡境界の分布の時間的な変遷をより現実的

に取り扱うためのシステムの状態設定手法を例示した。本検討により，沿岸域におけるシステムの

頑健性を検討する際に重要となる将来の気候・海水準変動および隆起・侵食というような要素を抽

出し，これらの複合的な影響によって生じる地形変化，汀線や塩淡境界の移動といった沿岸域での

環境変遷を踏まえた評価が可能となった。 
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表 7.3.2-4 気候・海水準変動および隆起・侵食による環境変遷に関する状態設定の例（ケースa：パターン3） 

 期間4 期間5 期間6 

  

領域 3 領域 2 領域 1

母岩

比較的透水性
の高い地層

海

汀線

塩淡境界

 

領
域

1 

熱的条件 深度減少により10万年間で1.5℃程度低下 

水理条件 
汀線よりも陸側，塩淡境界よりも海側にあり，海側

に向かった遅い流れ 

海底下で海退時には沖合に，海進時には陸側に微小な

流動 

汀線および塩淡境界よりも陸側にあり地形勾配に

よる比較的速い流れ 

力学条件 10万年間で地圧が数MPa程度低下 

化学条件 
海水起源の地下水水質（高塩分濃度） 

 

海水起源の地下水水質（高塩分濃度） 降水起源の地下水 

領
域

2 

熱的条件 深度減少により10万年間で1.5℃程度低下 

水理条件 
汀線よりも陸側，塩淡境界よりも海側にあり，海側

に向かった遅い流れ 

海底下で海退時には沖合に，海進時には陸側に微小な

流動 

汀線よりも陸側，塩淡境界よりも海側にあり，海

側に向かった遅い流れ 

力学条件 10万年間で地圧が数MPa程度低下 

化学条件 
海水起源の地下水水質（高塩分濃度） 

 

海水起源の地下水水質（高塩分濃度） 海水起源の地下水水質（高塩分濃度） 

領
域

3 

熱的条件 海底下にあるため侵食による深度減少は生じず温度は変化しない 

水理条件 
汀線よりも陸側，塩淡境界よりも海側にあり，海側

に向かった遅い流れ 

海底下で海退時には沖合に，海進時には陸側に微小な

流動 

汀線よりも陸側，塩淡境界よりも海側にあり，海

側に向かった遅い流れ 

力学条件 海底下にあるため侵食による深度減少は生じず地圧は変化しない 

化学条件 
海水起源の地下水水質（高塩分濃度） 

 

海水起源の地下水水質（高塩分濃度） 海水起源の地下水水質（高塩分濃度） 

（矢印は，地下水の流向と大きさを表す） 

領域 3 領域 2 領域 1

比較的透水性
の高い地層

母岩

海

領域 3 領域 2 領域 1

母岩

比較的透水性
の高い地層

海

汀線

塩淡境界
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7.3.2.2  ニアフィールドの長期変遷を考慮したシナリオ構築手法 
（1） 背景と目的 

7.3.1 において述べたように，地層処分事業では拡充された知見の整理とその長期の安全性に与え

る影響の把握が必要である。そこで，研究開発などにより得られた最新の知見をシナリオ構築へど

のように取り込んでいくかについて，ニアフィールドの長期変遷に関するシナリオ構築を例として

示す。 
ニアフィールドを構成する人工バリアや周辺母岩は，核種移行を抑制するバリアとして機能する。

このため，地層処分システムの将来挙動を記述することは，処分場の設計にも影響を与えるため，

重要である。そのため，基盤研究開発機関は，第２次取りまとめ以降，ニアフィールドにおける長

期的変遷が人工バリアや周辺母岩へ及ぼす影響の理解を深めるために，研究開発を継続的に進めて

いる（6.6.2 参照）。また，ニアフィールドは，サイト固有の地質環境に依存する程度が，天然バリ

アと比較して，相対的に小さい。このため，特定のサイトがない現段階においても，ニアフィール

ドを対象とした技術開発を先行的に進めることは，特定のサイトの特徴を的確に取り込んでいくた

めの起点を準備するという観点から有用である。 
ここでは，上記の点を踏まえ，ニアフィールドを対象として，シナリオを構築する上で前提とす

る考え方を示すとともに，新たな知見を考慮して状態設定およびシナリオの構築を行う手順につい

て例示する。 
 

（2） 状態設定のアプローチ 
状態設定は，不確実性を考慮して，安全評価上，地層処分システムが将来どのように変遷してい

くのかを記述することを目的としたものである。具体的には，地質環境の調査・評価によって明ら

かになる地質環境条件や処分場の設計によって具体化する処分施設・人工バリアの仕様を取り入れ

つつ進める。なお，サイト調査および設計が状態設定に基づき行われるものでもあるため，反復的

に進めるものでもある。 
地下水による放射性核種の漏出と移行を想定した場合のニアフィールドでの閉じ込めは，核種移

行率の低減および移行を遅延する間の放射能の減衰を目指すものであり，6.2.2 において述べたよう

に以下に挙げる安全機能が作用するものと考えられる。 
 
・ 放射性物質の浸出抑制（固化マトリクスによる浸出抑制，発熱が著しい期間の地下水接触の

防止など） 
・ 放射性物質の移行抑制（放射性物質の溶解度制限，移流による移行の抑制，コロイド移行の

防止・抑制，収着による放射性物質の移行遅延，分散による移行率の遅延など） 
 

安全機能を設定して設計を行うためには，状態設定を考慮して進めることになる。状態設定の手

順を以下に示す。 
 
① 地下水による放射性物質の浸出・移行に関連する地層処分システムの特性（以下，特性とい

う）あるいは現象を抽出する。 
② 抽出した特性と安全機能とを対応付け，各安全機能を地層処分システムのどの部位に期待す

るかを明らかにする。 
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③ 特性に影響を与えるような地層処分システムの環境条件（以下，環境条件という）を抽出す

る。 
④ 環境条件の変遷に関与するような具体的な現象（以下，条件への影響因子という）を抽出す

る。 
⑤ 地質環境の特徴や処分施設・人工バリアの仕様を踏まえ，「条件への影響因子」によって生じ

る「環境条件」の変遷，環境条件の変遷に対応した「安全機能に寄与する特性」の振る舞い

について，当該時点で得られる最適の科学的知見を整理する（FEP カタログ）。また，科学的

知見に含まれる不確実性要因を抽出する。 
⑥ 上述の整理を踏まえ，システムの状態設定を行う。 

 
①～④では，核種移行挙動，安全機能に寄与する現象，環境条件および環境条件への影響因子（こ

れらを総括して，以下，状態設定に関連する FEP という）について，地層処分システムの構成要素

および安全機能と対応付けながら整理する。第２次取りまとめのレファレンスケースにおける人工

バリアの概念および7.3.2.1で示した環境条件を対象として，状態設定に関連するFEPを整理した（表 
7.3.2-5 および表 7.3.2-6 ）。なお，⑤については，既存の FEP 情報を適用した（神崎ほか，2009）。 
⑥については，時間スケールや空間スケールに配慮すること，分野間の情報の整合性を確保する

こと，および視覚的に理解しやすいものとすることに留意する。安全機能を基軸とした状態設定に

関する現象およびそれらの相互作用に着目しつつ，ニアフィールド環境がどのように変遷するかに

ついて安全評価上の設定を行った（表 7.3.2-7）。 
状態設定を作成する際には，期間を区分する。この区分は，安全機能を視軸として，放射能の減

衰，人工バリア材の変質，地質環境や地表環境の変遷およびこれらに関する不確実性の増大などに

留意して決定する。ここでは，安全機能のうち，オーバーパックによる発熱が著しい期間の地下水

接触の防止に着目して，第２次取りまとめ以降更新された知見を踏まえて設定した。 
第２次取りまとめ以降のオーバーパック腐食に関する研究開発では，人工海水などを用いた 10

年間にわたる長期浸漬試験が実施され，還元環境での炭素鋼の全面腐食速度が 2μm/y未満であり，

第 2 次取りまとめの設定値 10μm/y よりも十分に低いことが示されている（谷口ほか，2008；6.6.2.2
参照）。このため，オーバーパックの開口時期は，第２次取りまとめのレファレンスケースの設定

（1,000 年）以上の寿命が期待できる可能性があることに着目し，ニアフィールドの環境変遷を，安

全確保上の意義の観点から以下の三期間に区分した。 
 

・ 期間 I ：坑道閉鎖後の過渡期（坑道閉鎖～1,000 年後） 
・ 期間 II ：オーバーパック開口までの期間（1,000 年後～1 万年後） 
・ 期間 III ：1 万年後～10 万年後 
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表 7.3.2-5 安全機能を基軸とした状態設定に関する現象の整理例（安全機能と関連する条件） 

安全機能 特性 関連する条件 

 

放射性物

質の浸出

抑制 

発熱が著しい期間の

地下水の接触防止 

 耐食性 

 力学的強度 

 構造的健全性 

 溶接部耐食性 

 水質（pH，Eh および主要な塩分濃度など） 

 緩衝材水分飽和度 

 温度 

 放射線 

 外荷重（水圧，地圧など） 

ガラスマトリクスに

よる浸出抑制 

 ガラス固化体の低浸出性 

 核種の難溶解性 

 水質（pH，Eh および主要元素濃度など） 

 温度 

 地下水流速 

放射性物

質の移行

抑制 

収着による放射性物

質の移行遅延 

 緩衝材への核種の収着 

 岩石への核種の収着 

 水質（pH，Eh および主要元素濃度など） 

 緩衝材の鉱物組成 

 岩石の鉱物組成 

 亀裂充填鉱物 

放射性物質の溶解度

制限 
 溶解挙動 

 水質 

 温度 

移流による移行の抑

制 

 拡散 

 分散 

 緩衝材の止水性 

 岩盤の低透水性 

 緩衝材の材料組成と乾燥密度 

 緩衝材中のギャップおよび割れ目の有無と形状 

 母岩マトリクス部の透水性 

 母岩中の亀裂特性 

 坑道掘削影響領域の透水性 

＊「コロイド移行の防止・抑制」および「アクセス坑道およびその周辺が卓越した移行経路となることの抑制」については， 

適切な対策により確保されていることを前提とする 

安
全
機
能 

（
閉
鎖
後
閉
じ
込
め
） 
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表 7.3.2-6 安全機能を基軸とした状態設定に関する現象の整理例（条件と条件への影響因子） 

条件 条件への影響因子（現象） 

熱的条件 温度 
ガラス固化体の発熱 

 熱伝導（人工バリアおよび岩盤） 
 蒸発および水蒸気の移動 

水理条件 

地下水（実）流速 地下水飽和流動（定常流れ，密度差による非定常流れ） 

緩衝材水分飽和度 
再冠水 

 蒸発および水蒸気の移動 

母岩マトリクス 
坑道掘削影響領域の透水性 

岩石の変質（溶解，イオン交換，二次鉱物沈殿） 
 地下水流動 
岩盤の割れ 

 応力場の変化による亀裂開口幅の変化 
 亀裂表面および充填鉱物の変質（溶解，イオン交換，二次鉱物沈殿） 

力学的条件
（物理条件
を含む） 

圧力（水圧，地圧およびそのほかの応力） 
岩盤クリープ 

 緩衝材の膨潤 
 炭素鋼の腐食膨張 

緩衝材中ベントナイト有効密度 
緩衝材の膨潤 

 緩衝材の化学的変質（溶解，イオン交換，二次鉱物沈殿） 
 緩衝材の侵食 

埋め戻し材中ベントナイト有効密度 
埋め戻し材の膨潤 

 埋め戻し材の化学的変質 
 埋め戻し材の侵食 

化学条件 

水質（pH，Eh および主要塩分濃度など） 

地下水水質形成 
 地下水‐岩石反応 
 微生物および有機物の反応 
 操業時の空気の侵入 
 Fe の腐食および腐食生成物と水の反応 
 緩衝材と水の反応 
 セメント系材料の溶脱・変質 

緩衝材の鉱物組成 緩衝材の化学的変質 
岩石の鉱物組成（亀裂充填鉱物，亀裂表面，
マトリクス（変質部，未変質部など） 

岩石の変質（溶解，イオン交換，二次鉱物沈殿） 
 亀裂表面および充填鉱物の変質（溶解，イオン交換，二次鉱物沈殿） 
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表 7.3.2-7 ニアフィールドにおける状態設定の例 

 期間I：処分場閉鎖～1,000年後 期間II：1,000年後～1万年後 期間III：1万年後～10万年後 

システムの

状態 

ガラス固化体
作製時の割れ

オーバーパック

ギャップ

緩衝材ブロック

岩盤

坑道掘削時に
生じた割れ目

ベントナイト膨潤
による自己シール

鉄鉱物や微生物に
よる酸素の消費

コンクリート
支保

温度勾配

水分飽和度

変形/開口した
オーバーパック
と腐食生成物

ガラスの溶解と
変質層の成長

難溶解性核種
の沈殿

緩衝材への
核種収着

拡散による
核種移行

移
流
に
よ
る

核
種
移
行

マトリクス拡散

コロイドろ過

安全確保上

の意義 

廃棄体発熱および処分場建設・操業時に導入された
空気の影響（不飽和領域形成および酸化性条件への
推移）がなくなり核種の閉じ込めに適した地下深部
本来の条件が回復する。 
ベントナイトの膨潤により一様な圧縮応力場が形成
され，緩衝材中および隣接したバリアとの間のギャ
ップが閉塞することで，物質移動が拡散によって支
配される場が確保される。 

炭素鋼と緩衝材，緩衝材とコンクリート支保という異な
る材料を配置した場合，熱力学的に安定ではないため，
材料間の溶質移動と化学反応に伴い，環境に対してより
整合的な二次鉱物の境界層が形成され，間隙が閉塞する
ことで,地球化学的に定常となる。オーバーパックの水密
性により，地球化学的に定常となるまで廃棄体中に核種
が閉じ込められる。 

オーバーパック開口後ガラス固化体が接液し溶解と
核種の浸出が開始する。アクチニドなどの濃度は溶
解度で制限され超過分は沈殿する。オーバーパック
の外側では期間 II までに達成された定常的な場に
おいて拡散による核種移行が生じる。この際，核種
は鉄腐食生成物や緩衝材（二次鉱物を含む）に収着
され遅延される。 

環
境
条
件 

T 
廃棄体の発熱により温度が上昇するが緩衝材中の最
高温度は100℃以下である。放射能の減衰により数百
年後には地温程度にまで低下。 

期間Iの定常状態が継続する 

H 
坑道閉鎖後岩盤中の地下水の圧力水頭が回復し，緩
衝材への浸透が生じる。岩盤透水係数が小さい場合
には緩衝材冠水に数10年を要する。 

M 
緩衝材の膨潤によりギャップが閉塞し一様な圧縮場
となる。岩盤中の応力条件が変化し，坑道のクリー
プ変形が生じる。 

オーバーパックの腐食による強度低下および腐食膨張による緩衝
材圧密によってオーバーパックが変形し開口に至る。ガラスの破
砕が進む。 

炭素鋼の腐食膨張が継続し緩衝材の圧密お
よびガラス固化体の破砕が継続する。 

C 
閉鎖時に残留した酸素はオーバーパック，緩衝材中
の鉄鉱物や微生物によって速やかに消費される。 

Fe イオンによる変質（内側）および高 pH 条件での変質（外側）
により緩衝材の境界部に変質層が形成され間隙が閉塞に向かう。

ガラス溶解により核種が浸出する。ガラス
近傍での水の放射線分解によって生じる酸
化剤は鉄腐食生成物によって消費されるた
めに還元環境が維持される。 

T：熱的条件 H:水理条件 M:力学条件 C:化学条件 
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（3） シナリオ作成のアプローチ 
状態設定に基づき，安全評価上想定すべきシナリオを作成する。それぞれのシナリオにおいては，

環境条件の変遷，安全機能の時間的変化，核種移行挙動を相互に矛盾なく記述する。 
 
シナリオの構築に当たっては，安全評価上想定するシナリオについて合理的な十分性を確保する

（7.1.3）。そこで，事象の連鎖としてのシナリオを展開する際に，データのばらつきや知識の不足

などに起因して，複数の代替的なシナリオを選択肢として考慮せざるを得ない個所（シナリオ分岐）

を抽出する。ただし，合理的な十分性とは，長期安全性を主張する上で遺漏がないという意味であ

る。具体的には，以下のように時間区分と様相区分を設定して，安全評価上の有意な違いを明確に

することで，効率的にシナリオを構築する。 
 
・ 時間区分：安全機能を視軸として，放射性廃棄物中の放射能の減衰，人工バリア材の変質，

地質環境や地表環境の変遷およびこれらに関する不確実性の増大などの観点からの評価期間

を区分する。 
・ 様相区分：安全機能に期待できる性能および核種移行挙動への影響の観点から環境条件を定

性的に区分した様相を定義する。 
 

7.3.2.1 で示した沿岸域を対象としたシステムの状態設定を境界条件として，ニアフィールドを対

象に上記の時間区分および様相区分を行った（表 7.3.2-8）。なお，時間区分については，状態設定

（表 7.3.2-7）と同じものを想定している。 
これらの区分のもとに，各時間区分において，環境条件，安全機能に関する性能，および核種移

行挙動のすべてが同じ様相にあるような二つのシナリオは，同じものとして取り扱うことができる。

逆に，どこかの時間区分において，一つでも異なる様相にあるような状況が発生する場合には，シ

ナリオの分岐として取り扱う。なお，分岐の妥当性については定量的な解析を行う段階で感度解析

を行って確認する必要がある。 
前述の状態設定（表 7.3.2-7）に基づき 10 万年後までを対象として，蓋然性が高いシナリオの例

を整理した（表 7.3.2-9）。なお，第２次取りまとめでは，人工バリアは期待する安全機能を発揮す

ることなどを前提とした基本シナリオに対して，相互比較のための参照としてレファレンスケース

を設定した上で，人工バリアに対するさまざまな解析ケースを想定した安全解析が実施されている

（JNC，1999a）。この安全解析では，データ不確実性ケースや代替設計ケースなどが設定され，人

工バリアからの移行率にそれほど大きな影響を与えないことが示されている。蓋然性が高いシナリ

オの例（表 7.3.2-9）は，第２次取りまとめにおける人工バリアに対するさまざまな解析ケースに包

含されるものであり，その影響は顕著ではないことが示唆される。 
 
ここでは，研究開発などにより得られた最新の知見をシナリオへどのように取り込んでいくかに

ついて，ニアフィールドの長期変遷を例として，安全機能に基づく状態設定に着目した手法を示し

た。これにより，最新の知見の考慮や地質環境の多様性への観点から，合理的にシナリオを構築す

るための起点を整理した。 
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表 7.3.2-8 高レベル放射性廃棄物地層処分におけるニアフィールド環境条件の様相区分の例 

環境条件 様相の区分 

熱的条件 温度 
標準（地温程度）／やや高（ガラス溶解促進・核種移行特性変化）／ 

高（緩衝材熱変質） 

水理条件 

処分孔周辺の地下水流速 

低（ニアフィールドの核種移行が母岩中の拡散によって支配される）／ 

中（母岩中の移流によって支配される）／高（緩衝材中の拡散によって律速され

る） 

緩衝材水分飽和度 乾燥（施工時よりも低下した状態）／初期値／飽和 

母岩マトリクス部の透水性 標準（拡散支配となる状態）／高（移流支配となる状態） 

坑道掘削影響領域の透水性 小（処分孔周辺地下水流速低）／初期状態（同中）／大（同高） 

力学的条件 

圧力（水圧，地圧およびそのほかの応力）
低（標準以下）／標準（水圧＋容器腐食膨張後の緩衝材膨潤圧）／ 

高（標準以上） 

緩衝材中ベントナイト有効密度 低（初期値以下）／初期値／高（初期値以上） 

緩衝材中ギャップ・割れ目 なし／あり 

埋め戻し材中ベントナイト有効密度 低（初期値以下）／初期値／高（初期値以上） 

埋め戻し材中ギャップ・割れ目 なし／あり 

化学条件 

水質（pH） 
低（標準以下）／標準（地下水－緩衝材反応の平衡状態）／ 

高（標準以上） 

水質（Eh） 還元性／酸化性 

緩衝材のベントナイトのタイプ Na型／Ca型 

緩衝材中の初期成分以外の鉱物割合 低（初期不純物の反応・溶解）／初期状態／高（二次鉱物の沈殿） 

（標準や初期値以上あるいは以下として定義する様相については，FEPカタログに含まれる過去の解析や検討

の事例および予察な解析の結果などを踏まえ，安全評価の観点から「有意な」差異とみなすべきしきい値を設

定する。） 
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表 7.3.2-9 高レベル放射性廃棄物に対する蓋然性が高いシナリオの例（ニアフィールド） 

 閉鎖後1,000年間 1,000年～1万年後 1万年～10万年後 

核種 

移行 

核種の溶解 － －⇒○ ○ 

核種の拡散 － －⇒○ ○ 

核種の移流・分散 － － －⇒○(母岩のみ) 

安全 

機能 

発熱が著しい期間の地下水接触の防止 ○ ○⇒－ － 

ガラスマトリクスによる浸出抑制 △ △⇒○ ○ 

収着による放射性物質の移行遅延 △ △⇒○ ○ 

放射性物質の溶解度制限 △ △⇒○ ○ 

移流による移行の抑制 △ △⇒○ ○ 

環境 

条件 

熱 温度 やや高⇒標準*1 標準 

水 

理 

処分孔周辺地下水流速 中 

緩衝材水分飽和度 初期値⇒飽和*2 飽和 

母岩マトリクス透水性 標準 

掘削影響領域透水性 初期状態 

力 

学 

物 

理 

圧力 低 低⇒標準*3 標準 

緩衝材ベントナイト有効密度 初期値 初期値⇒低*4 低 

緩衝材中ギャップ・割れ目 あり⇒なし*5 なし 

埋め戻し材ベントナイト有効密度 初期値 初期値⇒低*6 低 

埋め戻し材中ギャップ・割れ目 なし 

化 

学 

水質（pH） 標準 標準⇒高*7 高⇒標準*8 

水質（Eh） 酸化性⇒還元性*9 還元性 

緩衝材のベントナイトタイプ Na型 Na型⇒Ca型*10 Ca型（境界部のみ） 

緩衝材中初期成分以外の鉱物割合 初期状態 初期状態⇒高*11 高 

注1：安全機能の「○」は安全機能として期待していることを，「△」はほかの機能のバックアップとして期待していることを，「-」は機能が期待していないこと
を示す。 

注2：表中のピンク色の網掛けは様相変化が生じる個所を示す。 
注3：環境変遷の要因；*1（廃棄体発熱量低下・熱伝導），*2（緩衝材再冠水），*3（緩衝材膨潤・容器腐食膨張），*4（アルカリ条件でのベントナイト溶解）， 

*5（緩衝材膨潤・自己シール），*6（アルカリ条件でのベントナイト溶解），*7（セメント反応・水酸化物イオンの拡散），*8（セメント溶脱によるC/S比低下），
*9（残留酸素の散逸・Feなどとの反応による消費），*10（境界部のみ，セメント反応・Caの拡散・イオン交換），*11（アルカリ条件での二次鉱物沈殿）
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7.3.2.3  自然現象の著しい影響を仮想的に評価するためのシナリオ構築手法 
地震・断層活動および火山・火成活動については，わが国において一般的に発生し得ると考えら

れる規模の地震などを除いて，適切なサイトを選定することで著しい影響を回避することが基本で

ある。従って，一般的には，地震・断層活動および火山・火成活動については，適切なサイト選定

を行うことを前提としつつも，対象とする時間スケールが超長期となるため，その発生時期や発生

可能性に関する不確実性を考慮しなければならない。このため，わが国の一般的な特徴やサイト固

有の特徴を考慮した上で，遠い将来において自然現象の著しい影響を仮想的に評価するための手法

を整備しておくことは必要である。 
以上を踏まえ，ここでは，自然現象がシステムに与える影響を仮想的に評価するための技術基盤

を整備することを目的として，地震・断層活動を例としたシナリオ構築手法について記述する

（NUMO，2011c）。 
 
（1） 力学的影響 
断層・破砕帯の構造については，変位量の大部分を受け持った部分と，その周辺の割れ目などが

発達した力学的損傷領域（ダメージゾーン）に区分する定義が一般化している。地下深部で新たな

断層が発生する場合，断層の発生直後はまだ後者の領域は発達していないが，その後，断層運動が

繰り返されることにより，その幅は 100～200m 程度までに達する可能性がある。 
また，断層・破砕帯のように歪みが局所的に集中している部分の周辺にも，歪みが（先行的に）

発生している変形領域が広範に分布することが想定される。そのような変形領域内には微小亀裂の

発達や既存亀裂の変形などが想定される。 
 

（2） 化学的影響 
断層の新生により，地表から涵養される地下水との化学的相互作用などにより，角礫や砂状の破

砕物などの比表面積の大きい部位の変質が進むと考える。 
 

（3） 熱的影響 
地震性の断層活動による摩擦熱により温度の上昇が生じることがある。摩擦熱により上昇する断

層周辺の温度は，熱の影響を受けた断層ガウジ（細粒・未固結の断層内物質）の鉱物組成などによ

り推定されることがある。野島断層の断層ガウジの研究では，過去には 400～450℃以上で 5 分間に

相当する摩擦熱を被り，最近では少なくとも 300～350℃で約 5 分間に相当する摩擦熱を被った可能

性が推定されている（Fukuchi et al.，2007）。 
 

（4） 水理学的影響 
断層活動の水理学的影響としては，地震に伴う地下水圧（水位）の変化と，破砕帯の形成に伴う

透水構造の変化が挙げられる。地震に伴う地下水圧の変化は，一般的には一時的なものであり，変

化量も通常の季節変化の範囲内に収まるとされている（Ishimaru and Shimizu，1997）。破砕帯の透水

性については，結晶質岩や堆積硬岩の場合，透水性が母岩より低い部分と，高い部分からなり，後

者が前者を挟むように分布するサンドイッチ構造をなすことが多い（例えば，Wibberley and 
Shimamoto，2003）。 
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（5） 地層処分システムへの影響 
前項に述べた知見に基づき，将来，処分場を横切る断層が新生した場合，断層によって直撃され

る廃棄体については，廃棄体や人工バリアの破壊といった直接的な影響が生じるものと考えられ，

それ以外の廃棄体についても，地下水流動や地下水水質の変化といった間接的な影響が生じること

が想定される。断層の新生時の地下水流動パターンとしては，還元性深部地下水の上昇（シナリオ

１），および酸化性地表水の引き込み（シナリオ２）を設定した（図 7.3.2-4）。 
シナリオ１の場合，新生断層から一定の範囲内にある廃棄体については母岩中の移行距離が短縮

されるが，それ以上離れた廃棄体については移行距離は不変と考える。なお，断層および母岩中の

地下水は還元性である。一方，シナリオ２の場合，新生断層を通じて深部に下降した地表水は処分

場を通過してほかの既存の透水性断層などに至り，そこから地表に向かうという保守的な仮定をお

く。ここで，断層割れ目帯と交差するものも含めすべての廃棄体について核種移行距離は不変と仮

定することができる。なお，このシナリオでは母岩および断層中の地下水は酸化性であるものと想

定する。 
 

断層・破砕帯と交差する廃棄体

断層新生により移行距離の短縮する廃棄体

その他の廃棄体

断層・破砕帯

広範な変形領域

還元性地下水の流れ 酸化性地下水の流れ

シナリオ１還元性深部地下水の上昇 シナリオ２ 酸化性地表水の引き込み

還元性地下水の流れ

断層・破砕帯

酸化性地下水の流れ

広範な変形領域

断層・破砕帯と交差する廃棄体

断層新生により移行距離の短縮する廃棄体

そのほかの廃棄体

 
図 7.3.2-4 断層活動の影響に関するシナリオの概念 

 
以上の二種類のシナリオ，および断層との位置関係に応じた廃棄体区分について，安全評価上，

地層処分システムがどのように変遷するかを設定した（表 7.3.2-10。また，断層活動の影響に関す

る安全解析を試行した結果を参考資料 1 に示す。 
ここでは，長期安全性を議論する際に考慮すべき自然現象との一つである断層活動を例として，

これらの著しい影響に関するシナリオ構築手法について検討した。これにより，実際のサイトの特

徴を考慮して自然現象がシステムに与える影響を仮想的に評価するための出発点を整備した。 
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表 7.3.2-10 処分場を横断する新たな断層が生じた場合の安全評価上の変遷を整理した例 

 断層新生直後の現象 その後の定常的変遷 

 廃棄体の破壊・緩衝材のせん断

温度上昇
核種の溶解・散逸

プロセスゾーン
微小亀裂の形成
透水性上昇

ダメージゾーン
岩石のせん断
卓越流路形成

角礫

細粒破砕物

熱水対流

断層変位

割れ目の形成

 

ダメージゾーン
岩石－地下水反応

角礫の変質

細粒破砕物の変質
断層ガウジの生成

透水性低下

定常流れ
（上昇流の場合）

定常流れ
（下降流の場合）

プロセスゾーン
の拡大

再活動

酸素の緩衝材への拡散
鉄鉱物等による還元

ダメージゾーン

などによる還元

 

シナリオ１ 
 

（還元性深部地
下水の上昇） 

断層と交差する廃棄体

熱：断層摩擦発熱により 300℃以上まで上昇（数分
間） 

水：発熱に起因する熱水対流・緩衝材止水性低下
力：廃棄体の破壊・緩衝材のせん断 
化：核種の溶解および人工バリア外への散逸 

熱：再活動時の温度上昇 
水：発熱に起因する熱水対流 
力：緩衝材の反復的せん断 
化：核種は完全に散逸 

それ以外の廃棄体 

熱：若干の温度上昇（短期間） 
水：間隙水圧変化による過渡的流動 
力：地震動 
化：- 

熱：- 
水：広範な変形領域の透水性上昇に伴う流速増大 
力：地震動 
化：還元性雰囲気での核種移行 

シナリオ２ 
 

（酸化性地表水
の引き込み） 

断層と交差する廃棄体

熱：断層摩擦発熱により 300℃以上まで上昇（数分
間） 

水：発熱に起因する熱水対流・緩衝材止水性低下
力：廃棄体の破壊・緩衝材のせん断 
化：核種の溶解および人工バリア外への散逸 

熱：再活動時の温度上昇 
水：発熱に起因する熱水対流 
力：緩衝材の反復的せん断 
化：核種は完全に散逸 

それ以外の廃棄体 

熱：若干の温度上昇（短期間） 
水：間隙水圧変化による過渡的流動 
力：地震動 
化：- 

熱：- 
水：広範な変形領域の透水性上昇に伴う流速増大 
力：地震動 
化：周辺の地下水の酸化・緩衝材中の鉄鉱物による還元 
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7.3.2.4  FEPに基づくシナリオ構築手法およびFEP情報の整備 

7.1.3 および 7.2.1 で述べたように，状態設定やシナリオ作成では，安全機能を基軸として構築し

たシナリオ構築に対して，FEP（7.1.3 参照）を抽出して，それらの相互関係を考慮しながらシナリ

オの十分性を確保する。FEP は，人工バリアと天然バリアの長期的な変遷を設定する上での基盤と

なるものである。従来の FEP に基づくシナリオ構築手法では，以下の点が課題となっていた。 
 
・ リスト化した個々の FEP の相関関係には，複数の起因事象の発生に伴う影響が混在し，相関

関係を整理し，理解することが困難な場合が多い 
・ 選定したシナリオと考慮される FEP との関係（範囲）が不明瞭なケースが存在する 
・ シナリオの設定に至る科学的知見や専門家判断の追跡性の確保 

 
また，FEP に関する情報は，データベースとして格納することが重要であるとともに，得られた

知見を反映して継続的に更新する必要がある。 
そこで，この課題に対して，神崎ほか（2009）は，FEP リスト作成から，シナリオ構築に至るま

での作業フロー（図 7.3.2-5）を策定するとともに，作業フローに基づき FEP 情報を FEP データベ

ースとして取りまとめている。さらに，地層処分低レベル放射性廃棄物については，第 2 次 TRU
レポートで用いられた FEP に関する情報が，包括的 FEP リストに基づいて整理されている（電事連・

JNC，2005b）。 
 

FEPデータベース構築の流れ アウトプット
（データベース収録データ）

内容及び作成手順

国際FEPリストに基づくFEPリストを
作成

FEP相関関係図を作成

物理化学的現象（FEPリスト)，安全

性への影響の可能性項目・理解
の現状，その他データを作成する

安全性可能性・理解の現状につい
てのA‐D判定を実施する

専門家判断による修正・変更

シナリオ（標準・サブ）の構築を行
う

FEPリスト

FEP相関関係図

FEPシート安全性可能性・理
解の現状のデータ

FEPシート安全性可能性・理
解の現状についてのA‐D判定

専門家判断による判定結果
修正

シナリオ（標準・サブ）

国際FEPリストを参考に作成

知見をFEPリストにしたがって
取りまとめたものFEPシートに

よる知見から，一連の事象の
生じる可能性を示したもの

一連の事象について，事象
のシナリオへの影響を主体
にA‐Dに判定したもの

安全性への影響の可能性
項目・理解の現状の評価か
ら作成

 
図 7.3.2-5 FEPリスト構築からシナリオ構築までの作業フロー 

（出典：神崎ほか，2009） 

 
以上のことから，長期変遷を考慮してシナリオを構築するための基盤情報として，FEP に基づく

シナリオ構築手法および FEP に関するデータベースが整備された。 
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7.3.3  モデルの開発に関する取り組み 

ここでは，NUMO および基盤研究開発機関が進めてきたモデルの開発のうち， 7.3.1 に示した四

つの点に直接関連する技術開発成果として，以下の項目に関する概要について記述する。 
 
・ 地質環境および地表環境の変遷を考慮した核種移行解析モデルの高度化 
・ 母岩の不均質性および設計のオプションを考慮した核種移行解析モデルの高度化 
・ 核種移行解析モデルにおける計算手法の効率化 

 
7.3.3.1  地質環境および地表環境の変遷を考慮した核種移行解析モデルの高度化 
（1） 背景と目的 

7.3.2.1 で述べたように，沿岸域では，処分場周辺での塩淡境界の移動に伴う地下水水質や流向・

流速の変化が生じるとともに，GBI の位置や環境条件も時間とともに推移することが特徴である。

このため，不均質な母岩中での卓越した移行経路の分布という内陸部と共通の課題に加えて，これ

らの沿岸域の特徴を考慮した核種移行解析を行うことが必要となる。 
一方，空間的不均質性を考慮した各位置・各時刻の流動条件や地下水水質に対応した核種移行特

性をそのまま入力条件として用いた核種移行解析は極めて複雑なものとなり，種々の影響因子や変

動要因の影響を明確にすることが困難となる。 
以上の点を踏まえ，沿岸域の特徴をより現実に即して取り込むための技術基盤を整備することを

目的として，以下のような場の変遷を考慮した核種移行解析手法を開発した（NUMO，2011d）。 
 
・ 地質環境の変遷を考慮した核種移行解析 
・ 地表環境の変遷を考慮した生物圏評価 

 
（2） アプローチ 
沿岸域の環境変遷に対応した核種移行解析の手順を図 7.3.3-1 に示す。 
 

（i） 前提条件の設定およびGBIの環境変遷の把握 

沿岸域では，塩淡境界に起因する密度流が発生する可能性があることから，処分場領域の代表点

での地下水流向・流速および地下水水質の時間変化は，極めて複雑な挙動を示す（例えば，太田ほ

か，2007）。このため，このような複雑な場の特徴を核種移行解析に取り込むためには，地下水流向・

流速および地下水水質の時間的な変化をそのまま核種移行解析の入力情報として用いることは合理

的ではない。従って，安全評価上の保守性を確認しつつ，複雑な挙動を単純化して核種移行解析や

生物圏評価の前提条件とすることが必要がある。 
7.3.2 に示したように，気候・海水準変動および隆起・侵食による環境変遷に伴い，沿岸域にある

処分場領域内は，処分場領域内の代表点が陸域または海底下に属するか，地下水水質が塩水・淡水

であるかによって表 7.3.3-1 の 4 パターンに区分することができる。 
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① 前提条件の設定
• 密度流を考慮した広域の地下水流動の把握

• 地下施設の深度およびパネルの設定
• 気候・海水準変動および隆起・侵食による環境変遷の把握

② GBIの環境変遷の把握

③ 三次元不均質場での地下水流動解析

④ ランダムウォーク法による三次元物質移行解析

⑤ 一次元マルチチャンネルモデルの作成

⑥ 核種移行解析

⑦ 被ばく線量の算出

不均質性および地質環境の
変遷を考慮した核種移行解析

地表環境の変遷を
考慮した生物圏評価

地表環境の変遷を
考慮した生物圏評価  

図 7.3.3-1 沿岸域の環境変遷に対応した核種移行解析の手順の例 

 

表 7.3.3-1 地下水の塩分濃度と汀線との位置関係による区分 

区分番号 塩分濃度と位置 

a 海底下の塩水域 

b 陸側の塩水域 

c 海底下の淡水域 

d 陸側の淡水域 

 
そこで，まず，当該地域での気候・海水準変動および隆起・侵食による環境変遷の類型化を行い，

処分場領域内の代表点ごとに，核種移行の場のタイプがどの時期に切り替わるかを明らかにする。 
次に，該当する環境変遷パターンにおいて生じる核種移行の場のタイプごとに，以下の情報を抽

出する。 
 
・ 処分場領域内の代表点ごとの地下水の流向および流速（最大値） 
・ 処分場領域内の代表点ごとの代表的な地下水水質（塩分濃度） 
・ 処分場領域内の代表点ごとのGBI 

 
GBI の環境変遷の把握においては，GBI の範囲を把握し，環境の変遷（海底／陸域）についての

時間区分を行う。 
 

（ii） 変遷する地質環境における核種移行解析技術 
不均質場での三次元水理解析では，前提条件として設定した各時間・空間区分に対応して，それ

ぞれ不均質場におけるニアフィールドを対象とする。次に，三次元水理解析の結果に基づき，ニア
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フィールドの三次元物質移行解析を行う。この三次元物質移行解析結果に基づき，核種移行に関す

る一次元マルチチャンネルモデルを作成する。これらの手順の詳細は，7.3.3.2 に示す（Wakasugi et al.，
2008：NUMO，2011d）。 
核種移行解析においては，作成した一次元マルチチャンネルモデルを用いて，それぞれの核種移

行の場が現在から将来にわたって継続することを仮定した計算を個別に行い，それぞれ対応する

GBI への核種移行率を算出する。さらに，各代表点に対して，核種移行の場が切り替わる時期に対

応して各GBI への核種移行率を切り替えて合算する。模式図を図 7.3.3-2 に示す。 
 

0 10 20 30 40 50 60
時間（万年）

核種移行場：a

核種移行場：b 核種移行場：c

核種移行場：ｄ

領域1
領域2

領域3

領域1
領域2

領域3
領域1領域2

領域3

領域1
領域2

領域3

a. 海進および海退に従う海底下の塩水の流動
b. 塩淡境界の移動に伴う陸側の塩水の流動
c. 海底下の淡水の対流による上方への流動
d. 地形勾配による陸側の淡水の流動

核
種
移
行
率

期間
1

期間
2

期間
3

期間
4

期間
5

期間
6

期間
7

期間
8

期間
9

期間
10

領域1 a a a b a d c d c d

領域2 a a a b a b a d c d

領域3 a a a b a b a b c d

①処分場周辺で予想される複数の流動場それぞれについての核種移行
解析を個別に実施する

②処分場内の位置ごとに異なる「場のタイプの転換時期」に応じてこれら4
種類の核種移行解析結果のうち該当するものを採用し継ぎ合わせる

③各時期ごとにそれぞれのGBIへの核種移行率を積算し，当該時点での
GBIの環境条件に対応する生物圏での被ばく線量を算出する  

（領域1～3は図 7.3.2-3に例示したような母岩領域を表す） 
図 7.3.3-2 沿岸域の環境変遷に対応して核種移行率を算出するイメージ 

 
 

（iii） 変遷を考慮した生物圏評価技術 
沿岸域の生物圏では，GBI の時間変化を考慮して，被ばく線量を算出するための換算係数を算出

する。 
沿岸域での環境変化を考慮した生物圏評価技術を構築するに当たって，Biosphere Model Validation 

Study（BIOMOVS II，1996）の第 2 フェーズで開発されている生物圏評価のための様式化アプロー

チを用いる。この手法は，IAEA の生物圏モデリングと評価手法（BIOMASS）（IAEA，2003）や

BIOCLIM プロジェクト（BIOCLIM，2004）のもとで開発され，種々の事例への適用を通じて検証・

改良が行われてきたものである。ここでは，このアプローチに基づき，以下の手順について記述す

る。 
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・ 生物圏評価のための評価条件の設定 
・ 着目する生物圏の特定 
・ 被ばくグループの想定 
・ 生物圏モデルの構築と評価の実施 

 
生物圏評価のための評価条件の設定では，評価の目的，評価の指標，評価の考え方，地層処分シ

ステム，サイト条件，ソースタームおよび GBI，評価の時間スケール，社会条件に関する仮定の各

項目を決定する。 
次に，着目する生物圏の特定では，生物圏とその変遷をどのように解析に取り込むかを決定する。

BIOMASS で提案されている以下の三段階から成る手順に従い決定する。 
 
Step1：評価背景に記載された情報に基づいて生物圏に含めるべき構成要素を系統的に特定し，そ

の妥当性を検討する。 
Step2：評価背景に基づいて，生物圏の変化を考慮すべきかどうかを判断する。生物圏の変化を扱

うことが必要となった場合，将来の生物圏の経時的変化を整理し，生物圏への影響を記述

する。 
Step3：各シナリオにおいて生物圏の変化を表す手法を選択する。 
 
これらの段階を経て，沿岸域における生物圏モデルでは，気候変動による人間活動への影響，海

水準変動および隆起・侵食によるGBI の変遷を取り入れる。また，変遷としては，気候変動とGBI
の変遷を取り入れたケース，陸域がGBI であるケース，海底がGBI であるケースなどを考慮する。 
被ばくグループの想定では，BIOMASS のリスト（IAEA，2003）を参照し，潜在的に被ばくグル

ープとなり得る人間活動のタイプを抽出して，評価対象を設定する。BIOMASS では，生物圏に含

まれる種々の媒体のそれぞれに関連する人間活動を分類している（IAEA，2003）。このようなアプ

ローチに基づき，沿岸域において線量が最も高くなり得るグループを想定した場合，海洋環境（潮

間帯を含む）を利用する漁業従事者グループと臨海部の土地を使って放牧を行う農業従事者グルー

プを想定する。将来の気候変動によって，次第に寒冷化する時期には，農業システムの変化やそれ

に伴う食生活や移住率の変化が農業従事者グループに生じると想定する。また，被ばく経路として，

吸入，外部被ばく，および種々の食品（畜産物，魚介類，海草・藻）の摂取を想定する。これらの

被ばく経路は，GBIの位置の変遷や，気候変動などによって影響を受けると想定する。 
生物圏モデルの構築と評価の実施では，前項までの検討結果に基づき，生物圏を構成するコンパ

ートメント（主要な生物圏構成要素を，それぞれ一定の容積を有する区画としてとらえたもの）お

よびこれらの間の核種移行を設定する。本検討の設定例を図 7.3.3-3 および図 7.3.3-4 に示す。これ

らに基づき，生物圏評価を実施するとともに，生物圏評価結果の分析を行う。 
処分場領域が陸側の淡水域にある場合には潮間帯堆積層がGBI となり，それ以外の場合には沿岸

海底堆積層（無酸素層）がGBI となる。線量換算係数の算出に当たっては，個々の核種および崩壊

系列の親核種について一定のGBI への移行率を設定することによって被ばく線量を計算し，それら

の比率として被ばく線量換算係数を算出する。GBI ごとに算出する核種移行率に対して，被ばく線

量換算係数を適用することにより，全体システムについての安全解析の結果を得る。 
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図 7.3.3-3 GBIが沿岸海底堆積層および潮間帯堆積物である場合の生物圏内の 

核種移行に関する概念モデルの例 
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表面（有酸素層）

農業従事者 海洋漁業従事者
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図 7.3.3-4 被ばく経路に関する概念モデルの例 



 

7-67  

（3） 例題への適用 
前述のモデル化手法に従って，隆起・侵食および気候・海水準変動などの自然現象によって生じ

る沿岸域での環境変遷を考慮した安全解析を試行した（参考資料 2：NUMO，2011d）。 
これらの検討により，不均質場を取り入れた核種移行解析技術，将来の環境変遷を考慮に入れた

沿岸域におけるシナリオ構築技術，処分場周辺の広域場とその環境変遷を考慮に入れた生物圏評価

技術などの技術基盤に基づき，これまでの安全評価では適用が困難であった沿岸域の処分場での環

境変遷を考慮した安全解析が可能となった。 
 

7.3.3.2  母岩の不均質性および設計のオプションを考慮した核種移行解析モデルの高度化 
（1） 背景と目的 
段階的に進められる地層処分事業では，さまざまな不確実性や制約条件への対応に配慮して，複

数の設計オプション（パネル／坑道配置方法，廃棄体定置方式など）を検討する。設計オプション

を適切に絞り込むためには，設計オプション間の相違を，安全性，経済性など，さまざまな観点か

ら評価することが必要である。ここで，性能評価の観点から設計オプション間の差異を評価する場

合，既存の一次元モデルでは，人工バリアや地下施設の三次元的形状および周囲の岩盤の不均質性

が保守的に簡単化されるため，定量的な差別化が困難な状況であった。 
そこで，設計オプションの違いを性能評価の観点で評価するための技術基盤を整備することを目

的とし，人工バリア／地下施設の形状や周囲の岩盤の不均質性を考慮するための手順およびツール

を開発した（Wakasugi et al.，2008：NUMO，2011d）。 
 

（2） アプローチ 
（i） 概要 
母岩の不均質性や人工バリアの三次元的形状といった設計オプションに起因する複雑な核種移行

経路を適切に考慮するための手順を開発した（図 7.3.3-5）。この手順を具現化するツールとして，

三次元不均質場核種移行解析ツール Partridge（Particle tracking in deep geological environment）を開発

した。 
前提条件の設定 
前提条件として，三次元水理解析や三次元物質移行解析の対象となる解析領域を設定し，人工バ

リアなどの構造物の寸法や形状，それらの配置を設定する。それらに基づき，構造物の形状情報を

含んだ三次元のメッシュデータを作成する。 
 

三次元水理解析 
三次元水理解析では，水理条件としての不均質場および境界条件を設定し，定常状態の三次元地

下水流動解析を行う。 
不均質場の設定においては，母岩中の亀裂を再現するために，個々の亀裂の位置，方向，大きさ，

透水量係数などを設定し，三次元亀裂ネットワークを作成する。次に，三次元亀裂ネットワークと

三次元メッシュデータを前提として，透水係数場を作成する。 
さらに，解析領域に対して水頭やダルシー流速に関する境界条件を設定し，作成した透水係数場

を用いた三次元地下水流動解析（定常）を実施する。地下水流動解析から得られる圧力分布やダル

シー流速分布に基づき，実流速分布を計算し，次のステップにおける物質移行解析の入力データと
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する。 
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図 7.3.3-5 母岩の不均質性および人工バリアの三次元形状を考慮した核種移行解析の手順 

 
三次元物質移行解析 
三次元物質移行解析では，水理解析から得られた実流速分布に加えて，各媒体での分配係数や拡

散係数などの物質移行データに基づき，初期に廃棄体に配置した保存性トレーサの粒子に関して，

物質移動解析を行う。多数の粒子について移行解析を行うことにより，各位置での物質の移行率に

関する基本解（廃棄体からの浸出，溶解度および崩壊を考慮しない物質の移行率）を得ることがで

きる。 
 

畳み込み積分による核種移行解析 
三次元物質移行解析において得た各位置における物質移行率の基本解は，放射性崩壊や溶解度を

考慮しておらず，また，廃棄体からの浸出期間を考慮せずに瞬時放出を仮定した移行率を表すもの

である。そこで，この物質移行率の基本解と廃棄体からの浸出率を畳み込み積分する。この際，核

種の放射性崩壊や溶解度制限放出の効果も同時に組み込むことによって，廃棄体からの核種浸出率

や放射性崩壊，溶解度を考慮した，各位置における核種移行率を算出する。 
 

一次元マルチチャンネルモデルによるフィッティング 
ここでは，三次元物質移行解析結果を近似する一次元マルチチャンネルモデルを作成する。これ

により，三次元の解析を模擬する計算時間の短いモデルが整備され，多数の解析ケースに対応可能

となる。ここで用いる一次元マルチチャンネルモデルは，掘削影響領域の地下水流量が異なる複数

の人工バリアが成すマルチチャンネルと，透水量係数が異なる複数の母岩亀裂が成すマルチチャン

ネルによって構成されるモデルである。そして，作成した一次元マルチチャンネルモデルを用いて，
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複数の核種に関する核種移行解析を行う。 
 
なお，不均質場の作成および三次元物質移行解析ついては，独立した解析や知見との比較検証を

行い，その妥当性を確認している（NUMO，2011d）。 
 

（3） 例題への適用 
上述のモデル化技術を例題に適用した事例を参考資料 3 に示す（NUMO，2011d）。具体的には，

複数の不均質場を想定し，三次元水理解析および三次元核種移行解析を実施するとともに，廃棄体

の竪置きと横置きに起因する性能評価上の違いや，坑道と直交する断層と廃棄体との離隔について

も検討した。 
これらの検討により，多様な地質環境のもとで設計オプションの違いを性能評価の観点から評価

できるようになった。 
 

7.3.3.3  核種移行解析モデルにおける計算手法の効率化 
安全評価においては，長期変遷を考慮して設定したシナリオに基づき，さまざまな解析ケースを

設定して核種移行解析を行う。このため，解析作業や計算時間を効率化することは有効である。こ

こでは，基盤研究開発機関およびNUMO が進めてきた以下の技術開発の概要について記述する。 
 
・ データの不確実性を統計論的に取り扱うための核種移行解析モデルの開発 
・ 地層処分システムの応答特性を容易に把握するための近似解析解の導出 

 
（1）  データの不確実性を統計論的に取り扱うための核種移行解析モデルの開発 
事業の安全評価では，安全解析の結果のみならず，モデルやデータの不確実性が結果に与える影

響を把握し，地質環境の調査・評価および処分場の設計にフィードバックすることが重要である。 
第２次取りまとめにおいては，決定論的な計算手法（一つのパラメータに一つの値を設定する方

法）が採用され，個々の不確実性の影響を個別に評価した。このような決定論的な計算手法では，

個々の不確実性の取り扱いと解析結果との対応がわかりやすいという利点がある一方で，複数の不

確実性を同時に考慮した組み合わせが適切であることを示すことが難しいという課題がある。 
この課題に対しては，データセットの幅からランダムにサンプリングする統計論的な手法が有効

であることから，データの不確実性の影響を網羅的かつ効率的に把握するための核種移行解析モデ

ルが開発されている（Wakasugi et al.，2000：JNC，2005）。モデル構築においては，諸外国の安全評

価において使用された実績（例えば，U.S.DOE，1998）を有する汎用的なソフトウェアであるGoldSim
が用いられている（図 7.3.3-6）。開発されたモデルによる統計論的な計算手法の結果を図 7.3.3-7 に

示す。図 7.3.3-7 では，第２次取りまとめにおけるレファレンスケースとシステム性能の総合的評

価に対する線量の最大値をプロットしており，統計論的な計算手法の結果が決定論的な計算手法の

結果の上限値とほぼ等しいことがわかる。これにより，決定論的な計算手法と統計論的な計算手法

を相互補完的に用いることにより，不確実性の取り扱いに対する信頼性と効率を向上させることが

できる。なお，諸外国の安全評価においても，決定論的な計算手法以外に統計論的な計算手法を用

いている場合も多く（例えば，Nagra，2002：SKB，2006），事業段階では安全評価の目的に応じて

これらを組み合わせて使用する。 
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さらには，統計論的な計算手法の結果に対して，複数の統計手法を組み合わせることにより，計

算結果に与える影響が大きいパラメータが抽出されている（表 7.3.3-2）。表 7.3.3-2 では，影響が大

きいパラメータとして透水量係数分布の平均値が抽出されている。このような情報は，事業段階に

おいて不確実性を効果的に低減するという観点から，調査計画の立案に反映することが可能である。

なお，地層処分低レベル放射性廃棄物および生物圏評価についても類似の検討が進められている（電

事連・JNC，2005a：Ohi et al., 2007：JNC，2005）。 
 

(a)

(b)

(d)

(c)

 
（（a）概念モデル，(b）人工バリア，(c)母岩，(d)断層） 

図 7.3.3-6 Goldsimを用いた核種移行解析モデルの画面 

（出典：JNC，2005）
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図 7.3.3-7 統計的な解析結果の例 

（若杉ほか，2002を一部修正） 

 
表 7.3.3-2 統計的な解析結果から影響が大きいパラメータを抽出した例 

（若杉ほか，2002を一部修正）

*：正の相関は当該パラメータの増加により総線量の最大値が増加し，負の相関は当該パラメータの増加により総線量の最大値が減少すること
を示す。

**：5番目以降のパラメータの感度は無視できるほど小さい。

岩盤に対するCsの分配係数

（負）

Npの溶解度

（正）
ガラスの溶解速度

（正）
-5

岩盤に対するThの分配係数

（負）
マトリクス拡散寄与面積率

（負）
マトリクス拡散寄与面積率

（負）
マトリクス拡散寄与面積率

（負）
4

岩盤に対するUの分配係数
（負）

岩盤に対するCsの分配係数
（負）

マトリクス拡散深さ
（負）

マトリクス拡散深さ
（負）

3

マトリクス拡散深さ
（負）

マトリクス拡散深さ
（負）

岩盤に対するCsの分配係数
（負）

岩盤に対するCsの分配係数
（負）

2

透水量係数の平均値
（正）

透水量係数の平均値
（正）

透水量係数の平均値
（正）

透水量係数の平均値
（正）

1

クラスタ3クラスタ2クラスタ1全リアライゼーション**順
位

 

 
（2） 地層処分システムの応答特性を容易に把握するための近似解析解の導出 
地層処分低レベル放射性廃棄物には，多様な種類の廃棄物が含まれ，個々の廃棄体の特徴を詳細

に検討し，安全性を確保する必要がある。また，「TRU 廃棄物の地層処分基盤研究開発に関する全

体基本計画」（資源エネルギー庁・JAEA，2006）において，幅広い地質環境に柔軟に対応するため

の代替技術が示されており，これらの代替技術を活用することも視野に入れて，安全確保の頑健性

の向上を図ることとしている。そこで，地層処分低レベル放射性廃棄物については，前項までに述

べた解析技術による詳細な定量的検討を行うのに先立ち，個々の放射性廃棄物の特徴に対して，代

替技術を含めた適切な工学的対策を対応付けることにより，幅広い地質環境特性における安全確保

の方策を明らかにすることが当面の課題となる。 
このため，NUMO では，地層処分システムの応答特性を容易に把握するための近似解析解を導出

し（図 7.3.3-8），地層処分システムの頑健性の向上を目的とした検討を行っている（NUMO，2011a）。
このような感度解析の結果から，例えば，廃銀吸着材のセメント混練固化体などのグループ 1 廃棄
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物に含まれる I-129 は，極めて長寿命であり，また，岩石への収着による移行遅延がほとんど生じ

ないため，天然バリアの性能に期待することができず，人工バリアからの放出率を制限することが

必要となることが示されている。なお，図 7.3.3-9 より，グループ 1 廃棄物に含まれる I-129 に対し

ては，一定溶出率が大きい場合においても，充填材の分配係数（Kd）を大きくすることによって人

工バリアからの放出率を制限可能であることを把握できる。NUMO は，このような検討をほかのパ

ラメータや廃棄体グループなどのさまざまな条件に対して行い，地層処分低レベル放射性廃棄物の

システムの頑健性を確保する上で重要と考えられる安全機能やパラメータの整理を行っている

（NUMO，2011a）。 
 

 

充填材領域 緩衝材領域（拡散媒体） 掘削影響領域

CL：掘削影響領域

の液相濃度＝拡散
媒体外側境界濃度

Wm：定常到達時間
tsにおける掘削影
響領域中の核種量
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( ) 0)( ≅+= tFtQCF mL

dtFtsWWWtsI
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0
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Q：地下水流量

)2(mmmLmLdL VRdCFQCFF ελ++=+

( )[ ] ( )dVxCKdρεεW
Ｌ

Ｋ

b *1∫ −+=

CK：充填材中の液

相濃度＝拡散媒体
内側境界濃度

Wｆ：定常到達時
間tsにおける充
填材中の核種量

Wf=CKεfRdfVf

Wb：定常到達時間tsにお

ける拡散媒体中の核種量

C*(ｘ）：

内側境界濃度
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境界からの核種放出率
一定，外側境界濃度一定，
崩壊考慮の1次元の直交座標系
の拡散方程式の定常解析解
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QCL
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図 7.3.3-8 近似解析解を導出する概念 

（出典：NUMO，2011a） 
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図 7.3.3-9 グループ1廃棄物におけるI-129に対する工学的対策の 

効果についての感度解析結果の例 

（出典：NUMO，2011a） 

 
7.3.4  データセットの整備に関する取り組み 

安全評価の信頼性を確かなものとするためには，より現実的なモデルの開発に加え，対象とする

シナリオやモデルに対応して，データセットを適切に設定することが必要となる。7.2.3 で述べたよ

うに，安全評価で用いるパラメータは多岐にわたるものである。今後，NUMO が実施する安全評価

においては，サイトが有する地質環境特性に対応したデータセットが必要となる。 
ここでは，基盤研究開発機関が進めてきたデータセットの整備に関する成果のうち，7.3.1 に示し

た四つの点に直接関連する技術開発成果として，以下の項目に関する概要について記述する。 
 
・ データの整備 
・ データセットの設定手法 
・ 地層処分低レベル放射性廃棄物に関する検討状況 

 
7.3.4.1  データの整備 
基盤研究開発機関は，核種移行解析に関するパラメータに関する以下のデータベースや調査デー

タを公開している。NUMO は，データセットを作成する際の基盤情報として，これらを用いる。 
 
・ 熱力学データベース（JAEA-TDB）：放射性元素および地球化学元素に関する熱力学データベ

ースを種々の地球化学コード（PHREEQC など）で利用可能なフォーマットで整備したもの

（Kitamura et al.，2010） 
・ 収着データベース（JAEA-SDB）：国内外の文献から抽出されたベントナイトや岩石などに対

する分配係数データを整理したものであり，また，指定された条件に該当するデータの検索

やデータ群に対する回帰分析などの処理を行う機能を有する（舘ほか，2009：図 7.3.4-1） 
・ 拡散データベース（JAEA-DDB）：文献から抽出されたわが国に分布する種々の岩石などに対
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する実効拡散係数データを整備したもの（栃木・舘，2009；栃木・舘，2010） 
・ ガラスの溶解に関するデータベース（GlassDB）：文献より，ガラス，ガラス組成，試験法，

溶液，共存物，成分，変質生成物，試験条件，試験結果などに関する情報を集約したもの（林

ほか，2005） 
・ 環境移行データ：わが国の風土，農業活動などを反映した環境移行パラメータとして，水田・

畑土壌での核種の動きやすさ（Kd）や農作物への核種の移行割合（TF）に関するパラメータ

を集約したもの（放医研，2008，2009，2010） 
 

 
図 7.3.4-1 収着データベースの検索画面 

（出典：舘ほか，2009） 

 
このうち，収着・拡散データベースについては，実験条件や手法の信頼性あるいは情報の追跡性

などのさまざまな品質のデータが混在していることを勘案して，以下の判断基準から構成されるガ

イドラインを策定するとともに，各データの信頼度評価を進めている（Ochs et al，2008）。 
 
・ クライテリア I：文献の記載情報の網羅性・追跡性 
・ クライテリア II：実験方法や条件の信頼度 
・ クライテリア III：関連するデータ相互間の整合性 

 
データの信頼性評価を行うための評価フローと基準を図 7.3.4-2 に示す。まず，クライテリア I
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を適用し，信頼性の評価を行う上で必要な情報を網羅していないものについては除外する。次に，

必要な情報を網羅しているデータに対しては，クライテリア II に関する項目（図 7.3.4-2）について

専門家が評価を行う。クライテリア II の赤字で示した項目は，特に重要な基準として最初に評価が

なされ，基準を満たさない場合には，信頼度不十分（unreliable）としてデータが整理される。そし

て，クライテリア II に照らして信頼性を有するとみなせるデータ群について，類似したデータを同

時にプロットして，データ相互間の整合性を確認する。これらの手続きを踏むことにより，高い信

頼性を有するデータを効率的に抽出して，データの傾向を把握することやデータセットを設定する

ことが可能となる。 
 

 
図 7.3.4-2 収着分配係数の信頼度評価のガイドラインの概要 －評価フローと基準－ 

（出典：舘ほか，2009） 

 
7.3.4.2  データセットの設定手法 
第２次取りまとめにおける核種移行解析のためのデータセットの設定では，まず，熱力学データ

ベースを用いて，地下水と岩石との反応および地下水と緩衝材との反応を計算することによって，

それぞれ，地下水水質および間隙水水質を設定した。次に，この結果に基づき放射性元素の溶解・

沈殿に関する熱力学データベースを用いて溶解度や化学種分布を推定した。また，間隙水水質や地

下水水質を考慮しつつ，見かけの拡散係数（Da）やバッチ収着試験における Kd の実測値データか

ら安全評価に用いる分配係数値を設定し，さらに，実効拡散係数（De）の実測値などから緩衝材お

よび岩盤中の実効拡散係数値を設定した。 
第２次取りまとめ以降，パラメータ設定の信頼性を向上させるため，データベースに含まれる個

別データの信頼度評価を踏まえ，環境条件の違いを補正する手法の検討も進められている（Ochs et al，
2008）。具体的には，一定以上の信頼性を有する分配係数データを抽出した後，これらのデータが取

得された実験条件と安全評価の対象として想定している地質環境条件との間の差異について補正す

る（図 7.3.4-3）。このような補正において着目すべき要因は，元素によっても異なる。例えば，Cs
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の場合には，CEC（陽イオン交換容量），粘土鉱物含有量，および共存イオンであり，また，アクチ

ニウムの場合には，固相の表面特性に関連した pH 依存性や，溶液中での化学種分布となる。この

ため，着目すべき要因の違いを考慮して，補正するための変換係数を導出する。このような補正手

法は，Cs および堆積岩に対して適用し，粘土鉱物としてイライト含有率，また，共存イオンとして

Na イオン濃度を考慮した変換係数を用いることにより，実験値と概ね整合的な値が導出できること

が示されている（Ochs et al，2008）。 
 

  
図 7.3.4-3 収着データベースと条件変換法によるパラメータ設定のイメージ 

（出典：舘ほか，2009） 

 
7.3.4.3  地層処分低レベル放射性廃棄物に関する検討状況 
第 2 次 TRU レポートの核種移行解析モデルは，移流，拡散，分散に基づく溶存物質の移動と，

平衡論的に評価された沈殿（溶解度），媒体への収着を考慮して構築されている（Mihara and Sasaki，
2005：以下，RAMDA という）。核種移行パラメータとしては，このモデルに沿って，核種の濃度

を決定する溶解度，分子拡散を表す実効拡散係数および収着分配係数を設定している。 
このうち，セメント系材料に対する元素の収着分配係数は，普通ポルトランドセメントを用いた

バッチ法による試験結果に基づいた値が設定されている。レファレンスケースの解析に用いた各グ

ループの収着分配係数は，以下の考え方に基づいて設定されている（Mihara and Sasaki，2005）。
RAMDA では，セメント系材料の収着分配係数をセメント系材料の変質領域の区分（pH の変化に

応じてRegion I および II，III を設定）ごとに設定している。 
 
 グループ 1：RAMDA のRegion I および II の最小値を用いる。ただし，ヨウ素については，廃

棄体の核種量が全量充填材中に溶解するとその濃度は，0.1mol/l と非常に高濃度と

なることから，10-6mol/l より高濃度領域における収着分配係数の低下を考慮した。

収着分配係数の低下の考慮においては，初期濃度を変えて測定したセメントペース

トに対するヨウ素の収着試験結果（加藤ほか，2001）から，高濃度におけるヨウ素
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の収着分配係数を低濃度の収着分配係数の値の 10 分の 1 とした。 
 グループ 2：RAMDA のRegion I および II の最小値および有機物影響に基づく収着分配係数低

減係数を考慮して設定した。 
 

第 2 次 TRU レポートでは，OPC ペーストを用いた収着試験の実測値に基づいて収着分配係数が

設定されており，それ以外のセメント系材料や骨材の種類などは考慮されていない。そのため，セ

メント系材料の組成や OPC 以外の材料の使用を考慮することにより収着性の向上が期待できるの

で，廃棄体グループごとの重要核種について適切なセメント系材料を検討し，期待できる収着分配

係数を検討した。セメント系材料の人工バリア材としての成立性を判断するためには，核種の収着

性以外にも，①力学的安定性，②化学的安定性，③施工性などの要件を総合的に判断し，適切な材

料選定を行う必要があるが，重要核種に対応してセメント系材料を最適化することで収着性の向上

が期待できる可能性がある。しかし，現状では，人工バリアの成立性を判断するまで検討が至って

いないため，第 2 次 TRU レポートと同様の評価パラメータを用いることが妥当と判断している

（NUMO，2011a）。 
また，硝酸塩が充填材および緩衝材に及ぼす影響については，第 2 次 TRU レポートの性能評価

において，硝酸塩影響が不可避であることを仮定して核種の収着分配係数が設定されている。現在，

鉱物による硝酸塩還元の現象解明や微生物による硝酸イオン変遷スキームの詳細化が進められてい

るが，研究開発途上であり，定量的な安全評価結果を得るまでは至っていない。そこで，現状では，

第 2 次TRU レポートと同様の取り扱いとすることが妥当と判断している（NUMO，2011a）。 
NUMO は，上述のように，感度解析から得られた重要因子（安全機能やパラメータ）や関連する

事象などに対して，第 2 次TRU レポート以降に更新された知見を含めて再整理している（NUMO，

2011a）。 
 
以上のことから，安全評価におけるデータセットを設定する上で必要な基盤となる技術が強化さ

れた。 
 

7.3.5  今後の課題 

前節までに，第２次取りまとめ以降，NUMO および基盤研究開発機関が取り組んできた技術の整

備状況を概説した。 
今後は，これらの技術の整備状況と，「地層処分技術開発ニーズの整理～精密調査地区選定に向け

て～」（NUMO，2010）などを踏まえて具体的な技術課題を抽出する。具体的な例として，NUMO
および基盤研究開発機関にとって，特に優先度が高い安全評価に関する技術開発課題を表 7.3.5-1
に示す。そして，課題優先度を設定した上で，各課題を着実に解決していき，長期安全性評価技術

の継続的な信頼性向上に努める。 
なお，候補サイトが具体化されていない現段階では，NUMO が準備すべき安全評価のための体系

は，多様な地質環境およびさまざまな設計オプションに適用可能なものとして開発することが必要

となる。ここで，個別の課題ごとにそれぞれ適切と考えられる安全評価手法を準備し，その事例の

蓄積によって安全評価体系を構築するというアプローチは効率的ではなく，また，事例間の整合性

を確保することが困難であるために品質管理上も好ましいものではない。そこで，類型化された地

質環境，異なる処分概念オプションなどの観点から必要となる安全評価手法を抽出し，さらに，こ



 

7-78  

れらの間の共通点や相違点を分析することによって必要な要素技術を体系化するという目的指向の

取り組みが有用である。 
 

表 7.3.5-1 安全評価に関する技術開発課題と設定理由（特に優先度が高いもの） 

（NUMO，2010を編集） 

技術開発課題 設定理由 

 蓋然性に基づくシナリオ構築技術の整備 

 安全規制から示されるシナリオの枠組みに即したデータ設定技術の開発
（例：最尤値の設定） 

安全規制の動向やバリア機能
の現実的な性能把握などの観
点から，蓋然性の高いシナリ
オを評価するため 

 蓋然性に基づく地質環境の長期的変遷を考慮したシナリオ構築技術の整
備 

 地質環境の多様性や地質環境の長期的変遷を考慮したファーフィールド
の特性評価技術の整備（例えば，海水準変動を考慮した水理特性など） 

 地質環境の多様性や長期的変遷を考慮した地表付近の地質環境特性（例え
ば，風化帯の特性）評価技術の整備 

 地表環境の長期的変遷を考慮した生物圏，被ばくグループの評価技術の開
発 

 地質環境の長期的変遷を考慮した水理・核種移行モデルの整備 

 地表環境の長期的変遷を考慮した生物圏モデルの開発（含，GBI の取り扱
い） 

 地質環境条件や長期的変遷を考慮した性能評価データ設定の標準化と検
証（データベースおよび実測データの使い方，地下研究施設での方法論の
検証など 

安全規制の動向やバリア機能
の現実的な性能把握などの観
点から地球環境の長期変遷を
考慮した閉鎖後長期の安全性
を評価するため 

 サイト調査―安全評価の連携 
 地質環境モデルの情報（移行経路情報・水理特性などの長期的変遷な
ど）の安全評価への取り込みに関する技術 

 サイト調査により安全評価の不確実性を効率的に低減させるための
技術の整備 

 設計―安全評価の連携 
 性能評価の観点からの設計オプションの絞り込みに必要な評価技術
の整備 

 閉鎖前の安全性と閉鎖後の安全性を包括的に評価するための技術の
整備 

 地下研究施設を活用した「安全評価―サイト調査―設計」の連携の実証 

段階的に増える地質環境の情
報を用い，効率的な不確実性
の低減および安全に対する信
頼性の向上を実現するため，
地質環境の調査・評価，工学
的対策，安全評価が有機的に
連携できるようにするため 
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7.4  まとめ 

本章では，実際のサイトにおける地層処分システムの長期安全性を段階的に評価していくため，

セーフティケースと安全評価との関係，不確実性の取り扱い，各事業段階における安全評価の役割

などの基本的な考え方を示した。さらに，シナリオ構築，モデルの開発・設定およびデータセット

の整備に対する具体的な進め方を示した。また，第２次取りまとめ以降，基盤研究開発機関および

NUMO が，長期安全性の観点から，多様な地質環境や設計オプションをより現実に即して評価する

ために進めてきた個別技術についても取りまとめた。以下に，主要な個別技術の進展についてまと

める。 
 

（1） シナリオ構築手法の整備 
地質環境の多様性と長期変遷への対応として，沿岸域における海水の影響や塩淡境界の時間的な

変遷をより現実に即して取り扱うための地層処分システムの状態設定手法を開発した。また，事業

段階において，関連する種々の科学的な知見を適切に安全評価に取り込めるようにするため，安全

機能を中心軸として地層処分システムの長期挙動を把握し，ニアフィールドの長期変遷に関するシ

ナリオを構築するための手法を開発した。さらには，基盤研究開発機関においても， FEP 情報の

整備，自然現象の著しい影響を評価するための手法などのシナリオ構築に関する検討が進められて

いる。これらの成果により，シナリオ構築を行う上で基盤となる技術や情報が強化された。 
 

（2） モデルの整備 
地質環境の多様性と長期変遷への対応として，地下水の流れと水質の変遷を考慮して，天然バリ

ア中の核種移行と生物圏を評価するためのモデル化技術を整備した。また，さまざまな設計オプシ

ョンをより現実に即して評価できるようにするため，三次元の核種移行解析モデルを開発した。さ

らには，データセットに分布を与えた統計論的な核種移行解析モデルや，統計論的な評価結果に対

して影響が大きいパラメータを抽出する方法などが開発されている。これらの成果により，さまざ

まな安全解析のニーズに対応するための技術基盤が拡充され，モデルの選定における技術的な選択

肢が拡充した。 
 

（3） データセット設定技術の整備 
長期安全性評価の信頼性を確保するためには，地質環境の多様性や長期変遷，およびさまざまな

設計オプションを考慮した上で，データセットを適切に設定することが重要である。第２次取りま

とめ以降，基盤研究開発機関では，データセットを設定するための基盤情報として，核種移行解析

に用いるさまざまなデータベース（熱力学，収着，拡散，ガラスの溶解などに関する各データベー

ス）の開発・更新や生物圏評価に用いる環境移行データの整備が進められている。さらには，整備

されたデータベースを用いたデータセットの設定手法についても検討が進められた。これらの成果

により，核種移行解析を行う際に必要となる基盤的情報が強化された。 
 
以上のことから，地層処分事業における長期安全性評価技術の信頼性が一段と向上した。 



 
 

7-80 

 

参考資料1 断層活動の影響に関する安全解析の例 

 

7.3.2.3 では，自然事象の著しい影響を仮想的に評価できるようにすることを目的として，断層活

動を例としてシナリオ構築手法を示すとともに，将来新たな断層が処分場を直撃するという仮想的

な状況を想定した二つのシナリオを示した。ここでは，この二つのシナリオに基づく安全解析を行

った結果を例示する（NUMO，2011c）。 
 

1.  概念モデル 

断層発生前の核種移行モデルとしては，第２次取りまとめのレファレンスケースと同一のモデル

およびデータセットを用いる。また，断層発生以前の核種移行距離は，いずれの廃棄体についても，

第２次取りまとめレファレンスケースにて想定された 100m と想定する。 
断層発生後における核種移行モデルの概念図を参考図 1-1 に示す。 
シナリオ 1 においては，新生断層と交差する廃棄体および人工バリアは断層発生時にその機能を

喪失するものとし，廃棄体および人工バリア中の核種は瞬時に断層に至るものとする。断層と交差

しない廃棄体はその健全性を維持するものと仮定する。また，新生断層から 100m 以内にある廃棄

体については母岩中の移行距離が短縮することとし，それ以上離れた廃棄体については母岩中の移

行距離は 100m のまま不変であるとする。なお，シナリオ 1 では断層および母岩中の地下水は還元

性であるものとする。 
 

100m

2km

断層

2km

断層

断層交差部上
（300体）

断層近傍
（100m以内）

そのほかの
廃棄体

母岩：断層交差
部からの距離

断層
800m

緩衝材
EDZ

緩衝材
EDZ

母岩100m 断層
800m

断層
800m

断層交差部上
（300体）

そのほかの
廃棄体

母岩100m

緩衝材
EDZ

母岩100m 断層
800m

断層
800m

10万年後人工バリア内に
残存する核種

10万年後人工バリア内に
残存する核種

シナリオ１還元性深部地下水の上昇

シナリオ２ 酸化性地表水の引き込み

※ EDZは掘削影響領域を表す

 
参考図 1-1 断層発生後の核種移行モデルの概念図 

 
シナリオ 2 では，新生断層を通じて深部に下降した地表水が地下施設を通過してほかの既存の透

水性断層などに至り，そこから地表に向かうものとする。新生断層と交差する廃棄体および人工バ
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リアは断層発生時にその機能を喪失するものとし，廃棄体および人工バリア中の核種は瞬時に母岩

に至るものとする。断層と交差しない廃棄体はその健全性を維持するものと仮定する。ここで，断

層割れ目帯と交差するものも含め全ての廃棄体について核種移行距離は 100m と仮定する。シナリ

オ 2 では母岩および断層中の地下水は酸化性であるものと仮定する。 
どちらのシナリオにおいても，断層活動直後の過渡的な地下水流動は数日から数か月程度の短期

的なものであるため無視できるものとする。また，その後の地下水流動の変化は応力場の変化によ

る間隙水圧の変化ではなく，断層活動に伴う岩盤の透水性の変化によるものとし，広域的な動水勾

配も初期の値に復帰するものと仮定する。発生した断層からの距離に基づいて廃棄体を区分し，区

分ごとに核種移行経路を定義する（参考表 1-1 および参考表 1-2）。被ばく線量は，それぞれの区分

について廃棄体 1 体あたりの核種移行率に廃棄体数と線量換算係数を乗ずることによって算出する。

なお，生物圏は断層発生による影響を受けないものと仮定し，断層発生の前後で同一の線量換算係

数を用いる。解析コードは，GoldSim（GoldSim Technology Group，2010）を用いる。 
 

参考表 1-1 シナリオ1における廃棄体区分 

 断層からの距離 廃棄体数 

断層と交差する廃棄体 0m 300 

核種移行距離を 

短縮する廃棄体 

0m－10m 264 

10m－20m 560 

20m－30m 556 

30m－40m 551 

40m－50m 548 

50m－60m 544 

60m－70m 539 

70m－80m 536 

80m－90m 532 

90m－100m 527 

それ以外の廃棄体 100m以上 34543 

 
参考表 1-2 シナリオ2における廃棄体区分 

 断層からの距離 廃棄体数 

断層と交差する廃棄体 100m 300 

それ以外の廃棄体 100m 39700 

 
2.  解析ケースとデータ 

自然現象の著しい影響については，適切なサイト選定によって回避することが事業の基本的な考

え方である。自然現象の将来予測については，外挿法を中心として，これまでさまざまな議論がな

され，わが国では，「過去数 10 万年程度の地質学的記録をもとに，将来 10 万年程度の推論は可能で

ある」との合意がある（JNC，1999b；土木学会，2006）。また，10 万年を超える将来の地質環境の

変遷や自然現象の発生に係る予測の精度は，事象ごと，地域ごとに異なるものである。以上を踏ま

え，ここでは，新たな断層は 10 万年後に生じるものと仮定する。 
断層の透水性は，断層を構成する構造ごとに異なることが一般的に知られている。多くの建設工
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事の事例や研究開発事例などを収集し，参考表 1-3 のように断層の構造ごとの透水係数の範囲を整

理した。 
断層発生後の核種移行解析においては，断層・破砕帯および周辺の広範な変形領域が母岩に比べ

てどれだけ大きい透水性を有するかが重要となるが，本解析では，参考表 1-3 の結果から，断層・

破砕帯の透水性は母岩の約 1,000 倍程度，また，周辺の広範な変形領域の透水性は母岩の約 10 倍程

度と設定する。 
 

参考表 1-3 断層の各構造における透水係数に関する情報のまとめ 

区 分 断層の構造 透水係数（m/sec）の範囲 

断層・破砕帯 
ガウジ部 10-14～10-7 

破砕部 10-10～10-5 

広範な変形領域 
マイロナイト 

割れ目発達部 
10-13～10-6 

母 岩 － 10-13～10-8 

＊区分および断層の構造は，（吉田ほか，2009）に基づき設定 

 
主要な解析条件を参考表 1-4～1-6 に示す。 
以下では，断層・破砕帯および広範な変形領域の水理特性について，不確実性を考慮してそれぞ

れ複数のケースを想定し，それらを組み合わせることで解析ケースを設定した。 
それぞれのシナリオに対して，断層発生前後の溶解度，分配係数および母岩中核種移行距離を設

定した（参考表 1-4）。断層・破砕帯について，断層ケース 1 では断層の透水係数として母岩平均

透水係数より 2 桁高い値を設定し，断層ケース 2 では第２次とりまとめの断層に相当する透水係数

を設定した。広範な変形領域については，次の二つのケースを設定した。広範な変形領域 1 では透

水量係数分布は断層新生前（第２次取りまとめレファレンスケースの母岩）と同一とし，亀裂頻度

のみ 10 倍とした。広範な変形領域 2 では，透水量係数分布は断層新生前（第２次取りまとめレファ

レンスケースの母岩）の 10 倍，亀裂頻度は断層新生前と同一とした。 
なお，シナリオ 1 で主要な核種移行経路となる新生断層とシナリオ 2 における既存の断層では水

理特性が異なる可能性も考えられるが，ここでは，簡単化のため同等と仮定した。 
上記のシナリオと断層・破砕帯，広域な変形領域を組み合わせることにより，解析ケースを設定

し（参考表 1-5），各解析ケースに対する水理パラメータを設定した（参考表 1-4）。線量換算係数

については，断層発生の前後ともに第２次取りまとめのレファレンスケースにおける線量換算係数

を用いた。 
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参考表 1-4 シナリオ1，シナリオ2の安全解析の条件 

 
溶解度および分散係数 母岩中核種移行距離 

断層新生前 断層新生後 断層新生前 断層新生後 

シナリオ1 
第２次取りまとめの 

レファレンスケース 

すべての 

廃棄体：100m 

断層割れ目帯と交差

する廃棄体(300体) 
0m 

断層近傍の廃棄体 

各廃棄体から

断層までの 

距離 

そのほかの廃棄体 100m 

シナリオ2 

第２次取りまと

めのレファレン

スケース 

酸化性条件 

の値 
すべての廃棄体：100m 

 

参考表 1-5 解析ケース 

解析ケース番号 シナリオ 断層・破砕帯 
広範な変形領域 

（亀裂特性） 

1-1 

シナリオ1 

断層ケース1 
広範な変形領域1 

1-2 広範な変形領域2 

1-3 
断層ケース2 

広範な変形領域1 

1-4 広範な変形領域2 

2-1 

シナリオ2 

断層ケース1 
広範な変形領域1 

2-2 広範な変形領域2 

2-3 
断層ケース2 

広範な変形領域1 

2-4 広範な変形領域2 
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参考表 1-6 各解析ケースにおける水理パラメータの設定値 

 

 

 

解析ケース 

番号 

断層・破砕帯の 

透水係数 

広範な変形領域の 

亀裂透水量係数 

（幾何平均） 

広域的な 

動水勾配 

シナリオ1 

1-1 
6.4×10-8m/s ※1 

10-9.99m2/s ※3 

0.01 

 

1-2 10-8.99m2/s ※4 

1-3 
1.0×10-5m/s ※2 

10-9.99m2/s ※3 

1-4 10-8.99m2/s ※4 

シナリオ2 

2-1 
6.4×10-8m/s ※1 

10-9.99m2/s ※3 

2-2 10-8.99m2/s ※4 

2-3 
1.0×10-5m/s ※2 

10-9.99m2/s ※3 

2-4 10-8.99m2/s ※4 

※１；母岩平均透水係数より2桁高い値 

※２；第２次取りまとめの断層に相当する値 

※３；断層新生前（第２次取りまとめレファレンスケースの母岩）と同じ透水量係数分布で亀裂頻度のみ10倍 

※４；断層新生前（第２次取りまとめレファレンスケースの母岩）と同じ透水量係数分布の10倍（亀裂頻度は同一） 

 

3.  解析結果 

解析結果の例を参考図 1-2 に示す。これらの結果から，安全解析において着目した不確実性要因

の感度を次のようにまとめる。 
 

 シナリオ 1 ではいずれのケースにおいても最大被ばく線量が 1μSv/y 程度であるが，シナリオ

2 ではいずれのケースにおいても最大被ばく線量が 100μSv/y 以上となっており，地下水の酸

化還元状態が大きな感度を有することが分かる。 
 断層活動直後に生じる最大被ばく線量は，ケース 1-3 およびケース 1-4 を除いて，断層活動

の直接的な影響を受けないそのほかの廃棄体（広範な変形領域）によって支配される傾向に

ある。 
 シナリオ 1 においては，断層によって破壊された廃棄体からの放射性物質が断層に直接流入

するために断層の透水係数は大きな感度を示すのに対して，シナリオ 2 においては，いずれ

の廃棄体においても広範な変形領域中で一定の核種移行距離が確保されているため，断層の

透水係数の感度は小さい。 
 広範な変形領域のモデルの感度は顕著なものではなく，断層新生による影響が亀裂頻度の上

昇をもたらすものであっても，あるいは亀裂開口幅の増大をもたらすものであっても，平均

透水係数が一定であれば影響の大きさはほぼ同じになるものと考えられる。 
 

以上の安全解析の結果より，第２次取りまとめと同様の地質環境を想定して 10 万年以降に処分場

を直撃するような断層が新生することを想定しても，断層により破壊などの直接的な影響を受ける
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廃棄体数が限られること，加えて，断層の直撃を受けない大多数の廃棄体についても一定以上の地

層処分システムの安全機能が保持されることを示唆している。ただし，これらの解析結果は，ベー

スとなる地質環境特性に依存するものであり，今後は，実際のサイトの特徴を考慮して同様の解析

を行う。また，断層活動が地層処分システムに与える影響については，関連する知見や事例が限ら

れることから，専門家との議論を通じてコンセンサスを得ながら進めることが肝要である。 
 

断層により破壊される廃棄体

断層近傍の廃棄体

100m以上断層から離れた廃棄体

Total最大線量

ケース1-1

ケース1-2

ケース1-3

ケース1-4

最大線量(μSv/y)

10-6 10-4 10-2 1 102 104

断層モデル1
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断層モデル1
変形領域2
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変形領域1
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変形領域2

断層により破壊される廃棄体 それ以外の廃棄体 Total最大線量

ケース2-1
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ケース2-3

ケース2-4

最大線量(μSv/y)

10-6 10-4 10-2 1 102 104

シナリオ２

シナリオ１

 

参考図 1-2 新生した断層活動の影響解析の結果 
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参考資料2 沿岸域の環境変遷を考慮した安全解析の例 

 

7.3.3 では，沿岸域の特徴をより現実に即して取り込むための核種移行解析および生物圏評価の手

順を示した。ここでは，この手順を仮想的な地質環境に対して適用し，核種移行解析および生物圏

評価を例示的に実施した内容を記述する（NUMO，2011d）。 
 

1.  前提条件の設定 

沿岸域では，海水準変動および隆起・浸食に伴って地形と地下水中の塩分濃度分布が変化すると

考えられ，これらの環境変遷は核種移行解析に影響を与えるものである。将来の塩分濃度分布は密

度流解析によって推定することが可能である。ここでは，仮想的に参考図 2-1 のような地下水化学

環境の変遷を考慮した。12.5 万年の周期で海進・海退を繰り返すことを想定している。 
 

 
参考図 2-1 沿岸域における地下水化学環境の変遷の例 

 
他方，隆起・侵食に関しては，隆起速度を平均 0.3mm/y と設定し，陸域では隆起と同じ速度で侵

食が進行すると仮定した。なお，ここでは，簡単化のため，隆起・侵食に伴う処分深度の現象は考

慮しないと仮定した。このため，実際の海水準の移動は，上図のようなサイクルを繰り返しつつ，

長期的には隆起・侵食による地形変化の影響を受けながら変遷して行くものと考えられる。また，

これと対応して，地下の塩淡境界も気候変動による周期的変化と隆起・侵食による地形変化の双方

の影響を受けつつ変化する。 
地形変化と海水準変動により，参考図 2-2 のように汀線が移動することを仮定した。現在の陸域

および汀線付近の海底が，海域では隆起によって，今後ほとんどの期間，海水面よりも上にあるた

め隆起と侵食がほぼ相殺するのに対して，沖合では海底下にあり隆起のみが生じる期間が長いため，
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海側の地形勾配は徐々に減少する。このため，海水準の低下に対応して海退時には汀線がより沖合

にまで移動する。一方，現在の陸域は継続して陸域であり続け，その間，隆起と侵食の相殺によっ

て地形が変化しないために，海進時の汀線の位置は変化せず，汀線の移動距離および移動速度は時

間とともに増大する傾向がある。 

時間（年）

0 2.0×105 4.0×105 6.0×105 8.0×105 1.0×106
0

2,000

4,000
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10,000
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汀

線
の

沖
合

へ
の

移
動

距
離

（m
）

 

参考図 2-2 汀線の移動 

 
廃棄体を定置する処分パネルは，現在の海水準を基準から 800m の深度に，参考図 2-3 に示すレ

イアウトで六つの処分パネルを置くと仮定した。この図では，水平位置は現在の汀線を基準とし，

負の水平位置は現在海底下にあることを表す。ここで，処分場の位置については，沿岸域を対象と

した安全解析の技術を確認する上で有用性を確認するため，処分場のレイアウトに対して海水準変

動に起因する塩分濃度の水平方向の変化が顕著である点を仮定した。 

３

‐200 1000 1600 2800

１

水平位置 [m]

４ ２５６

2200400  
参考図 2-3 処分パネルレイアウト 

 
上記の各処分パネルは参考図 2-4 に示すような環境変遷をたどると設定した。最も海側の処分パ

ネル（パネル 6）は，初期は海底下の塩水域であるが，後に陸側の塩水域となり，さらに陸側の淡

水域となる。このパネルは，海底下の塩水という現在の場が出発点であり，次の海退時の汀線の移
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動に追随できないために陸域に塩水が取り残された場となり，その後，一定期間を経た後に陸域に

おける淡水の流れの場となるが，引き続く海進に際して淡水が海底下に取り残される。それ以降は，

ほとんどの期間は陸域の淡水の流れの場となるが，海進時に短期間海底下に淡水が取り残される状

況が生じ，また陸域に戻るという変遷を約 12 万年周期で繰り返すこととなる。そのほかのパネル（1
～5）は常に陸側に位置し，常に淡水環境下となる。 

時間
(万年）

パネル①～⑤

パネル⑥

0 2 4 6 8 10 12

0 50 100

陸側の淡水域

海底下の淡水域

海底下の塩水域 陸側の塩水域

時間（万年）

パネル⑥：0～12.5万年間の拡大図

 

参考図 2-4 各処分パネルにおける環境変遷 

 
処分パネルでの地下水流動場としては，最も海寄りの処分パネル以外のすべての処分パネルにお

ける地下水流動は時間によらず海側に向かって一定の流速（10-3m/y オーダー）であると仮定した。 
 

2.  GBIの環境変遷の把握 

前項で述べたように，沿岸域に位置する仮想サイトでは，約 12 万年の周期で汀線が 10km 以上に

わたり移動する。その結果，地下施設を設置する岩盤の透水性に応じて塩淡境界の移動に遅れが生

じ，その程度によってGBI（地下施設から核種が生物圏に到達することを想定する位置）の変遷パ

ターンが変化する。ここでは，GBI は，現在の汀線から 300m～4,000m 沖合の範囲に位置するとし

た（参考図 2-5）。参考図 2-2 に示した汀線の移動に基づき，この範囲における GBI の環境変遷を

抽出した（参考図 2-6）。この場合，GBI は海水準変動に応じて陸域および海底の間で推移する。 
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5000

‐300m‐4000m
GBI

‐800

0

0‐5000

標
高
**

[m
]

水平位置* [m]

地下水流

3
処分パネル

12456

*)水平位置は現在の汀線位置を0mとし，陸側を正とした。
**) 標高は現在の海水準を0mとした。  

参考図 2-5 地下水流動の外観とGBI 

 

0 50 100

‐4000

‐2000

‐300

時間（万年）

海 陸

G
BI

の
水

平
位

置
[m

]

 
参考図 2-6 GBIの環境変遷 

 
3.  三次元物質移行解析 

処分パネル周辺の母岩は先新第三紀堆積岩であり，参考資料 3 に例示した硬岩タイプ 3 に分類さ

れると想定し，三次元不均質場を設定した。7.3.3.2 で述べた三次元核種移行解析モデルを用いて，

想定した地質環境における三次元地下水流動解析および三次元物質移行解析を行い，人工バリア外

側境界および天然バリア下流側境界（ここでは坑道からの距離 100m と仮定）における移行率の時

間変化を算出した（NUMO，2011d）。 
 

4.  一次元マルチチャンネルモデルの作成 

三次元物質移行解析からの移行率の基本解と一次元モデルからの移行率との差が最小となるよう

に，EBS フィッティング係数を算出した（NUMO，2011d）。また，続いて，EBS フィッティング

係数と同様な考え方で，母岩亀裂の透水量係数の重み分布（NBS フィッティング係数）を調整し，

三次元物質移行解析の母岩からの移行率を近似した（NUMO，2011d）。 
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5.  核種移行解析 

上記のようにして作成した一次元マルチチャンネルモデルを用いて核種移行解析を実施した

（NUMO，2011d）。 
データセットは，第２次取りまとめにおいて設定されたもののうち，降水系および海水系地下水，

先新第三紀堆積岩などのデータを用いた。対象核種は，第２次取りまとめにおける種々の解析ケー

スにおいて，最大被ばく線量に寄与した核種であるCs-135 およびNp 系列とした。すでに述べたよ

うに，ここでは 6 個の処分パネルのうち，最も海側の処分パネルのみ環境変遷が生じており，変動

の生じる時期に対応して入力データセットを切り替えた。 
核種移行解析を行った結果を参考図 2-7 に示す。核種移行解析結果の特徴は，以下のようにまと

めることができる。人工バリアからの核種移行率は，100 万年後までにほぼ最大値（Np 系列の場合

は定常値）に到達している。また，人工バリア外側境界における Cs-135 と Np-237 の移行率の最大

値が最も海寄りの処分パネルで摂動している様子が見られ，これは 1.5 万年後に水質が海水系から

降水系へと変化することに対応している。さらに，天然バリア下流端の Cs-135 移行率の最大値は

約 100 万年経過時点で生じているのに対して，Np 系列の移行率が最大値に到達するのはおよそ

1,000 万年後である。 

最も海寄りの処分パネルでは初期の地下水水質が塩水であり，母岩および緩衝材における Cs の

分配係数は淡水の場合の 1/10 程度であるため，塩水環境である 1.5 万年の間に天然バリア下流端に

おいて最大値の 1/1,000～1/100 程度の核種移行率が生じている。 

処分場閉鎖後の経過時間(年)

核
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移
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率
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U-233 Th-229

人工バリア外側での核種移行率 天然バリア下流端での核種移行率  

参考図 2-7 廃棄体一体当たりの核種移行率（最も海寄りの処分パネル） 

 
6.  被ばく線量の算出 

核種移行率をもとに被ばく線量の算出を行うため，7.3.3.1 で述べた環境変遷を考慮した生物圏モ

デルを用いた。具体的には，以下のような環境変遷をモデルに取り入れた。生物圏各構成要素に関

して想定すべき将来の変遷を記述することが必要であるが，ここでは，人間活動に影響を与えると

考えられる気候変動（亜寒帯→ツンドラ→冷温帯…）と，生物圏への核種の流入に関係するGBI の
変遷（海底堆積層→潮間帯堆積層→海底堆積層…），海域と陸域間の核種移行率に影響を与える海水

準変動速度を考慮した。このうち，気候とGBI の環境変遷を参考図 2-8 に示す。 
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参考図 2-8 気候（上）およびGBI（下）変化の時期についての長期変遷 

 
このような生物圏モデルを用いて，汎用の生物圏評価コードであるAMBER に支配方程式と各種

パラメータを入力して生物圏評価を行った（NUMO，2011d）。この評価では，個々の放射性核種お

よび崩壊系列の親核種のGBI への移行率を仮定して，各被ばくグループに与える線量を算出し，被

ばく線量換算係数とした。 
このように，前出のシナリオにおける環境条件と核種移行場のタイプおよび不均質場における廃

棄体の区分に従ってGBI ごとに算出する核種移行率に対して被ばく線量換算係数を設定し，核種移

行解析の結果に乗じることによって，全体システムについての安全評価結果を得る。 
 参考図 2-9 に，天然バリア下流端での核種移行率に対して，GBI の切り替わりを考慮して，期間

ごとに設定した換算係数を用いて被ばく線量を算出した結果を例示した。GBI は海水準変動に応じ

て変化し（-300m～-4,000m の範囲），参考図 2-6 に示したように位置によって環境が海底と陸域の

間で切り替わる時期も異なることから，GBI の範囲の両端（-300m および-4,000m）における切り替

わり時期を用いた解析をそれぞれ行った。 
また，各図において，マーカー（Cs-135 については紺色の正方形，Np 系列については緑色の正

方形）を付けた部分が該当するGBI に対応する被ばく線量であり，赤色の点線が各核種による被ば

く線量の総和を示す。なお，いずれのケースにおいても農業従事者の被ばく線量が海洋漁業従事者

を 1 桁程度上回る結果となったため，ここでは，前者についての算出結果のみを示す。 
これらの解析結果の主要な特徴およびケース間の差異は以下のようにまとめることができる。 
 
 
・ GBI が海底（海底堆積層）に位置する期間の被ばく線量は，GBI が陸域（潮間帯堆積層）に
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位置する期間よりも 2 桁程度以上小さく，また，GBI が海底から陸域に推移した直後には，

前述の核種を保持している海底堆積層の陸化による被ばく線量の増大が生じている。 
・ GBI の環境切り替わり時期の影響は，初期の 10 万年程度の期間においては顕著であるが，そ

れ以降の期間では必ずしも大きくない。 
・ 100 万年後までの期間においては，Np 系列による被ばく線量は Cs-135 に比して小さく，総

線量への寄与は無視し得る程度である。 
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参考図 2-9 GBIの環境変遷を考慮した被ばく線量の算出結果 

（GBIの環境変遷時期を最も海側の地点（現在の汀線から沖合に300m）で代表した場合） 
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参考資料 3 三次元核種移行モデルの例題への適用 

 
7.3.3.2 では，母岩の不均質性および処分場の設計を考慮した核種移行解析モデルを示した。ここ

では，この核種移行モデルを，さまざまな例題へ適用した内容について述べる。具体的には，複数

の母岩，廃棄体の竪置きと横置きの違い，坑道と直交する断層と廃棄体との離隔について検討した

結果について述べる（NUMO，2011d）。 
 

1.  複数の母岩への適用 

母岩の透水性は地層処分システムの性能に影響を及ぼすものとして最も重要性の高いものの一つ

である。従って，断層や破砕帯などの出現頻度の異なる高透水性構造が分布するために，スケール

ごとに平均的な透水性が異なり，スケールによらず一つの透水係数値によって代表することは適切

ではない。例えば，透水性がほぼ一様に 10-9m/s の岩盤と，10-10m/s 程度の健全部と数 10m 間隔で分

布する 10-7m/s 程度の破砕帯を有する巨視的平均透水係数 10-9m/s の岩盤とでは天然バリアとしての

安全性能は大きく異なる可能性がある。そこで，健全部，ブロックスケール，各スケール，処分パ

ネルスケールごとの平均透水係数を定義する。本検討で考慮した不均質透水係数場の例を岩種ごと

に参考表 3-1 に示す。 
 

参考表 3-1 試行で想定した不均質透水係数場の例 

岩種 タイプ 

マトリ

クス 

透水性

（亀裂

透水性） 

平均透水係数 (m/s) 

該当する 

地質環境の事例
モデル

 

備考 

健全部 

ブロッ

ク 

スケー

ル 

処分パネル

スケール

結晶質岩 

堆積硬岩 

（硬岩） 

1 低（低） 10-10 10-10 10-8 

第２次 

取りまとめ 

レファレンス

亀裂 

難透水性のマトリクスおよび

等方的で低頻度かつ低透水性

の亀裂ネットワークがランダ

ムに分布している 

2 低（高） 10-8 10-7 10-7 花崗岩 

個々の亀裂の透水性が高く，

ブロックスケールではより高

透水性の断層が分布している

3 低（低） 10-9 10-8 10-7 付加体 

個々の亀裂の透水性は低いが

頻度が極めて高く明瞭な異方

性を示す。 

堆積軟岩 

（軟岩） 

1 低（低） 10-10 10-10 10-9 
新第三紀堆積

軟岩（深部）

亀裂 

または

多孔質

地圧のために亀裂（等方的／

低頻度）は閉塞しマトリクス

部も圧密されている 

2 高（低） 10-8 10-8 10-7 

新第三紀 

―第四紀砂岩

＋凝灰岩 

多孔質

亀裂は極めて低頻度のため平

均透水係数にはほとんど寄与

しない 

3 高（高） 10-8 10-8 10-7 
新第三紀堆積

軟岩（浅部）

亀裂 

および

多孔質

マトリクス部の層理面および

亀裂が開口しているためいず

れも一定の透水性を示す。ブ

ロックスケール以上では透水

性の高い割れ目帯が含まれる

＊透水係数の数値はいずれもおよその数値でありオーダーを表現したものである 

 
上述した 6 種類の岩種それぞれにおける核種移行挙動の特徴を比較することを目的として，三次

元核種移行解析モデルを用いて解析を行った。 
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 6 種類の岩種に対して算出したダルシー流速場（NUMO，2011d）に基づき，各要素に含まれる亀

裂中の実流速およびマトリクス中の流速を推定し，核種移行解析を行った。ここで，粒子は放射性

壊変しないCs 同位体であるとし，緩衝材およびそれぞれの母岩での分配係数を仮定して各ケース

において合計 10 万個程度を 24 体のガラス固化体内に入力して，その後の挙動を解析した。少数

（100 個）の粒子をランダムに抽出し，10 万年後までの軌跡を描画した結果を参考図 3-1 に示す。

軌跡の色は，各タイムステップにおける粒子の移動速度を表現している。 
 

粒子の速度 (m/s)の対数 －15.00～－7.00 粒子の速度 (m/s)の対数 －13.00～－8.50 粒子の速度 (m/s)の対数 －13.00～－8.50

粒子の速度 (m/s)の対数 －14.00～－6.00粒子の速度 (m/s)の対数 －13.00～－8.00粒子の速度 (m/s)の対数 －15.00～－9.00

 
参考図 3-1 各岩種に対応した少数の粒子軌跡（各ガラス固化体でパルス入力：10万年後） 

 

硬岩タイプ 1 では，亀裂頻度が低いために母岩の透水性が小さく，また，空隙率および実効拡散

係数も小さいために，緩衝材および上部坑道埋め戻し材中の核種移行の方が周辺の母岩中の核種移

行よりも顕著に速く，各粒子は，緩衝材および埋め戻し材の内部を拡散によりランダムに移行する

（緩衝材および埋め戻し材の内部が粒子軌跡によって充たされていることと対応する）。そして，10
万年後には，坑道と交差する少数の透水性亀裂に沿って母岩中を移行する粒子の軌跡がいくつか見

ることができる（上部坑道から斜め上方に移行する軌跡群）。これに対して，透水性亀裂の頻度が顕

著に高い硬岩タイプ 2 およびタイプ 3 では，各処分孔においてこれらの亀裂との交差部が存在して

いることからガラス固化体から緩衝材に至った核種は上部坑道に拡散する以前に処分孔から亀裂へ

と移行している。また，硬岩タイプ 2 では，坑道中央部で幅 5m の高透水性断層と直交しているた

めに，断層内での粒子の移動が卓越して生じているのに対して，硬岩タイプ 3 では，複雑な形状で

分布する割れ目帯に沿って母岩中の卓越した核種移行経路が生じていることが分かる。低透水性の

均質連続体である軟岩タイプ 1 では，坑道近傍は母岩中でも拡散支配の場であり，粒子は等方的に
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広がっている。また，粒子は 10 万年後でも坑道の直近に留まっている。一方，マトリクスが透水性

であり顕著な移流が生じている軟岩タイプ 2 およびタイプ 3 ではマトリクス内を拡散でランダムに

移行する粒子軌跡が時間とともに地下水流動方向（左側）に徐々に推移していることが分かる。  

解析領域内に含まれる 24 体のガラス固化体中に時刻 0 で入力した約 10 万個の粒子のその後の挙動

は，それぞれの不均質場における拡散―移流方程式の基本解とみなすことができる。そこで，ソー

スタームとして，第２次取りまとめレファレンスケースと同様に，ガラス固化体の浸出率律速（溶

解期間 7 万年）を仮定してこの基本解に対する畳み込み積分を行い，さらに，Cs-135 の半減期（約

230 万年）に対応した減衰の係数を乗ずることによって，同じく，人工バリア外側境界および解析

領域下流端でのCs-135 の移行率を算出することができる。 
上述した手法によって各岩種についての Cs-135 の人工バリア外側境界および解析領域下流端で

の移行率を算出した結果を参考図 3-2 に示す。 
いずれの岩種においても Cs-135 の人工バリア外側での核種移行率に顕著な差異は認められない。

これは，Cs-135 の放出率がガラス固化体からの浸出率で規定されていること，および人工バリア外

側の地下水流速の感度が顕著ではない範囲にあるためである。一方，解析領域下流端での移行率に

は，以下に述べるような特徴を把握することができる。 
 
・ 低透水性の均質な連続体である軟岩タイプ1では，下流端での移行率は極めて小さい（ガラス

固化体1体当たりの移行率が10-3Bq/y以下であるため図中には表示されていない）。 
・ 亀裂の頻度が低く透水量係数も比較的小さい硬岩タイプ1および低透水性のマトリクスに規

定された軟岩タイプ3における最大移行率はいずれも102Bq/y程度であるが，ピークの出現時

期は亀裂の影響の顕著な硬岩タイプ1の方が早い。 
・ 硬岩タイプ3と軟岩タイプ2における最大移行率はいずれも103Bq/y程度であるが，ピークの出

現時期は亀裂を含む硬岩タイプ3の方が若干早い。 
・ 硬岩タイプ2は，中央の大規模な断層のために顕著に最も高い被ばく線量（104Bq/y程度）を

示し，また，断層を経路とした核種移行率とそのほかの部分のより遅く小さい核種移行率と

が重なりあっているものと推定される。 
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参考図 3-2 Cs-135移行率（ガラス固化体1体当たりの平均）の時間変化 

（青色のプロットは人工バリアからの核種移行率を，ピンク色のプロットは母岩からの核種移行率を示す。） 
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2.  竪置きと横置きの比較 

第２次取りまとめの安全評価において想定した岩盤においては，緩衝材中の拡散による核種移行

の方が岩盤中のマトリクス拡散も考慮した平均的な移動よりも速いものである。このため，横置き

の場合には，ガラス固化体から放出された核種はまず緩衝材中に貯留される（参考図 3-3）。この時

点での緩衝材間隙水中での核種濃度は，可溶性の核種（Cs-135 など）の総インベントリが緩衝材中

で収着分配平衡にあるものとして算出した空隙水中濃度とほぼ等しいものである。 
 

粒子の速度 (m/s)の対数 －15.00～－7.00
 

(a) 竪置き（1,000年） 

粒子の速度 (m/s)の対数 －15.00～－7.00
 

(b) 横置き（1,000年） 

粒子の速度 (m/s)の対数 －15.00～－7.00  

(c) 竪置き（1万年） 

粒子の速度 (m/s)の対数 －15.00～－7.00
 

(d) 横置き（1万年） 

 

 

竪置き 

 

横置き 

参考図 3-3 ニアフィールド内のCs-135の軌跡（硬岩タイプ1） 
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その後，時間をかけて岩盤中に移行していくが，この岩盤中への核種移行率の最大値は上記の緩

衝材中の核種濃度によって影響を受ける。このような観点からは，竪置きの場合には，処分孔内の

緩衝材に加えて上部坑道内に埋め戻し材が存在し，かつ，後者の体積が支配的であるために，この

場合の緩衝材中濃度は横置きの場合よりも顕著に低減されるはずである。しかしながら，実際には，

竪置きの場合に廃棄体から移行する核種が上部坑道内の埋め戻し材に至るまでには長期間を要し，

周囲の母岩への核種移行はそれ以前に生じるために，竪置きの場合にも，周辺母岩への核種移行率

は処分孔内の緩衝材中の収着を考慮した平衡濃度によって規定される。そして，第２次取りまとめ

の設計では，竪置きの場合も横置きの場合も廃棄体一体当たりの緩衝材体積は同等であることから，

母岩への核種移行率の最大値を規定する緩衝材空隙水中の分配平衡の核種濃度もほぼ等しい。この

ため，ほぼ同等の岩盤を想定したケースにおいて算出された人工バリアからの核種移行率の最大値

は竪置きおよび横置きの場合でほぼ等しいという結果を得ている（参考図 3-4 参照）。このような

設計オプションに対応した核種移行挙動の定量的な比較とその解釈は，本項で述べる詳細な核種移

行解析手法を用いることの重要なメリットの一つである。 
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参考図 3-4 竪置きおよび横置きの核種移行率の比較 
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3.  断層からの離隔に関する知見（硬岩タイプ2の場合） 

坑道の中央部で直交する幅 5m の高透水性断層を有する硬岩タイプ 2 の解析領域下流端での

Cs-135 の移行率は，この断層のために最も高い移行率（104Bq/y 程度）を示し，また，断層を経路

とした核種移行率とそのほかの健全部のより小さい核種移行率とが重なりあっているものと推定さ

れる。そこで，解析対象領域に含まれる約 30 体の廃棄体それぞれから移行した核種の人工バリアお

よび下流端での移行率の最大値（パルス入力に対するものであり，畳み込み積分は行っていない）

を比較した。断層直近の廃棄体からの移行率の最大値は十分離れた廃棄体よりも 2 桁程度大きく，

また，断層の集水域に対応して約 30m 以内にある廃棄体からの核種移行率の最大値には有意な影響

があることが分かった。また，Np-237 についても同様の解析を行い，解析対象領域に含まれる約

30 体の廃棄体それぞれから移行した核種の人工バリアおよび下流端での移行率の最大値（パルス入

力に対する）を比較した結果を参考図 3-5 に示す。この比較結果より，断層直近の廃棄体と断層か

ら十分離れた廃棄体の間の移行率最大値の差は約 6 桁に達しており，断層の影響がより顕著である

ことが分かる。 
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参考図 3-5 Np-237移行率最大値（パルス入力に対する）の廃棄体依存性（硬岩タイプ2） 

 
一方，坑道および掘削影響領域にベントナイトプラグによる止水工を施した場合でも母岩中の透

水性亀裂のために坑道と断層をつなぐ短絡路が多数存在しており，止水工の効果は有意なものとは

ならないことが分かった。 
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